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公調委平成 15年 (ゲ )第２・３号有明海における干拓事業漁業被害

原因裁定申請事件

裁 定

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり

主 文

本件各申請をいずれも棄却する。

事 実 及 び 理 由

第１章 当事者の求める裁定

１ 第２号事件申請人ら

別紙被害目録１ないし 17記載の被害について，被申請人施

行の国営諫早湾土地改良事業において行われた工事が原因で

あるとの裁定を求める。

２ 第３号事件申請人

別紙被害目録 18記載の被害について，被申請人施行の国営

諫早湾土地改良事業において行われた工事が原因であるとの

裁定を求める。

３ 被申請人

主文同旨

第２章 事案の概要

， ，本件は 漁民又は漁業協同組合連合会である申請人らが

被申請人施行の国営諫早湾土地改良事業において行われた
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工事により漁業被害が生じたとして原因裁定を求めた事案

である。

第１ 判断の前提となる事実

１ 当事者

(1) 申請人ら

甲イ第１ないし第 17，第 3089号証，甲ロ第１ないし第６

号証（枝番を含む ，乙第3016号証及び審問の全趣旨を総。）

合すれば，次の事実が認められる。

ｱ 福岡県関係

， ， ， ，第３号事件申請人は 福岡県三潴郡 大川市 柳川市

山門郡，三池郡及び大牟田市に住所を有する 26の漁業協

同組合を正会員とする漁業協同組合連合会であり，福岡

県及び佐賀県の地先に位置する農区第 206ないし第 211号

，においてノリひび建養殖業について第１種区画漁業権を

福岡県柳川市地先に位置する有区第２ないし第８号，福

岡県山門郡大和町先に位置する有区第９ないし第 30及び

， ，第32号 福岡県三池郡高田町地先に位置する有区第35号

福岡県大牟田地先に位置する有区第 31，第 33，第 34及び

第 36ないし第 48号（別紙「被害場所図３の１」の数字の

記載のある部分）においてノリ養殖業について第１種区

画漁業権を有している（自治体名は申請当時のものであ

る。以下，本文中につき同様である 。また，同申請人。）

は，福岡県及び佐賀県の地先に位置する農共第１号（別

紙「被害場所図３の２」の斜線部分）及び筑後川から福

岡，熊本両県境に至る間の福岡県地先（有明海）に位置

（ 「 」 ）する有共第１号 別紙 被害場所図３の３ の斜線部分
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においてアサリ漁業及びタイラギ漁業を含む漁業につい

て，第１種共同漁業権を有しているものである。

第２号事件申請人Ａ１（以下「申請人Ａ１」という ）。

は，浜武漁業協同組合の組合員であり，昭和 36年から福

岡県柳川市地先にある別紙「被害場所図２の１」の着色

部分の一部でノリ養殖を行っている者である。

同事件申請人Ａ２（以下「申請人Ａ２」という ）は，。

沖端漁業協同組合組合員であり，昭和 42年から福岡県柳

川市地先にある別紙「被害場所図２の２」の着色部分の

一部でノリ養殖を行っている者である。

同事件申請人Ａ３（以下「申請人Ａ３」という ）は，。

大川漁業協同組合の組合員であり，昭和 46年から福岡県

大川市地先にある別紙「被害場所図２の３」の着色部分

の一部でノリ養殖を行っている者である。

同事件申請人Ａ４（以下「申請人Ａ４」という ）は，。

中島漁業協同組合の組合員であり，昭和 55年から福岡県

大和町地先にある別紙「被害場所図２の４」の着色部分

の一部でノリ養殖を行っている者である。

同事件申請人Ａ５（以下「申請人Ａ５」という ）は，。

唐岬漁業協同組合の組合員であり，昭和 57年から福岡県

大牟田市地先にある別紙「被害場所図２の５」の着色部

分の一部でノリ養殖を行っている者である。

同事件申請人Ａ６（以下「申請人Ａ６」という ）は，。

三里漁業協同組合の組合員であり 昭和40年から別紙 被， 「

害場所図２の６」の着色部分でタイラギ漁を行っている

者である。
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ｲ 佐賀県関係

同事件申請人Ａ７（以下「申請人Ａ７」という ，同。）

Ａ８ 以下 申請人Ａ８ という 及び同Ａ９ 以下 申（ 「 」 。） （ 「

請人Ａ９」という ）は，いずれも南川副漁業協同組合の。

組合員であり，申請人Ａ７は昭和54年から，同Ａ８は同4

3年から，同Ａ９は同48年から，佐賀県川副町地先にある

別紙「被害場所図２の７」の着色部分の一部で，それぞ

れノリ養殖を行っている者である。

同事件申請人Ａ10（以下「申請人Ａ10」という ）及び。

同Ａ11（以下「申請人Ａ11」という ）は，大浦漁業協同。

組合の組合員であり，申請人Ａ 10は昭和 34年から，同Ａ

11は同 48年から，別紙「被害場所図２の８」の着色部分

で，それぞれタイラギ漁を行っている者である。

ｳ 長崎県関係

同事件申請人Ａ12（以下「申請人Ａ12」という ）は有。

明町漁業協同組合の，同Ａ 14（以下「申請人Ａ 14」とい

う ）及び同Ａ13（以下「申請人Ａ13」という ）はいず。 。

れも島原漁業協同組合の組合員であり，申請人Ａ 12は昭

和 56年から別紙「被害場所図２の９」の着色部分で，同

Ａ 13は同 44年頃から別紙「被害場所図２の 10」の着色部

分で，同Ａ 14は同 58年から別紙「被害場所図２の 11」の

着色部分で，それぞれクチゾコ刺網漁を行っている者で

ある。

ｴ 熊本県関係

同事件申請人Ａ15（以下「申請人Ａ15」という ）は，。

荒尾漁業協同組合の組合員であり 昭和61年から別紙 被， 「
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害場所図２の 12」の着色部分の一部でノリ養殖を行って

いる者である。

同事件申請人Ａ16（以下「申請人Ａ16」という ）及び。

同Ａ17（以下「申請人Ａ17」という ）は，荒尾漁業協同。

組合の組合員であり，申請人Ａ 16は平成８年から，同Ａ

17は昭和 53年から，いずれも別紙「被害場所図２の 13」

の着色部分で，それぞれタイラギ漁を行っている者であ

る。

(2) 被申請人

乙第 1009号証によれば，被申請人は，長崎県諫早市，北

高来郡森山町，高来町，南高来郡吾妻町及び愛野町におい

て国営諫早湾土地改良事業（以下「諫早湾干拓事業」とい

う ）を行うものであることが認められる。。

２ 有明海の概況

（ 「 」 。）， ，職第１号証 以下 専門委員報告書 という 乙第2003

第 3015号証によれば，次の事実が認められる。

(1) 有明海は，福岡，熊本，長崎及び佐賀の４県に囲まれ，

， ，湾軸の延長96㎞ 平均幅18㎞の南北に長く深く入り込んだ

平均水深 20ｍ，面積 1700㎢の内湾である。有明海における

大きな肢湾として潮受堤防締切前の面積100㎢の諫早湾があ

る。

， ，(2) 有明海の潮汐は 我が国の他海域に比べて著しく大きく

大潮時における最大潮差は，湾口で４ｍ，湾南部で５ｍ，

竹崎，三池間で 5.8ｍになり，佐賀県六角川河口部では 6.8

ｍに達することもある。

(3) 有明海には，我が国の干潟総面積の４割に当たる大規模
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な干潟がある。環境庁（現環境省）が都道府県に委託して

実施した第４回自然環境保全基礎調査当時（平成元年度）

における有明海の干潟総面積は207㎢（昭和53， 54年度実施

の第２回自然環境保全基礎調査時に比べ13.6㎢減 ，諫早湾）

， ， ，内の干潟総面積は そのうちの18.4㎢であったが その後

平成９年の潮受堤防の締切（以下，単に「堤防締切」とも

いう ）によりそのうち15.5㎢が消失した。。

(4) 有明海は，南西部の島原半島と天草とにはさまれた幅５

㎞の早崎瀬戸によって東シナ海（天草灘）と，南東部の三

角，柳，本渡の狭い瀬戸によって八代海と僅かに通じてお

り，閉鎖性が強い。

(5) 有明海湾奥部には筑後川，矢部川，六角川，塩田川が，

諫早湾には本明川が，中央部東岸には菊池川，白川，緑川

が流入する。有明海に流入する一級河川流量のうち，筑後

川が４割余り，熊本県の３川（菊池川，白川，緑川）が４

割弱，本明川が１％を占める。

３ 被申請人による諫早湾干拓事業の内容及び経過

甲イ第3096号証，乙第 1001，第 1009，第 3007，第 3016号証

並びに現地調査の結果及び審問の全趣旨を総合すれば，次の

事実が認められる。

(1) 計画概要

諫早湾奥部3550ha（当初計画面積）を締め切り，内部堤防

に囲まれた土地及び調整池を造成する。なお，その後，平成

14年７月に面積は，８ha減じられて，3542haとされている。

計画対象地域：長崎県諫早市，北高来郡森山町，高来町，

南高来郡吾妻町，愛野町の地先海面
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当初計画面積：干陸面積1635ha（うち配分面積1492ha）

調整池面積約1710ha（洪水調整容量7200万㎥）

平成14年６月４日付け第２回変更計画の決定後の面積

：干陸面積約942ha（うち配分面積約693ha）

（ ）調整池面積約2600ha 洪水調整容量7900万㎥

営農計画：露地野菜，施設野菜，施設花卉，酪農，肉用牛

主要工事：潮受堤防堤長7.05km

排水門 北部：幅200ｍ

南部：幅50ｍ

内部堤防堤長11.07km

用・排水路33.9km

幹・支線道路26.1km

区画整理693ha

(2) 経緯

昭和61年12月２日 国営土地改良事業計画の決定

事業着手

環境影響評価の実施（水質，潮流，漁

業等）

昭和63年３月10日 公有水面埋立承認

平成元年度 潮受堤防のうち中央最深部の試験区間

約210ｍの基礎地盤改良工事を実施

平成２年度 潮受堤防のうち，堤防南端から南部排

水門 まで の約 840ｍ及 び堤 防北端 から

北 部 排 水 門 ま で の 約 380ｍ の 工 事 に 着

手

平成２年11月 小江干拓地（約110ha）堤防工事に着手
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平成３年度 環境影響評価（変更）の実施

試験区間の盛土試験工事を実施

採砂地砂採取開始

平成４年10月５日 公有水面埋立変更承認

潮受堤防の工事に本格着手（排水門工

事に着手）

平成５年度 潮受堤防の基礎地盤改良工事に着手

平成６年度 潮受堤防の築堤工事に着手

平成９年４月14日 潮受堤防の潮止区間（開口部1240ｍ）

の締切

平成９年12月 中央干拓堤防盛土試験工事に着手

平成11年３月 潮受堤防完成

中央干拓北部堤防・南部堤防工事に着

手

平成11年 12月 14日 第１回変更計画の決定（工期の延長）

平成14年６月４日 第２回変更計画の決定（規模縮小）

平成14年７月 公有水面埋立変更承認

中央干拓前面堤防工事に着手

なお，各工区の位置関係及び潮受堤防工事の進捗状況

については，別紙「諫早湾干拓事業工事状況」記載のと

おりである。また，諫早湾干拓事業において行われた工

事を総称して，以下「諫早湾干拓工事」という。

４ 有明海における漁業生産量等の推移

(1) 有明海における魚類及び貝類の漁業生産量

乙第13，第 24，第 25，第 3016，第 3267号証及び審問の全

趣旨を総合すれば，有明海における沿岸４県の魚類，クチ
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ゾコが集計されるウシノシタ又はシタビラメ，貝類，アサ

リ類及びタイラギの県別漁業生産量は，別紙「漁業生産量

（県別 」記載のとおりであると認められる。）

また，乙第 25，第 3005号証によれば，上記と同様の漁業

種類の生産量を第２号事件申請人住所地の市町村別に集計

した結果は，別紙「漁業生産量（市町村別 」記載のとおり）

であると認められる。

(2) 有明海におけるノリ生産量等

乙第 29号証及び審問の全趣旨によれば，ノリについては

共販が行われていること，有明海における沿岸４県のノリ

共販枚数及び共販金額は，別紙「ノリ共販実績（県別 」記）

載のとおりであると認められる。

また，甲イ第3143，第 3144，第 3147号証，甲ロ第 39号証

によれば，地区別のノリ共販枚数，共販金額及び単価は，

別紙「ノリ共販実績（地区別 」記載のとおりであると認め）

られる。

５ これまでの主な検討経過

(1) 農林水産省有明海ノリ不作等対策関係調査検討委員会に

おける検討

ｱ 農林水産省は，平成 13年２月，同 12年度の有明海での

ノリ大不作を契機として，有明海沿岸４県（福岡県，佐

賀県，長崎県及び熊本県）におけるノリ養殖の不作に関

する調査及び研究の計画の樹立，適切な実施等を図るた

め，有識者，漁業者から成る農林水産省有明海ノリ不作

等対策関係調査検討委員会（以下「ノリ第三者委員会」

という ）を設置した。。
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ｲ ノリ第三者委員会は，農林水産省，水産庁，環境省，

資源エネルギー庁，国土交通省，福岡県，佐賀県，長崎

県及び熊本県等から提出された多数の資料を基に，平成

15年３月までの間に， 10回の委員会を開催し，その他の

部会や検討会を含め 20回以上の会合を開いて検討を重ね

た。

ｳ 同委員会は，平成 13年９月 20日の第６回委員会におい

て，有明海のノリ不作の対策等に関する中間とりまとめ

（乙第3003号証）を行った。

その概要としては，ノリ不作との関係では，有明海は

閉鎖性が強い浅海内湾域であり，河川や用水路を通じた

陸域からの栄養物質の負荷が大きい海域であること，有

明海のＣＯＤ (化学的酸素要求量 )が長期的な増加傾向を

示すほか，近年では潮流に関する観測結果を解析中であ

るが，有明海の内外を問わず大潮時の潮位差の縮小や冬

季の水温の上昇傾向が観察されるなど，有明海の漁業環

境に変化が見られること，平成 12年度のノリ不作の主な

原因は，大型珪藻の赤潮の広域的かつ連続的な発生に伴

う養殖漁場での栄養塩濃度の低下による著しい色落ちで

あり，この赤潮は秋季の大量降雨に引き続く晴天の持続

に高水温が加わったかなり異常な気象・海象によって発

生したと考えられることなどを指摘し，また，二枚貝類

漁業との関係では，二枚貝類の不漁は前年度に急に起き

た現象ではなく，種類や地域により差はあるが，アサリ

やタイラギを初めとして 1970年代半ば以降漁獲の減少が

続いていること，特にタイラギでは，年間を通した調査
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が実施された平成 12年， 13年と連続して夏季を中心に当

歳貝の斃死現象が発生していること，底質の泥化，貧酸

素水塊の発生など底層環境の変化が二枚貝資源の減少に

関与していると考えられるが，生残の状況は海域によっ

ても異なるほか，貝自体の生理的な状況の違い等も指摘

されており，まだその原因を特定するに至っていないこ

となどを指摘している。

ｴ 同委員会は，平成 13年 12月 19日の第７回委員会におい

て，諌早湾干拓地排水門の開門調査に関する見解（乙第

3004号証）をまとめた。

その概要としては，有明海の環境悪化の原因について

の情報を得る一環として，潮受堤防の排水門を開門して

行う調査（以下「開門調査」という ）について，諌早湾。

干拓事業（以下 ,単に「干拓事業」ともいう ）は重要な。

環境要因である流動及び負荷を変化させ，諌早湾のみな

らず有明海全体の環境に影響を与えていると想定され，

，開門調査はその影響の検証に役立つと考えられるとして

現実的な第一段階としては２か月程度の開門調査，次の

段階として半年程度の開門調査，更にそれらの結果を踏

まえて数年の開門調査へと進むことが望まれるとの見解

を示している。

ｵ 同委員会は，平成 15年３月 27日の第 10回委員会におい

て，最終報告書（乙第3006号証）をまとめた。

その内容本文は，別紙「最終報告書」記載のとおりで

ある。

(2) 九州農政局の開門総合調査における検討
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乙第 3033ないし第 3035号証によれば，次の事実が認めら

れる。

ｱ 九州農政局は，平成 14年度から 15年度にかけて，前記

ノリ第三者委員会の見解の趣旨等を踏まえ，諫早湾干拓

事業が有明海の環境に及ぼしているとされる影響につい

てできる限り量的に推定することを目的として，学識経

験者から成る諫早湾干拓事業開門総合調査運営会議の指

導・助言の下，開門総合調査を実施した。

ｲ 上記調査は，①短期開門調査(諫早湾干拓調整池に海水

を１か月程度導入し，調整池，諌早湾などの水質，潮位

・潮流，底質，生物について調査を行うもの。)，②干潟

浄化機能調査(有明海に現存する諌早干潟に類似した干潟

での現地調査等から干潟の物質循環を再現する干潟生態

系モデル（コンピュータによる数値シミュレーションモ

デル）を構築してコンピューター解析を行い，かつての

諌早干潟での水質浄化機能を推定するもの ，③流動解。）

析等調査(潮受堤防の締切前後における有明海の潮汐，水

質，底質（粒度）の変化及び貧酸素水塊の形成等につい

， （ 。て 有明海海域環境調査 国土総合開発事業調整費調査

以下「国調費調査」という ）で構築した海域環境予測モ。

デルのうちの流動モデル（以下「国調費流動モデル」と

。） （ 「 」 。）いう や水質モデル 以下 国調費水質モデル という

に泥質干潟の干潟生態系モデルを組み込んだモデルを用

いるなどしてコンピューター解析を行うとともに，短期

開門総合調査及び干潟浄化機能調査により得られる情報

をも活用し，諌早湾干拓事業と有明海の潮汐，水質及び
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底質との関係を検討するもの。)の手法を総合的に組み合

わせて実施するものであり，平成 15年 11月にその結果を

「諌早湾干拓事業開門総合調査報告書 （乙第3033号証）」

にまとめた。

そのまとめの内容は，別紙「総合まとめ」記載のとお

りである。

第２ 争点

本件の争点は，被申請人施行の諫早湾干拓事業において行

われた工事と申請人らが主張する漁業被害との因果関係の有

無であり，これを， (1)漁業被害， (2)有明海を巡る各種環境

要因の相互関係，(3)有明海の環境要因の変化と諫早湾干拓事

業との関係，(4)漁業被害と諫早湾干拓事業との関係に分節す

る。

１ 争点１（漁業被害）について

（第２号事件申請人らの主張）

(1) ノリ養殖

ｱ ノリ生産量等

申請人Ａ１，同Ａ２，同Ａ３，同Ａ４，同Ａ５，同Ａ

７，同Ａ８，同Ａ９及び同Ａ 15のノリ生産枚数，生産金

額，小間数，一小間当たり生産枚数，一小間当たり生産

金額及び単価は，いずれも，別紙「申請人別ノリ生産状

況」 (1)ないし (9)の当該各申請人に係る表に記載のとお

りである。

なお，ノリ漁期は， 10月頃から翌年２，３月頃までで

ある。

ｲ 被害
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(ｱ) 申請人Ａ１，同Ａ２及び同Ａ３

申請人Ａ１，同Ａ２及び同Ａ３の所属する柳川・大

川地区では，昭和 43年度以降，生産枚数では平成 10年

度頃まで，生産金額では同９年度頃まで，右肩上がり

で生産が伸びてきた。ところが，生産枚数は同 11年度

頃から，生産金額は同 10年度頃から減少に転じて，同

12年度にはリゾソレニアによる歴史的凶作に見舞われ

た。同 13年度は生産枚数も生産金額も一応最高レベル

となっているが，同年度は歴史的にも稀な天候に恵ま

れた年であり，漁期を延ばしていることを看過しては

ならない。ノリの生産枚数は，同８年度を除き同３年

度から 10年度まで常に６億枚を超えていたのに，同 14

年度は６億枚ぎりぎりで，同年度の生産金額 57億 7783

万 5000円は同 12年度を除き昭和 61年度以来の低水準で

あり，不作である。

申請人らについては，平成 12年度では，一小間当た

りの生産金額，生産枚数とも，同９年度以前の平均を

大きく下回っており，同 14年度も，申請人Ａ２及び同

Ａ３は，一小間あたりの生産金額，生産枚数とも，同

９年度以前の平均を下回っている。

， ， ，従って 申請人Ａ１ 同Ａ２及び同Ａ３については

平成12，14年度に被害が生じた。

なお，年度は，いずれも，７月から翌年６月までの

ノリ養殖年であり，ノリに関しては，以下も同様であ

る。

(ｲ) 申請人Ａ４
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申請人Ａ４の所属する大和・高田地区では，昭和 43

年度以降，生産枚数では平成６年度ないし９年度頃ま

で，生産金額では同９年度頃まで，ほぼ右肩上がりで

生産が伸びてきたが，同 10年度頃から生産枚数も生産

金額も減少に転じ，同 12年度にはリゾソレニアによる

歴史的凶作に見舞われた。同 13年度は豊作といわれて

いるが，歴史的にも稀な天候に恵まれた上，漁期も延

ばしたから，もっと生産が上がって然るべきであった

のである。むしろ，同 13年度が空前の大豊作とならな

かったことは，有明海の生産力の低下を示すものであ

る。同14年度も不作である。

同申請人については，平成９年度以前の平均を上回

っているのは，同 10年度の一小間当たりのノリ生産枚

数，同 13年度の一小間当たりの生産金額及び生産枚数

に過ぎない。

従って，平成 10年度以降の分を平均化すれば，連続

， ，して被害が生じていると評価してよく 同申請人には

同10年度から14年度にかけて被害が生じた。

(ｳ) 申請人Ａ５

申請人Ａ５の所属する大牟田地区では，概ね平成９

年度までは生産枚数の上でも生産金額の上でも安定的

にノリを生産できてきていた。ところが，同 10年度か

ら生産枚数，生産金額とも下がり始め，同 11年度には

そのことが顕著となり，同 12年度にはリゾソレニアに

よる歴史的凶作に見舞われた。豊作の年であったとい

われる同 13年度も，大牟田地区では同 11年度の水準ま
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で回復したに過ぎず，同 14年度も不作が続いている。

同申請人については，平成 10年度以降，同 12年度以

外でも，一小間当たりの生産金額及び生産枚数のいず

れもが，同９年度以前の平均を大きく下回っており，

被害が連続して生じている。

従って，同申請人には，平成 10年度から 14年度にか

けて被害が生じた。

(ｴ) 申請人Ａ７，同Ａ８及び同Ａ９

申請人Ａ７，同Ａ８及び同Ａ９の所属する南川副地

区では，一共販あたりの平均枚数が平成 10年度から，

同 11， 12年度へと落ち込んだ後，豊作と報道された同

13， 15年度でも同 11年度の水準に回復していない。一

共販当たりの平均生産金額でも，同９年度以後長期低

落傾向に陥っている。豊作といわれる同 13年度も回復

は少なく，歴史的にも稀な天候に恵まれた年の生産と

しては物足りない。

申請人Ａ７，同Ａ８及び同Ａ９については，平成 12

年度では，一小間当たりの生産金額，生産枚数とも，

同９年度以前の平均を大きく下回っており，同 14年度

も，一小間当たりの生産金額が同９年度以前の平均を

下回っている。

従って，申請人Ａ７，同Ａ８及び同Ａ９には，平成

12，14年度に被害が生じた。

(ｵ) 申請人Ａ15

申請人Ａ 15の所属する荒尾地区では，平成９年度か

ら，生産枚数，生産金額のいずれもが急激に落ち込ん
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でおり，同 13年度ですら，同９年度までの実績からす

れば不作の年といわざるを得ない。

同申請人については，平成 10年度以降の一小間当た

りの生産金額及び生産枚数のいずれで見ても，同９年

度以前の平均を下回っており，被害が連続して生じて

いる。

従って，同申請人には，平成 12， 14年度に被害が生

じた。

(2) タイラギ漁業

ｱ 漁業生産量

(ｱ) 申請人Ａ６

申請人Ａ６の年度別漁獲量は，別紙「申請人別タイ

ラギ生産状況」(1)の表に記載のとおりである。

(ｲ) 申請人Ａ10及び同Ａ11

申請人Ａ 10及び同Ａ 11は，所属する大浦漁業協同組

合の傾向に沿った漁獲をあげていた。

同組合のタイラギ漁獲量は，別紙「申請人別タイラ

ギ生産状況」(2)の表に記載のとおりである。

(ｳ) 申請人Ａ16及び同Ａ17

申請人Ａ 16及び同Ａ 17は，所属する荒尾漁業協同組

合の傾向に沿った漁獲をあげていた。

同組合のタイラギ漁獲量は，別紙「申請人別タイラ

ギ生産状況」(3)の表に記載のとおりである。

ｲ 被害

(ｱ) 申請人Ａ６

申請人Ａ６については，平成６年度に激減した後，
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同７，８年度と２年間豊漁が続いたが，堤防締切の年

である同９年度から全く漁獲がなくなり，それ以降，

現在に至るまで，漁獲には至っていない。タイラギに

， ，関しては その漁獲高が年度ごとに大きな変動があり

かつ，その変動に一定の周期があることが知られてい

る。本来の漁獲周期からいけば，同８年度には過去に

類を見ないほどの豊漁を記録し，その後６年間（少な

くとも２年間）は，激減期を迎えることなく，毎年タ

イラギ漁が可能なはずである。ところが，同９年度に

は，全くタイラギが水揚されず，現在に至るまで同申

請人のタイラギ漁獲量が零のままであり，タイラギの

漁獲周期性を完全に逸脱している。

同申請人は，平成９年度以降，タイラギ漁が全くで

きなくなった分を被害として主張する。

(ｲ) 申請人Ａ10及び同Ａ11

大浦地区についても，タイラギはほぼ７年周期で豊

漁と不漁を繰り返していたが，平成 11年度以降（タイ

ラギの漁期は通常は 11月頃からなので，平成 11年に漁

獲があるのは同 10年度分である ，漁業協同組合全体。）

でも４年連続漁獲零が続いている。

このように，申請人Ａ 10については，平成３年度頃

から９年度頃まで漁獲量が年々減り始め，同 11年度か

らは，全く漁ができないようになり，同Ａ 11について

は，同 10年度頃に漁獲量が９割減となり，同 11年度か

らは，全く漁ができないようになった。

申請人Ａ 10及び同Ａ 11は，平成９年以降の減少分を
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被害として主張する。

(ｳ) 申請人Ａ16及び同Ａ17

荒尾地先でのタイラギ漁については 平成６年度 平， （

成６年 11月～７年３月）はタイラギの数が少なく，タ

イラギ漁をしても採算が合わないことが明らかだった

ので，操業を控えていた。同 10年度については，同年

の内は比較的好調であったが，年が明けて同 11年に入

ると漁が激減した。同 11年度は，タイラギの稚貝が立

っていた数自体も同 10年度の 10分の１程度であり，６

月の段階でタイラギが全滅した。同 12年は，５月の段

階でタイラギが全滅した。

申請人Ａ 16及び同Ａ 17は，平成 11年 11月１日以降，

全く漁ができないようになった分を被害として主張す

る。

(3) クチゾコ漁業

ｱ 漁業生産量等

申請人Ａ 12は， 11月から翌年４月頃にかけて，諫早湾

沖から深江町沖にかけての島原半島に沿った有明海中央

部において，クロクチゾコ（コウライアカシタビラメ）

漁を行っている。

同Ａ 13は，長崎県有明町沖から深江町沖にかけての島

原半島に沿った有明海中央部において， 11月から翌年３

月頃にかけて，クロクチゾコ漁を，３月頃から６月頃に

かけてアカクチゾコ（イヌノシタ）漁を行っている。

同Ａ 14は，長崎県有明町沖から深江町沖にかけての島

原半島に沿った有明海中央部において， 11月から翌年１
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月頃にかけて，クロクチゾコ漁を行っている。

申請人Ａ 12，同Ａ 13及び同Ａ 14の年度別漁獲量は，別

紙「申請人別クチゾコ生産状況」の当該各申請人欄記載

のとおりである。

ｲ 被害

(ｱ) 申請人Ａ12

申請人Ａ 12の使用トロ箱数は，平成４年頃から徐々

に減少し，同９年には 1000箱に減り，それ以後は，同

13年を除き1000箱である。

(ｲ) 申請人Ａ13

申請人Ａ 13の年間漁獲量が 4000㎏を下回ったのは，

いずれも平成９年度以降の３回であり，同８年度まで

と比べ，激減している。

(ｳ) 申請人Ａ14

申請人Ａ 14の１日平均漁獲量は，以前は増加傾向に

あったが，堤防締切後の平成 10年度から減少傾向にあ

る。同 13年度には一時回復したが，翌年度の漁期には

再び激減し，昭和 63年以降初めて１日平均漁獲量が 30

㎏を下回った。同 63年以降，１日平均漁獲高が 50㎏を

下回ったことは合計５回あるが，そのうち３回はここ

４年間に集中している。同Ａ 14の被害発生時期が１年

度ずれたのは，同申請人がクロクチゾコを最盛期であ

る 12月から翌年１月までしか漁獲の対象とせず，２月

以降はワカメを主な漁獲の対象としており，２月以降

クチゾコが不作になった平成９年度にも，１月で操業

を打ち切っていたためである。
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このように，平成９年度以降，漁獲量が減少した。

（第３号事件申請人の主張）

(1) ノリ養殖

ｱ ノリ生産量等

福岡県地先におけるノリ養殖場は，福岡県沿岸の有明

海に位置する。

第３号事件申請人のノリ共販枚数，共販金額及び単価

は，いずれも，別紙「ノリ共販実績（地区別 （１）福）」

岡県の表記載のとおりである。

ｲ 被害

， ， ，第３号事件申請人は 平成12 14年度に不作に襲われ

被害が生じた。

平成12年度の生産枚数は５億7000万枚程度に止まり，

この20年間で最低の数に落ち込んだ。なお，この５億700

0万枚程度の生産量は，技術革新の進んでいなかった昭和

40年代のノリ生産量に匹敵する量である。また，ノリの

単価は，ノリの色落ちの影響で 10円を割り込んで１枚に

つき 9.88円にまで下落した。なお，単価 9.88円は，この

30年間の中で最も低く，今から約 40年も前の昭和 38年度

の単価に匹敵する金額である。

さらに，平成 14年度については，秋芽の生産はそれな

りの実績を上げたが，福岡県の有明海沿岸地域全体で 12

月以降のノリ生産量は大きく減少し，最終的にはノリ生

産枚数は全体で約 11億 7000万枚（平成では 12年度に次ぐ

少ない量 ，ノリの単価は 10.00円（過去 30年間で同年度）

） ， 。に次ぐ低い額 となって 同12年度に続く不作となった
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(2) タイラギ漁業

タイラギ漁場は，有明海湾奥部全域であるが，平成 13年

以降では，有明海湾奥部西部がそれ以前から壊滅状態にあ

ったため，柳川浜武沖や大牟田沖となる。タイラギは，海

域（主な漁場は水深５から 10ｍの地域）に生息している。

平成 13， 14年度は，タイラギ資源量調査の結果に基づい

て禁漁とされたので，この分を本件漁業被害として主張す

る。

被申請人は，これが 1980年頃からの漁獲減少の一部であ

るかのように主張するが，諫早湾干拓事業開始後，特に堤

防締切後，タイラギの漁獲が，それまでの減少傾向に比較

しても，一段と大きく減少した。

(3) アサリ漁業

福岡県地先での主なアサリ漁場は，柳川沖，大和沖及び

大牟田沖に位置する。アサリは，水深０ｍ地域（干潟域）

に生息している。

アサリの漁獲高は，平成に入ってから低迷するようにな

り，平成 12年以降，更にひどく落ち込んだので，この落ち

込みの激しい分を本件漁業被害として主張する。

被申請人は，これが 1980年頃からの漁獲減少の一部であ

るかのように主張するが，堤防締切後には，アサリの漁獲

は，それまでの減少傾向に比較しても，一段と大きく減少

した。

（被申請人の主張）

(1) ノリ養殖

ｱ 有明海におけるノリ生産の推移
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豊凶の変動は，自然界の中で営まれる農業や漁業にとっ

て不可避であり，当然，堤防締切前にもあった。そのよう

な豊凶変動を均し，有明海のノリ生産枚数を中長期的視点

から諫早湾干拓事業による堤防締切前後で比較して被害の

有無を見るべきである（乙第20号証 。なお，価格の上下）

には，その時々の需給状況や経済状況が反映され，被害の

みが反映されるものではないから，自然のメカニズムの変

化による被害の発生を主張する事案での被害の把握は，生

産金額ではなく，生産数量の減少をもって行うのが妥当で

ある。

有明海でのノリ生産量を長期的に見ると，経時的に昭和

57，同62年度及び平成12年度の３回の減少があるが，昭和

53年度と平成６年度の２回の増加があり，同９年度以降は

豊作ないし平年作の方が多い。昭和48年度以降平成14年度

までの30年間では，年によりばらつきはあるものの，長期

的に増加する傾向がある（乙第3166号証 。）

堤防締切前後７年間でも，締切前７年間（平成２年度～

８年度）の平均生産枚数と，締切後７年間（平成９年度～

15年度）の平均生産枚数は，後者にノリ養殖不作の平成12

年が含まれているのに，ほとんど変わらない。同じ期間の

最豊作年と最不作年を除いた中庸５か年間で平均生産枚数

を比較すると，堤防締切前の約37億8000万枚に対し，締切

後は約39億4000万枚である。

ｲ 申請人らの個別被害

(ｱ) 申請人Ａ１

申請人Ａ１については，何年度の値と平成12年度及び
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14年度とを比較して，ノリの生産数及び売上げが落ちた

と主張しているのかが定かでない。

同申請人の一小間当たりの生産枚数は，堤防締切前の

平成５年度～８年度の平均が約５万2000枚であるのに対

し，堤防締切後の平成９年度～14年度のそれが約５万80

00枚，同14年度は約６万5000枚であって，生産枚数等が

落ちたとはいえない。

(ｲ) 申請人Ａ２

申請人Ａ２については，同申請人が示したデータの中

で第１位と第２位の売上金額の年度である平成５年度や

同８年度の売上金額が指標となるかが定かでない。

同申請人の一小間当たりの生産枚数は，平成14年度が

約７万枚で，堤防締切前の同７年度や同８年度よりも多

く，同14年度に被害があったとはいえない。

(ｳ) 申請人Ａ３

申請人Ａ３の一小間当たり生産枚数は，昭和 62年度

～平成８年度までの平均生産枚数が約７万5000枚である

のに対し，ノリ不作であった平成12年度を除く同９年度

～ 14年度の一小間当たり平均生産枚数は約７万 4000枚

（平成５年度～８年度の生産枚数の約98％）となってい

る。

また，平成14年度の一小間当たり生産枚数は約６万70

00枚であるが，この生産枚数は堤防締切前の同８年度の

それよりも多く，同14年度に，生産枚数が減少したとは

いえない。

(ｴ) 申請人Ａ４



- 25 -

申請人Ａ４の一小間当たりの生産枚数は，昭和62年度

～平成８年度の平均生産枚数が約７万3000枚であるのに

対し，平成12年度が約２万9000枚，同14年度が約５万50

00枚で，少なくなっているが，この同12年度及び14年度

を除く同９年度～14年度の平均生産枚数は約７万4000枚

となっている。また，同元年度以降の一小間当たりの生

産枚数の推移は，同３年度や同５年度の生産枚数はやや

多いものの，同12年度及び14年度を除くその他の年度の

生産枚数はほぼ同じであって，この２か年度を除き生産

枚数の減少があったとはいえない。

(ｵ) 申請人Ａ５

申請人Ａ５の一小間当たり生産枚数は，平成５年度～

８年度までの生産枚数が約６万9000枚であるのに対し，

同12年度が約２万1000枚，同14年度が約３万3000枚で，

少なくなっているが，この同12年度及び14年度を除く同

９年度～14年度の平均生産枚数は約６万6000枚であり，

同12年度及び14年度を除き生産枚数の減少があったとは

いえない。

(ｶ) 申請人Ａ７

申請人Ａ７の一小間当たり平均生産枚数は，昭和63年

度～平成８年度が約４万4000枚であるのに対し，平成９

年度～14年度は約４万9000枚である。

同申請人の平成９年度以降の一小間当たり生産枚数

は，同12年度が約３万6000枚で，少なくなっているが，

これを除く同９年度ないし15年度は約４万8000枚～５万

4000枚と安定している。
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(ｷ) 申請人Ａ８

申請人Ａ８の一小間当たり平均生産枚数は，昭和63年

度～平成８年度が約３万8000枚であるのに対し，平成９

年～15年度は約５万枚である。

同申請人の平成９年度以降の一小間当たり生産枚数

は，同12年度が約２万7000枚で，少ないが，これを除く

平成９年度～15年度は安定している。同15年度は申請人

が示したデータのうちで最多の生産枚数である。

(ｸ) 申請人Ａ９

申請人Ａ９の一小間当たり平均生産枚数は，昭和63年

度～平成８年度が約４万4000枚であるのに対し，平成９

年度～15年度は約４万3000枚である。また，同申請人の

近年の一小間当たり生産枚数では，同13年度～15年度の

， ， ，平均生産枚数は約４万7000枚で 安定しており これは

同５年度及び９年度とほぼ同じ水準である。

(ｹ) 申請人Ａ15

申請人Ａ15の一小間当たり生産枚数は，平成12年度で

は約１万5000枚で減少したが，同14年度では約５万1000

枚であって，堤防締切前の同６年度の約４万8000枚や同

８年度の４万5000枚よりも多い水準である。

また，同申請人の主張する平成10年度以降の一小間当

たり生産枚数では，同13年度は約５万7000枚で第４位，

同14年度は約５万1000枚で第５位という水準である。

(ｺ) 第３号事件申請人

平成12年度の不作は，同年度の異常な気象海象により

発生したものである。
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また，平成14年度の生産枚数は，これまで繰り返して

きた作況変動の範囲に入るものである（乙第21号証 。）

生産枚数で見ると，有明海沿岸４県のそれは，堤防締

切前７年間（平成２年度～８年度）平均で約37億9000万

枚に対し，同14年度は約38億5000枚であって，熊本県の

生産枚数は過去最高を記録している（乙第21号証 。）

ノリの単価から見ても，福岡県におけるノリ１枚当た

り単価の経年変化（酸処理剤開始時期である昭和50年代

半ばを基準として平成15年までの間）は，上下変動を繰

り返すとともに，諫早湾干拓事業による堤防締切以前か

ら既に低下傾向を示しており，同申請人の主張する平成

12年度及び14年度の単価は，この上下変動の範囲内と考

えるのが妥当である。また，同14年度の単価の下落は，

有明海のノリ全体に生じたものであって，同申請人だけ

の特定な現象ではない（乙第22号証 。）

(2) タイラギ漁業

ｱ 有明海におけるタイラギ漁獲量の推移

有明海でのタイラギの漁獲量は， 1980年代初頭から著

しく減少している。申請人らは，このうち平成９年４月

の堤防締切後のタイラギ漁獲量の減少を被害と主張して

いるが，過去 30年間のデータを見て判るように，タイラ

ギの漁獲量は，長期的には減少傾向にあるものの，変動

が極めて激しく，過去にも昭和 54年ないし 59年の５年間

で 95％漁獲量が減少し，平成２年ないし６年の４年間で

97％減少するなど，堤防締切後の同９年ないし 13年の３

。年間の減少率に匹敵するような減少率が記録されている
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昭和 55年代以降の長期的な減少が諫早湾干拓事業と無関

係であることは明らかであり，申請人ら主張の同９年以

降の漁獲量の減少についても，過去に起きた周期的な漁

獲変動の一部と把えるべきである。

ｲ 申請人らの個別被害

(ｱ) 申請人Ａ６

申請人Ａ６所属の福岡県大牟田市三里漁業協同組合を

含む大牟田南漁業地区の平成元年から15年までのタイラ

ギ漁獲量を見ると，同漁業地区では潮受堤防が締め切ら

れた同９年には 445トン（以下「ｔ」と表記する ）の。

タイラギの漁獲量があり，これが統計データのある最近

（ ）。 ，15年間で最も豊漁の年に当たる 乙第3154号証 また

翌年の漁獲量も156ｔでここ15年間の平均漁獲量163ｔに

ほぼ匹敵する。同11年以降は漁獲量の減少が顕著となっ

ているが，同15年は19ｔでやや回復傾向が見られ，同11

年の漁獲量21ｔに近づいている。

同申請人は，平成９年度以降大牟田市沖の漁場で，タ

イラギ漁が全くできなくなったと主張するが，これは客

観的状況と整合しない。

(ｲ) 申請人Ａ10及び同Ａ11

両申請人は，自己のタイラギ漁獲量に関するデータを

示せず，また，その所属の大浦漁業協同組合の漁獲量の

推移との連動の根拠も示していないから，両申請人の被

害は立証されていない。

なお，昭和60年から平成15年までの19年間の大浦漁業

協同組合のタイラギ漁獲量を見ると，諫早湾干拓事業開
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始後の平成３年の2737ｔが最も多く，堤防締切直前の同

８年は2026ｔで３番目，堤防締切の年の同９年は1612ｔ

で６番目となっている。1999年以降漁獲量の減少は顕著

であるが，同15年には76ｔの漁獲量で，同11年の60ｔよ

りも増加している。両申請人は，同11年以降，タイラギ

漁が全くできなくなったと主張するが，これは客観的状

況と整合しない。

(ｳ) 申請人Ａ16及び同Ａ17

両申請人は，自己のタイラギ漁獲量に関するデータを

示せず，また，その所属の荒尾漁業協同組合のタイラギ

漁獲量との連動の根拠も示していないから，両申請人の

被害は，立証されていない。

なお，平成６年から15年までの10年間の荒尾漁業協同

組合（荒尾漁業地区）のタイラギ漁獲量を見ると，堤防

締切の年の同９年の171ｔが最も多く，その後，同10年

78ｔ，同11年55ｔで漁獲量は減少し，同12年は１ｔ，同

13年と同14年は０ｔとなった。両申請人らは堤防締切後

のタイラギ漁獲量の減少を被害として主張しているが，

統計データのある堤防締切前３年間は，既に漁獲量が極

（ ， ， ），めて少なく 平成６年０ｔ 同７年２ｔ 同８年９ｔ

その間の年平均漁獲量が４ｔであるのに対し，締切後の

同10年から14年の５年間の年平均漁獲量は27ｔとなって

おり，堤防締切後のタイラギ漁獲量が減少したとはいえ

ない（なお，タイラギの漁期は主に冬季で，年をまたが

っており，平成９年の漁獲量には締切前後の両方が含ま

れるので，比較対象から除外 。。）
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(ｴ) 第３号事件申請人

福岡県でのタイラギ漁獲量の経年変化を見ると，有明

海全体と同様に10年前後の周期変動を伴いながら長期的

に減少する傾向が見られる。最新の漁獲量の低下周期が

堤防締切直後の平成10年に始まっているが，同９年から

12年にかけて見られるような３年間程度での急激な漁獲

量の落ち込みは，過去にも何度かあった現象である（例

えば昭和55年ないし59年，平成３年ないし６年など 。）

第３号事件申請人が被害として主張する同13年と同14年

にタイラギの漁獲がなかったことについても，この30年

間での長期的な漁獲量の減少傾向と10年前後での周期的

な変動傾向を組み合わせて見るべきである。

(3) アサリ漁業

有明海でのアサリの漁獲高は， 1980年代に著しく減少し

た。

福岡県有明海区のアサリ漁獲量は，平成元年の急激な落

ち込み以降同７年までに徐々に回復し，その後減少傾向に

あったのが同９年の堤防締切後再度回復し，同 12年に再び

減少しているので，同 12年のアサリ漁獲高の落ち込みは漁

業被害とはいえない。

(4) クチゾコ漁業

ｱ 長崎県でのクチゾコ漁獲量の推移

長崎県でのクチゾコの漁獲量は，昭和59年の445ｔをピ

ークに減少し，平成６年にはピークの約18％に当たる79ｔ

まで減少し，その後，ほぼ横ばいで推移している。

ｲ 申請人らの個別被害
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(ｱ) 申請人Ａ12

申請人Ａ12所属の有明町漁業協同組合が所在する長崎

県有明町の昭和60年から平成15年までのクチゾコ漁獲量

の経年変化を見ると，昭和62年をピークに減少傾向が続

く中で，平成11，12年には同９年の漁獲量を上回ってい

る。長崎県の漁獲量同様，有明町の漁獲量でも，同９年

前後で変化は見られない。同13年に漁獲量が再び減少し

たものの，同15年にはやや回復の傾向が見られる。

(ｲ) 申請人Ａ13及び同Ａ14

両申請人所属の島原漁業協同組合が所在する島原市で

の昭和60年から平成15年までのクチゾコ漁獲量の経年変

化を見ると，昭和61年の250ｔをピークに平成４年まで

減少傾向となっているが，その後は，50ｔないし70ｔの

間で，ほぼ横ばいで推移している。

申請人Ａ13の年間漁獲量は，平成10，11年には堤防締

切前年を上回っている。また，同申請人は年間漁獲量40

00kgを基準として漁業被害を主張するが，その根拠を示

していない。

また，申請人Ａ14の１日平均漁獲高の推移を見ると，

平成９年から減少傾向が見られるものの，昭和63年ない

し平成15年を見ると，全体としてほぼ横ばいで推移して

いる。同申請人は１日平均の漁獲量50kgを基準として漁

業被害を主張するが，その根拠を示していない。なお，

同申請人は同じ時期にヒラメも漁獲しているが，ヒラメ

が多く捕れるときは，クチゾコよりもヒラメに重点を置

いていることの影響もある。
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２ 争点２（有明海を巡る各種環境要因の相互関係）について

（第２号事件申請人らの主張）

諫早湾干拓事業は，直接的には，潮汐・潮流の減少と干

潟の喪失をもたらすが，これらの各要因は，次のように複

雑に絡み合っているため，有明海の生態系システムにスパ

イラル的な悪影響を及ぼす。

(1) 潮汐・潮流の減少が引き起こす現象

ｱ 潮汐減少による影響

潮汐が減少すれば，潮の干満に応じて干出と水没を繰

り返す場所（潮間帯）が減少するから，干潟が減少する

（参考人宇野木 。）

また，潮汐と潮流は，海水の変動現象を海水の上下方

向での運動と水平方向での運動という２つの側面から見

たものであり，両者は密接に関連する。従って，諫早湾

干拓事業により潮汐作用が減少すれば，これに伴って潮

流も弱体化する。

ｲ 潮流減少による影響

成層の強さを示す指標である成層化パラメータは潮流

振幅の３乗に逆比例するから，潮流が減少すれば，鉛直

混合作用は著しく弱体化する。また，潮流の減少に伴っ

て恒流が減少すれば，一方向に流れていく恒流は，流速

が小さくとも輸送効果が大きいから，恒流の担う海水交

換・物質交換作用を弱体化させる（参考人宇野木 。）

鉛直混合作用が減少すれば，密度成層が強まり，赤潮

や貧酸素水塊の発生がもたらされるとともに，浮泥など

の浮遊物の沈殿が促進されて透明度が増大する（参考人
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宇野木 。）

(2) 浮泥の沈殿が引き起こす現象

浮泥が特定の場所に沈殿すると，そこが富栄養化し，バ

クテリアによる分解を促し，それに伴う酸素の消費は貧酸

素水塊を発達させる。

また，浮泥の沈殿による透明度の増加は，植物プランク

トンの活動（光合成）を促し，赤潮を大規模化させる。

(3) 貧酸素水塊の発生が引き起こす現象

貧酸素水塊が発生すると その周辺のベントス(底生生物)，

が死滅したり，生育しにくくなったり，生物相が変わった

り，移動できる水生生物がいなくなる。

また，貧酸素水塊が発生すると，嫌気性バクテリアの活

動が活発化する。

貧酸素水塊の発生は，栄養塩（ここでは，窒素，リンの

外，鉄を含む ）の溶出を促し，富栄養化をもたらし，赤潮。

の発生を促す(乙第3001号証の７)。

(4) ベントス(底生生物)の減少が引き起こす現象

ベントスには，アサリ，タイラギ，アゲマキ，カニ，エ

ビ，ナマコなどの水産資源が多数含まれており，その減少

は，漁業被害をもたらす。

ベントスは，植物プランクトンを摂取して赤潮発生を抑

制するし，また，有機物・栄養塩を体内に蓄積し，海中の

。 ， ，富栄養化を抑制している 従って ベントスが減少すると

それを餌・食料として捕食して系外に過剰な栄養物を排出

することができなくなり，系内が富栄養化する。

， ， ，また ベントスが減少すると 珪藻類の捕食者が減って
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赤潮が発生しやすくなる。

(5) 嫌気性バクテリアの活発化が引き起こす現象

嫌気性バクテリアが活発化すると，それに伴う硫化水素

の発生によって底泥がヘドロ化し，ベントスが減少する。

そうすると，ベントスの持つ栄養塩や有機物の分解機能が

損なわれて更に栄養塩や有機物が堆積し，更に，嫌気性バ

クテリアの活動が活発化し，底質が硫化水素の発生によっ

て一層ヘドロ化する。

(6) 赤潮の発生が引き起こす現象

赤潮とノリは，栄養塩である窒素とリンをお互いに取り

合う競合関係にある。従って，赤潮の発生は，その回数，

， ， ， 。規模 範囲 継続期間に相応して ノリ被害を発生させる

発生した赤潮は，沈静化すると，有機物として海底に堆

積するが，海水の攪拌力が弱まっていることから一部に集

中し，そこを富栄養化させる。それによって貧酸素水塊の

， 。形成が促されやすくなるし ベントスなどが更に減少する

(7) 諫早干潟の消失が引き起こす影響

ｱ 魚貝類の産卵・成育の場の消失

諫早湾干拓事業により諫早干潟が消失すると，そこを

産卵・成育の場とする魚貝類が失われ，また，湾奥部に

回遊していた魚類もその回遊経路を断たれることによっ

て魚類の減少をもたらすことになるから，ひいては，有

明海全体の魚貝類を減少させる一因となる。

ｲ 干潟浄化機能の喪失

潮受堤防の締切により干潟の浄化機能が失われると，

諫早干潟のベントスがその住処を失い，本明川等から流
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入していた有機負荷物は，浄化処理されることなく，そ

のまま諫早湾に，更に諫早湾外の有明海に排出されるこ

とになる。これにより，有明海には，一層富栄養化が生

じ，ベントスの減少などが起きる。

（第３号事件申請人の主張）

有明海の自然的条件は，諫早湾干拓事業により次のとおり

改変される。

(1) 第１に，我が国最大規模を誇った諫早湾干潟が失われる

ことにより，干潟自体の水質浄化機能が失われるだけでな

く，本明川等を通じて流入する生活排水などの汚濁負荷度

が高い水が，干潟で浄化されることなくそのまま有明海に

流れ込むこととなる。その結果，有明海の汚濁負荷は増大

（富栄養化）する。なお，諫早湾干潟が失われることは，

有明海の豊かな漁業資源が幼稚魚の時代を過ごす場所が失

われるというように，それ自体が漁業資源にとって重大な

影響を与えるものである。

(2) 第２に，潮汐作用が小さくなり，これに伴い潮流も遅く

なる。そもそも有明海の我が国最大の潮汐（干満差）は，

その固有の振動周期が外海から入ってくる潮汐波の周期と

近いために，共振して振動が大きくなることによってもた

らされていた。ところが，諫早湾干拓事業で有明海全面積

の２％が消滅したため，地形変化が生じて固有の振動周期

が変わり，外海からの潮汐波の周期とのずれが大きくなる

ために共振作用が弱まり，その結果，潮汐作用が小さくな

る。

(3) これらの自然的条件の改変に伴い，まず，その潮受堤防
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によって作り出された調整池より排出される富栄養化した

水により，富栄養化が進み，その結果赤潮が発生し，また

貧酸素水塊が形成される。そして，有明海のシステムを支

えてきていた各要因が，別紙「有明海異変スパイラル現象

の模式図」のとおり，次のようなスパイラル現象を引き起

こすこととなる。

， 。 ，潮流が弱まれば 浮泥が特定地域に沈殿化する 同時に

海水の攪拌が弱まり貧酸素水塊が発生しやすくなる。

浮泥が特定地域に沈殿化すると，そこが富栄養化し，そ

の分解のために過剰にバクテリアが働き，酸素を消費し，

貧酸素水塊が発生しやすくなる。

， 。貧酸素水塊が発生すると ベントスが生育しにくくなる

， ，また嫌気性バクテリアが活発に活動し 底泥がヘドロ化し

さらにベントスが減少する。

ベントスが減少すると，それを餌・食料として捕食し，

系外に過剰な栄養物を排出することができなくなり，系内

に栄養塩がたまり，富栄養化する。

ベントスが減少すると，珪藻類の捕食者が減り，赤潮が

発生しやすくなる。

， ，栄養塩が溶解している貧酸素水塊は 栄養塩を偏らせて

富栄養化させる結果，やはり赤潮が発生しやすくなる。ま

た，浮泥の沈殿化は光合成を促進し，赤潮の発生に拍車を

かける。

赤潮は，沈静化すると，有機物として海底に堆積（浮泥

の沈殿と類似現象)する。攪拌力が弱まっているため，それ

は一部に集中することにより，そこが富栄養化する。
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さらには，干潟の減少により，富栄養化，ベントスの減

少などが起きる。

（被申請人の主張）

(1) 環境要因の相互関係

有明海を巡る環境因子には多種多様なものがある。これら

を整理するとともに，ここ20年から30年程度の期間に，どの

ような変化傾向がみられるかを整理すると別紙「有明海を巡

る環境因子の変化傾向」記載のとおりとなる。

この表からも判るように，有明海の環境変化については多

くの因子が関与するとともに，変化傾向が確認されていない

因子や，変動のタイムスケールが異なる因子も多くあり，全

体を一つのメカニズムで説明することはできない。

しかも，これらの多くの環境要因は，相互に影響を及ぼし

合いながら，全体として有明海の環境を形成している。これ

らの相互関係を想定して整理すると，別紙「有明海における

主な環境要因の相互関係の概念図」記載のとおりとなる。こ

の中には，第２号事件申請人ら主張の「有明海異変」の環境

要因の一部も含まれるが，同主張のように単純なものではな

く，関与する環境要素ははるかに多く，相互関係も複雑であ

る。

(2) 自然的な環境要因を起点とした環境変化

自然的な環境要因の変化としては，

ⅰ 外海と連動した長期的な海水温の上昇傾向（乙第3035号

証）のほか，

ⅱ ノリ作期である11月から12月にかけての日射量の増大傾

向（乙第3006号証 ，）
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ⅲ 降雨パターンの変化による降水量の変動格差の増大傾向

（乙第3171号証）

など，様々な変化が報告されている。

上記のような水温上昇についてその影響を見ると，

ｱ 高水温時を除けば，有明海での赤潮発生に関与するラ

フィド藻，渦鞭毛藻，珪藻のほとんどは，水温上昇に伴

って増殖速度が増加する（乙第 3046号証）から，水温上

昇は，植物プランクトンを活性化させ，赤潮発生を増大

させる要因となる。

ｲ 赤潮発生が増大すれば，底質への植物プランクトンの

沈降量も増大し，底質の有機物含量の増大をもたらす。

底質中の微生物がこの有機物を分解・消費する過程で酸

素を大量消費するので，底層への酸素供給が乏しい条件

下においては，貧酸素水塊が発生しやすくなる。

ｳ 貧酸素水塊が発生すると，移動性に乏しいベントスは

呼吸が阻害されて斃死するものも現れ，底質中の有機物

含量を増加させる要因となり，これが酸素の消費を更に

増大させることにより，一層の貧酸素水塊の発生をもた

らす。

また，環境要因のうち，日射量の増大は，植物プランク

トンによる光合成活動を活性化させる。一方，降雨パター

ンの変化に伴って植物プランクトンの増殖に必要な栄養塩

の供給が短期間に集中するようになったことから，これら

の自然環境要因の変化が相まって，赤潮の発生増大の要因

となり，さらには貧酸素水塊の発生，底質やベントスの変

化にも波及する。
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さらに，栄養塩の短期間の集中は，その反面，渇水によ

る栄養塩不足も生じやすくし，ノリの豊凶に直結する要因

となる。

(3) 社会的な環境要因を起点とした環境変化

流域における社会的な環境要因の変化としては，土砂供給

量の低下や流入土砂の細粒化の傾向が報告されている（乙第

3062号証 。）

海域に流入する土砂の細粒化は，海域における底質の細粒

化をもたらし，ベントスの生息環境にも大きな影響を及ぼす

（乙第3062号証 。）

こうしたベントスの生息環境の変化は，ベントスの生物相

の複雑な変化を伴うので，底質の細粒化によって単位面積当

りのベントスの湿重量が減少するとは一概には言えないが，

構成種の変化によっては，懸濁物質の濾水機能の低下等の変

化をもたらし，さらには赤潮の発生増大にも波及する。

また，流域からの土砂供給量の減少は，海域の透明度に影

響を及ぼしており，透明度が増せば，植物プランクトンの光

合成に対する光条件は改善するから，赤潮発生に対しても促

進的な影響要因となり，貧酸素水塊の発生，底質やベントス

の変化にも波及する。

一方，海域における漁業形態の変化も，様々な環境要因に

影響を及ぼしている。有明海では，ノリ養殖が普及・進展す

る以前は，タイラギ，アサリ，アゲマキ等の採貝による漁業

生産が漁獲の中心となっていたが，これらの二枚貝の生産は

1980年代から次第に落ち込んでいる。その要因が全て明らか

となっているわけではないが 過剰な漁獲圧があったこと 甲， （
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ロ第 11号証，乙第3158号証 ，ノリ養殖に伴う酸処理・施肥）

が悪影響を及ぼしていること（乙第3073号証）など，漁業者

自身の行為がその要因であると指摘されている。

こうした要因による二枚貝（ベントス）の減少は，底質へ

の穿孔等による生物攪乱を弱化させ，これによる底質の緻密

化を通じて，底質環境を嫌気的な方向へと変化させるなど，

ベントスの生息環境自体をも変化させていった可能性があ

る。現状では，昭和55年前後と比較して採貝の面積・頻度も

大幅に減少し，漁獲に伴う人為的な底質への攪乱作用も減少

しており，これも一層底質の緻密化をもたらし，ベントスの

生息環境を変化させて，他の環境要因にも影響を及ぼしてい

る可能性がある。

(4) 有明海の環境変化と水産業への影響

近年の有明海の環境及び平成12，14年のノリ不作や長期的

な二枚貝の漁獲量の減少に影響を及ぼす要因については，現

在も大学や研究機関で調査研究が進められており，現段階で

科学的な結論が得られているわけではないが，最新の各種の

調査・研究成果を踏まえれば，次の考え方は，申請人ら主張

の「有明海異変」よりもはるかに蓋然性が高い。

ｱ 海水温の上昇によるノリへの影響

有明海の海水温は，長期的には外海の影響を受けて上昇

している（乙第3035号証 。このような海水温上昇は，ノ）

リ養殖の南限地としての有明海の基礎生産の様相に重大な

影響を及ぼしている。すなわち，1990年代後半に至って，

海水温の上昇は，有明海を冬季においても植物プランクト

ンの成育に適した環境に変えてしまい，ノリにとっての栄
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養塩の独占体制を崩壊させ，ノリが栄養塩吸収に優れた植

物プランクトンとの競合に負けて，窒素等の栄養塩の不足

による色落ち被害を受けやすい養殖環境をもたらしたとい

える。

流域の降水量，海水温及び日射量は，いずれも年ごとに

変動しているが，それらの組合せによってノリが植物プラ

ンクトンに負ける年が出現するようになり，流域の降水量

が少なければ，他の２つ条件がいくら良くても，ノリの色

落ちが起こり得る。

これら３条件のうち，長期的な変動傾向が明確なのは海

水温の上昇であり，近年の赤潮発生件数の増加の主な原因

は，海水温の上昇に求めるのが自然である。

ｲ 河川からの供給土砂の変化等による二枚貝への影響

有明海湾奥の底質は，長期的に細粒化の傾向にあり，こ

れがタイラギ等の二枚貝の生息環境を悪化させていると指

摘されている。

申請人らは，潮受堤防の設置に伴って潮流が弱化したこ

とが底質細粒化の原因であるとするが，昭和54年の地質調

査所の調査結果も考慮すれば，底質の細粒化は堤防締切後

に起きたような短期的な現象ではなく，長期的な傾向であ

ることは明らかである（乙第3107号証 。従って，細粒化）

， ， ，の原因は 諫早湾干拓事業に帰することはできず むしろ

有明海に流入する河川等から供給される土砂が，量的には

減少し，質的には細粒化していることであると考える（乙

第3062号証 。）

また，二枚貝資源の長期的な減少傾向が言われているも
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のの，貝の種類によってその漁獲変動の傾向は異なるとと

もに，同じ貝であっても海域により豊凶に差がみられるな

， 「 」ど 有明海全体の二枚貝漁獲量を申請人らの 有明海異変

， 。なる一つの仮説で説明することは およそ不可能と言える

最新の研究成果によれば，タイラギの減少要因として，底

質の細粒化以外にも，貧酸素水塊の発生やエイ等による食

害など，いくつかの要因が複合している可能性が指摘され

ており（乙第3158号証 ，それらについても更に検討が必）

要である。

３ 争点３（有明海の環境要因の変化と諫早湾干拓事業との関

係）について

(1) 潮汐

（第２号事件申請人らの主張）

ｱ Ｍ 分潮の変化と諫早湾干拓事業との関係2

(ｱ) Ｍ 分潮の経年変化2

諫早湾干拓事業が潮汐の変動に与える影響の検討に

は，気象その他の原因による不確定な変動要因が加わ

， ，る実際に観測された潮差よりも 天体に起因する潮汐

すなわち分潮を用いるのが適当であり，分潮の中でも

最も振幅が大きく，地形変化の効果を最も敏感に表す

Ｍ 分潮（月の起潮力による 12.42時間周期の変動）の2

振幅及び増幅率の経年変化に注目する必要がある。

そこで，有明海湾口の口之津と有明海湾奥の大浦に

おけるＭ 分潮の振幅の昭和58年から平成13年までの経2

年変化を見ると，いずれも昭和 63年以降減少傾向にあ

るが，大浦における方が減少の程度が大きい（甲イ第3
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114号証の１ 。）

また，口之津におけるＭ 分潮振幅に対する大浦にお2

けるＭ 分潮振幅の比（増幅率）の経年変化を見ると，2

干拓事業開始前の同 63年以前と堤防締切後である平成

10年以後には，増幅率がほとんど一定を保っているの

に対し，その間の事業期間中には増幅率が減少し，と

りわけ堤防締切の年（平成９年）を挟んでの減少は急

激である（甲イ第3114号証の１ 。これは，干拓事業に）

より埋立・浚渫などの地形変化があり，この地形変化

の影響により潮汐が減少していったことを示す（参考

人宇野木 。この点，被申請人は，Ｍ 分潮振幅に影響） 2

を及ぼし得る工事として潮受堤防の築堤以外に諫早湾

口の採砂及び小江堤防の築堤を取り上げた上で，Ｍ 分2

潮に影響を及ぼしたのは潮受堤防の築堤のみであると

結論付けるが，Ｍ 分潮振幅に影響を及ぼす可能性のあ2

る工事を一方的に想定した上記主張は，意味がない。

さらに，大浦におけるＭ 分潮の遅角（位相差）の経2

， ，年変化を見ると 干拓事業開始後暫くは遅角は増大し

その後（潮受堤防工事着手年である平成６年を境に）

急激に減少しているが，外海，例えば福江での経年変

化を見ると，遅角の減少傾向は大浦の方が急である。

これは，湾が狭くなると遅角が小さくなるという傾向

があることに対応したもので，干拓事業の影響を示唆

する（甲イ第3026，第3094号証 。）

(ｲ) 経年変化の要因

， ，内湾における潮汐は 外海からの潮汐波が湾に入り
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湾水を揺り動かすことによって引き起こされる。その

際，外海からの潮汐波と内湾の固有振動周期とが接近

していると，内湾における潮汐は，共振により大きく

なる。

有明海は，固有振動周期が約7.8時間で半日周期の分

潮と比較的近いため，共振潮汐が発達している。従っ

て，干拓事業（特に潮受堤防締切）により有明海全面

積が２％減少し，浚渫や浅海域の喪失により平均水深

， ，が増大すると 有明海の固有の振動周期は短く変化し

内湾の固有振動周期と外海からの潮汐波の周期とのず

れが大きくなって，共振作用が弱まり，潮汐が減少す

る（参考人宇野木 。）

有明海における潮汐の減少要因としては，この干拓

事業に伴う地形変化（内部効果）以外にも，外部効果

や水深効果が考えられる。

外海の潮汐が小さくなれば，湾水に働く強制力も小

さくなる（外部効果 。また，近年，量的には最大10cm）

でそれほど大きくはないが，有明海の外側の広い範囲

で平均海面が上昇しており，それによって有明海内の

平均水位も上昇し，水深が深くなると，湾の固有周期

が変動し，湾内の潮汐が減少する（水深効果）と考え

られる（参考人宇野木 。）

そこで，大浦及び口之津でのＭ 分潮の振幅の観測デ2

ータを基礎にして寄与割合を求めると，内部効果が約

50％，外部効果が約 40％，水深効果が約 10％未満とい

う結果が得られた（甲イ第 3027，第 3114号証の１及び



- 45 -

３，参考人宇野木 。）

従って，干拓事業が有明海の潮汐減少をもたらした

寄与度は約50％に達する。

ｲ 大潮差の変化

次に，潮汐の変化が環境に与える影響の検討には，実

際の潮汐の変化に着目する必要がある（参考人宇野木 。）

そこで，実際の潮汐の変化として最も大きい大潮差の経

年変化に着目するのが有意義である。

有明海内外７検潮所における大潮差（ここでは，年平

均の朔望満潮位と朔望干潮位の較差をいう ）の経年変化。

を見ると，全体の傾向として昭和 55年をピークにして減

少傾向にあるが，とりわけ有明海内部の大浦，三角での

減少傾向が顕著である（甲イ第 3026号証，第 3114号証の

１ 。）

また，年平均潮差で見ても，大浦におけるそれは，約

18.6年周期で生じる月軌道の昇降点の変化の影響を受け

てはいるが，昭和 54年をピークとする前半の山よりも平

成７年をピークとする後半の山の方がかなり低い状況で

ある（甲イ第3114号証の１，参考人宇野木 。）

ｳ 潮位の変化

漁民112人の陳述書を集計した結果によれば，そのうち

103人（92.0％）が潮位上昇を実感し，66人が具体的数字

（ ， 。 ，を挙げた その平均は 33.03㎝である 甲イ第3089号証

第3090号証の１及び２ 。）

また，平成 12年には，当初配布された潮見表が余りに

も実態と合わなくなったことから，９月以降分が新たに
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配布されるに至った（甲イ第3093号証の１及び２ 。）

また，大浦検潮所における毎時潮位データ（単位は，

いずれも㎝）から平均潮高及び最大，最小潮高を求めた

結果は，次のとおりであって，いずれも平成９年４月を

境に上昇したことを示す。

年 平均潮高 最大潮高 最小潮高

平成5 391.1994 567.211 196.8959

平成6 391.8865 568.8127 199.1488

平成7 390.2422 567.9589 197.1342

平成8 390.9834 568.4508 198.3251

平成9 393.8971 571.4493 203.1452

(4月13日まで) 378.0469 554.6214 188.3592

(4月14日から) 400.1285 578.0649 208.958

平成10 397.7382 574.7123 207.2082

平成11 397.7382 574.8342 209.6904

平成12 396.0822 570.2514 205.3361

（第３号事件申請人の主張）

堤防締切により，有明海の潮汐は減少した。詳細につい

ては，第２号事件申請人らの主張を援用する。

（被申請人の主張）

ｱ 潮汐振幅変化と諫早湾干拓事業との関係

(ｱ) Ｍ 分潮の経年変化2

Ｍ 分潮は，月の引力に起因する半日周期の潮汐であ2

り，各種の分潮のうち最も振幅が大きく，特に有明海湾

奥では，有明海の固有共振周期との関係から振幅が約

1.5倍に増幅されるなどの特徴を有し，地形変化による
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潮汐への影響の検討に適するが，Ｍ 分潮は，その計算2

方法が一様ではなく，申請人らの計算方法が示されてい

ないため，その具体的数字は確認できない。

そもそも，Ｍ 分潮の振幅の減少は，干拓事業開始以2

前から経年的にみられる現象であり，申請人ら主張の昭

和63年から平成12年までの減少のうち，平成９年までの

減少は，諫早湾干拓事業によってもたらされたものでは

ない。また，その後の減少が諫早湾干拓事業によっても

たらされたかどうかは不明である。

a 潮受堤防の築堤工事の影響

参考人中村は，水理公式による計算結果から，潮汐

への影響は，堤防の締切が相当進行し，開口率が20%

程度になるまでは現れないとする（乙第3045号証 。）

， ， ，この点は 参考人宇野木も ほぼ同様の見解であり

潮受堤防の開口幅と有明海の潮汐との関係について，

「開口幅が１㎞を超すと，湾奥の潮汐は堤防がない場

合にかなり近づく」とし（甲イ第3026号証 ，潮受堤）

防の全長約７kmのうちの１km（14％に相当）が開口し

ていれば，潮汐への影響はほとんどないとしている。

一方，潮受堤防の締切は，開口率が約20％であった

のを平成９年４月に一気に締め切ったのであるから，

潮受堤防の築堤工事による影響がＭ₂分潮へ現れると

， ， 。しても その時期は 潮受堤防の締切以降に限られる

b 潮受堤防の築堤以外の工事の影響

潮受堤防の築堤以外の工事の中で，有明海の海域面

積又は水深に影響を及ぼし得るものは，①諫早湾口で
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の海底からの採砂，②潮受堤防の内側海域における小

江干拓地の小江堤防築堤工事であるが，これらの工事

が参考人宇野木指摘のような昭和63年から平成９年に

かけての100分の１のオーダーの増幅率の変化をもた

らすことは考えられない。

(a) 諫早湾口での海底からの採砂

諫早湾口の海底からは，平成３年４月から10年９

月にかけて合計約260万 m を採砂した（乙第3055号3

3証）が，その体積は有明海の全海水容量約340億 m

（乙第3035号証）に対して0.0076％（１万分の１以

下のオーダー）で，ごく僅かなものである。

(b) 小江堤防の築堤による影響

潮受堤防の内側海域における小江干拓地の小江堤

防築堤工事は，平成２年11月に着手され，小江堤防

によって小江干拓地が海域から完全に区分されたの

は同７年12月である。

小江堤防築堤工事によって有明海の平均水深が変

化したと仮定しても，小江干拓地の面積を110ha，

平均水深を１ｍとした場合の有明海の平均水深の増

大幅は1.2cmに過ぎない。

(ｲ) 遅角の変化

有明海内部の位相の変化は，外海の潮汐変化の影響を

受けたものである。

ｲ 有明海の長期的な潮汐振幅の推移

上記アで検討した申請人ら主張に係るＭ 分潮振幅は，2

潮位の観測データからＭ 分潮の振動周期である12.42時間2
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の周期成分を抽出するとともにＭ 分潮振幅が有する月の2

公転軌道の変化に起因した18.6年の長周期の変動係数をも

取り除いたものであって，実際に観測される潮汐振幅の推

移とは合致しない。むしろ，この長周期の変動係数を含む

Ｍ 分潮振幅の方が，有明海で実際に観測される潮汐の振2

幅の年平均潮差と一致した推移を示しており，実際の潮汐

では，Ｍ 分潮振幅の長周期変動の影響の方が支配的であ2

る（乙第3039号証 。）

Ｍ 分潮振幅の長周期の変動に関与する変動係数（ｆ：2

天文因数）は，昭和63年に極小値をとった後には増加に転

じているため，参考人宇野木がＭ 分潮増幅率の減少傾向2

をいう同63年から平成９年にかけては，調和定数にｆ値を

乗じたＭ 分潮振幅は概ね増加傾向で推移しているから，2

実際には減少してもいない潮汐について，その変動要因を

内部効果(堤防締切の影響)と外部効果(外海潮汐振幅の減

少の影響)に区分しても意味がない。

また，年平均潮差の推移についても，昭和54年の360cm

（極大値）から63年の332cm（極小値）にかけての変化の

大きさは，年平均潮差の約１割に及ぶものである。

従って，開門総合調査での国調費流動モデルを用いた数

値シミュレーションによって，潮受堤防が有る場合は有明

海湾奥の潮汐振幅が1.5％低下するとの結果を得たが，実

際に観測された潮汐振幅（年平均潮差）は，潮受堤防の影

響よりも大きなＭ 分潮振幅の18.6年周期の長周期変動の2

影響に支配されて増減を繰り返しているのである。

ｳ 潮位の上昇
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第２号事件申請人らは，潮位が上昇したとする漁民が92

％に及び，その平均値は33.03㎝になると主張するが，申

請人らのいう大浦での平均潮高は，平成５年と同12年とを

比べても，５cm程度の上昇にとどまっており，漁民のいう

値とはおよそかけ離れている。また，昭和60年代以降，お

よそ日本沿岸の海面水位は上昇傾向にあるのであって（乙

第2007号証 ，漁民が実感した潮位の上昇は，この継続的）

な潮位の上昇と考えるのが妥当である。なお，潮汐表の改

訂はこのような潮位の上昇傾向を踏まえたものといえるか

ら，潮受堤防の影響を示すものではない。

また，第２号事件申請人らは，平成９年４月13日までの

平均潮位と４月14日以降の平均潮位と比較し，この時期を

境に，明らかに潮位が上昇していると主張するが，夏から

秋にかけては，天体の運行及び水温の上昇により潮位が上

昇するものであり（乙第2007号証 ，１月から４月13日ま）

での平均潮位と４月14日から12月までの平均潮位を比べて

も後者の潮位が高いのは当然の現象である。

(2) 潮流

（第２号事件申請人らの主張）

ｱ 潮流の変化とその時期について

(ｱ) 潮流の変化

潮流とは，水平方向に周期的に運動する海水の流動

現象である。潮汐と潮流は，海水の変動現象を海水の

上下方向での運動と水平方向での運動という２つの側

面から見たものであり，両者は密接に関連する。従っ

て，干拓事業によって潮汐作用が減少すると，それに
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よって潮流も弱体化する。

a 九州農政局による潮流観測結果

九州農政局による諫早湾内外 14地点での潮流観測

結果は，堤防締切後に，堤防前面で大潮最大流速が

。 ，80％ないし90％も減少したことを示す その割合は

堤防を離れるにつれて小さくはなるが，諫早湾口で

も 10％ないし 30％もの減少である。また，同潮流観

測結果は，堤防締切後，大潮最大流速が有明海中央

部の観測点で 13％減少したことを示す（甲イ第 3114

号証の１，参考人宇野木 。）

b 西海区水産研究所他による調査結果

西海区水産研究所及び有明海沿岸４県の水産研究

機関が平成 13年に実施した測流結果は，昭和 50年の

海上保安庁水路部の測流結果に比べ，測流点間の距

離が４ km以内の 23点での流速が平均約 12％減少した

ことを示しており（乙第 3001号証の６，参考人宇野

木 ，確かに，後者の精度は落ちるが，潮流の減少を）

示唆するものといえる（参考人宇野木 。）

これに対し，海上保安庁による平成 13年の観測結

果は，昭和48年の観測結果と比べ 「全体的には，場，

所によって今回調査した方が若干流速値が大きい傾

向にあるが，ほぼ同等の潮流を示している」とする

（乙第 3001号証の６）ものであるが，この観測につ

いては，場所と期間から見て，信頼性のある比較が

可能な測点は５点に過ぎない。また，小田巻らは，

前後の観測で河川流量に４倍も差があることから密
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度成層に伴う密度流の違いが潮流に影響している可

能性を示唆している（乙第3047号証 。海上保安庁に）

よる平成 13年の観測結果は，貴重ではあるが，デー

タ不足というべきであって，これのみをもって干拓

事業が有明海の潮流に影響を及ぼしていないとする

のは困難である（甲イ第3114号証の１ 。）

c 小松教授らによる調査結果

小松・西ノ首の調査は，長崎県有明漁港沖（島原

半島沿岸部）の２測点で，平成 15年には，同５年に

比べ，潮流速が 21％ないし 33％減少したことを示す

（甲イ第 3108号証の１及び２，第 3110号証，第 3114

号証の１，参考人宇野木 。）

有明海湾奥部からの下げ潮流は，諫早湾口部を通

過する際に，キャビティーフローの性格を持ち，少

。し諫早湾内まで入り込んだ後に外に向かう形をなす

この流れに諫早湾から外に向かう下げ潮流（ポテン

シャルフロー）が重なり，諫早湾口付近の南側で下

（ ）。 ，げ潮が強められる コンバインフロー この関係は

上げ潮の場合も同様である。小松・西ノ首の調査に

よる有明漁港沖２測点の流れは，このような諫早湾

口南側の流れに繋がっており，流れが，曲率を持つ

島原半島に回り込む際に，地形変化で強まるが，堤

防締切により諫早湾の面積が減少すると，諫早湾に

流入し得る海水量が少なくなって，島原半島沿岸部

の潮流が相当に弱まったと考えられる（甲イ第 3114

号証の１，参考人宇野木 。）
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d 申請人や多くの漁民の実感

申請人や多くの漁民が，干拓事業による工事着工

後，潮流の速度や方向の変化を実感している。

(ｲ) 恒流の変化

a 海上保安庁による観測結果

海上保安庁による平成 13年の観測結果は，島原半

島側の４調査地点の恒流が昭和48年の観測時と比べ5

5％ないし75％減少したことを示す（甲イ第3114号証

の１，参考人宇野木 。）

恒流とは，実際の流れから周期的な潮流を除いた

ものであり，潮汐残差流（潮流が，地形変化と結び

ついて地形に応じて生じさせる環流 ，密度流（河川）

，水の流入に伴い生じる内湾の上層では湾口に向かい

下層では湾奥に向かう鉛直循環流）及び吹送流から

なる。

この恒流の減少は，河川流量の違いによる密度流

の影響が強いと考えられるものの，密度流の影響は

定量的ではなく，諫早湾干拓事業の影響も否定でき

ない（参考人宇野木 。）

b 小松教授らによる調査結果

小松・西ノ首の調査は，長崎県有明漁港沖（島原

半島沿岸部）の２測点で，平成 15年には，同５年に

比べ，恒流が 17％ないし 64％減少したことを示して

おり，この恒流の減少は，減少した潮流の非線形性

と地形との相互作用で生じた潮汐残差流が減少した

ためと考えられる（甲イ第 3114号証の１及び２，参
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考人宇野木 。）

ｲ 数値シミュレーション結果

専門委員報告書のシミュレーションは，潮受堤防によ

る締切の潮流に対する影響が，諫早湾内及びその周辺に

とどまらず，対岸の熊本県沿岸や有明海中央部南側海域

にまで及んでいること，その傾向は大潮下げ潮時の底層

流速にも顕著に現れていることを示している。

ｳ 数値シミュレーションによる検討の意義と限界

(ｱ) 専門委員報告書におけるシミュレーション

専門委員報告書におけるモデルは，以下のような点

が被申請人のモデルに比べ優れている。

① 計算のための外部領域を国調費モデルの場合に比べ

て著しく広くとって，避け難い人為的な開境界条件の

影響をできる限り少なくしている。

② 海洋の構造と流動にとって基本的に重要な鉛直混合

を表現するために，被申請人国のモデルは問題点が指

摘されている古典的な実験式を用いているが，専門委

員報告書は学問的により合理的なｋ－εモデルを用い

ている。

③ 激しい地形変化へ対応するためのσレイヤーモデル

の採用や，２次元モデル領域と３次元モデル領域の接

続を滑らかにするための２wayネスティングの採用な

ど，計算精度の向上に努めている。

④ 流れだけでは把握し難い物質の輸送と拡散を，水塊

をマーカーとして着色して，そのマーカー水を用いた

拡散実験によって分かり易く理解できるようにしてい
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る。

もっとも，専門委員報告書におけるシミュレーション

は，従来のシミュレーションよりは優れているものの，

定量的な観点からは再現性においてまだ不明な点があ

り，実測値や漁業者の実体験を重視する立場からも不十

分である。

(ｲ) その他の数値シミュレーション

その他の数値シミュレーションは，堤防締切後に潮

流が減少傾向にあることを示してはいるが，それが示

す潮流の減少量は，潮受堤防から諫早湾口付近までは

顕著であるが，その他の有明海では，それほど顕著で

はない。しかしながら，前述のとおり，諫早湾から遠

く離れたところにも潮流が大きく減少した海域が存在

するのであり，あくまでも与えられた条件の下に導か

れた結果である数値シミュレーションによって，この

観測事実を量的に説明することは困難である。数値シ

ミュレーションは，それ自体では現実を保証したもの

ではないことに留意する必要があり，ここに数値シミ

ュレーションの限界がある。

（第３号事件申請人の主張）

堤防締切により，有明海の潮流は減少した。詳細につい

ては，第２号事件申請人らの主張を援用する。

（被申請人の主張）

ｱ 現地データ

(ｱ) 九州農政局による潮流観測結果

九州農政局が，別紙「潮流観測調査位置図」記載の調
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査地点で，堤防締切前の平成元年と，堤防締切後の平成

10年～14年及び16年に，それぞれ１月の15昼夜を対象と

した潮流観測を行った結果では，大潮時の最強流速に相

当する「 Ｍ ＋Ｓ ）分潮長軸流速」の堤防締切後であ（ ２ ２

る同10年～14年及び16年の平均値は，堤防締切前である

同元年の値に比べ，諫早湾内の湾奥部で71％～88％，諫

早湾央部で60％，諫早湾口部で10％～28％小さくなって

いるが，諫早湾奥部から湾口部に向かうにつれて，流速

低下の割合が小さい。一方，諫早湾外の３地点では，別

紙「潮流観測調査位置図」記載St.12の表層で９％小さ

く，中層で６％大きく，St.13の表層で15％小さく，中

層で51％大きく，St.14の表層で26％小さく，中層で４

％小さいというように，観測地点や層により，堤防締切

前後での変化傾向は一様ではない（乙第3056号証 。）

また，同一の観測地点での堤防締切後の平成10年～16

年の観測結果であっても，観測年により相当程度のばら

つきがあり，諫早湾外の３地点では，９％～39％程度の

差（最小値に対する最大値の偏差）がある（乙第3007号

証 。このように観測地点や層，更には観測した年によ）

り潮流流速の変化傾向が一様でない要因としては，諫早

湾外の海域が，変化に富んだ海底地形に起因する複雑な

流況特性を有していることや，調査時の気象・海象条件

の違いによる影響を受けやすいことが挙げられる。

(ｲ) 西海区水産研究所他による調査結果

西海区水産研究所他による平成13年の調査は，２月の

観測結果である（乙第3013号証）のに対し，海上保安庁
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の調査結果は1970年代の８月末の観測結果であり（乙第

3018号証 ，流速の季節的な変化が含まれるとともに，）

観測手法としても，ヒモ流し測流による１日のみの観測

である。ノリ第三者委員会の「中間取りまとめ」におい

ても，その比較には，いくつかの問題があるとされてい

る（乙第3003号証 。）

むしろ，海上保安庁が平成13年５月に15昼夜連続観測

で実施した調査結果では，昭和48年８月～９月の調査結

， ，果と比べ 場所により若干流速値が大きい傾向にあるが

ほぼ同等と言えるとされている（乙第3001号証の６ 。）

(ｳ) 小松・西ノ首教授らの潮流観測

島原半島沖における小松教授らの潮流観測地点付近の

海底地形及び潮流を調査した結果によると，小松教授ら

の観測地点（P61及びP62）は，岸からの距離がそれぞれ

約２km，４kmと近く，有明海の中では，水深変化が大き

な海域に位置しており，島原沖の潮流は，海底地形に起

因する変化に富んだ流向・流速を呈しており，特にP62

地点では，その西側の近傍にある階段状の地形の影響を

大きく受けることにより，海底地形の影響がより顕著で

ある（乙第3226号証 。当該海域においては，密度流の）

強さが河川流量（淡水流入量）の影響を受けていること

を海上保安庁の小田巻らが既に報告している（乙第3047

号証 。一方，このように潮流変化に富んだ海域で，西）

ノ首教授らが潮流観測を行った平成５年当時には，ＧＰ

（ ）Ｓによる位置測定の誤差が約50ｍあった 乙第3227号証

ことから，位置測定の誤差に起因する観測地点の僅かな
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ずれによっても，観測結果に大きな違いが現れるものと

考えられる。このように，小松教授らによる島原沖での

潮流観測データには，海底地形や淡水流入の影響などに

起因する極めて不確定な要素が含まれており，２回の観

測結果の比較によって正確な潮流特性を把握することは

困難である。

また，小松教授らが長崎県有明漁港沖で潮流観測を実

施した期間中の多比良でのＭ 分潮の調和定数は，平成２

５年に比べ，同15年で4.7％減にとどまる（乙第3074号

証）のであり，仮に島原半島沖で10.4％～27.8％の潮流

流速の減少が観測されたとしても，当該観測時における

有明海湾奥全体の潮流流速の低下率が数％程度であるこ

とや諫早湾外での観測時毎の潮流流速のばらつきも９％

～39％程度あることを踏まえれば，小松教授らの測定地

点での潮流流速の低下は，極めて局所的なもので，常に

生じているものとはいえない。

また，恒流の観測結果については，小松教授らは恒流

の絶対値及び流向を論文等で公表しておらず，変化の具

体的内容を確認することができない。しかも，有明海湾

奥部への流入量の約５割を占める筑後川の流量は，平成

５年の潮流観測期間中の方が同15年のそれに比べて３割

以上大きい（乙第3172号証 。このような河川流量の相）

違に起因して，両期間の密度流が大きく異なり，これが

両期間の恒流の違いに影響していると見るのが相当であ

る。

ｲ 国調費モデルによる数値シミュレーション結果
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国調費調査により構築した有明海の流動に関するコンピ

ュータ解析モデルを用いて，潮受堤防が無い場合の有明海

の流動を計算し，潮流ベクトル（大潮時）と平均流ベクト

ルによって潮流への影響を，国調費調査で実施した現況再

現結果（潮受堤防が有る場合）と比較したところ，潮流流

速に10％以上の低下が見られる範囲は諫早湾内にとどまっ

ており，諫早湾外では島原半島沖で５％程度の低下が見ら

れるほかには，顕著な潮流流速の低下は見られないことか

ら，その影響は，諫早湾周辺海域にとどまっていた（乙第

3032号証 。）

ｳ 数値シミュレーションによる検討の意義と限界につい

て

(ｱ) 国調費モデル

国調費モデルは，環境省（環境管理局 ，国土交通省）

（河川局，港湾局，海上保安庁 ，経済産業省（資源エ）

ネルギー庁）及び農林水産省（水産庁，農村振興局）の

関係４省が連携し，第一線の研究者による有明海海域環

境調査検討委員会及び同モデル部会を設置して（乙第31

13号証 ，多くの議論を重ねて開発したモデルであり，）

その検討経過やモデルの詳細については，報告書等によ

り既に公表されており，第三者を含めこれを評価・検証

をすることができる。数値シミュレーションモデルの計

算結果の信頼性は，実現象をどの程度再現できているか

， ，によって評価されるべきものであるが 国調費モデルは

ノリ不作のあった平成12年と観測データが比較的整って

いる同13年の２年間を対象に再現計算を行い，有明海の
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潮汐，潮流，塩分，水温等の再現性が評価されている。

また，開門総合調査において，

① 短期開門調査の調査結果から，諫早湾周辺海域にお

ける国調費モデルの再現性を確認するとともに，

② 数値シミュレーションの結果と併せて，現地データ

の解析・検討を行った上で，両者を総合的に検討して

結論を出しており，

数値シミュレーションを適用するための２つの前提条件

を満たし，方法論から見ても妥当なものであり，そこか

ら得られた結論についても，干拓事業による有明海の環

境への影響について適切に評価したものとなっている。

(ｲ) 専門委員報告書における数値シミュレーション

専門委員報告書の数値シミュレーションについては，

σモデルの信頼性を客観的に評価するための基礎情報が

不足しており，また，塩分差の再現性に欠けている。

また，同報告書は，主に数値シミュレーションから得

られた計算結果を基礎として，干拓事業と有明海の環境

変化との因果関係についての議論を展開しているが，数

値シミュレーションによる検討は，モデルの構造や再現

性などから来る適用限界があるため，現地データと組合

わせた総合的な検討の一部として位置付けられるべきも

のであり，その計算結果だけをもって結論を導くべきも

のではない。この点は同報告書でも指摘されているが，

結論部分の多くは，数値シミュレーションの結果だけに

基づいて因果関係を論じており，適切とは言えない。

(3) 水質及び底質
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（第２号事件申請人らの主張）

ｱ 富栄養化等

(ｱ) 調整池の水質

， ，九州農政局の調査データによれば 調整池の水質は

堤防締切後悪化した。これを締切前の平成８年度とそ

の後の同 12年度とで比べると，有機物汚濁度の指標で

ある化学的酸素要求量（ＣＯＤ）は３ mg/Lから９ mg/L

へ，富栄養化の指標である全窒素（Ｔ－Ｎ）及び全リ

ン（Ｔ－Ｐ）は，Ｔ－Ｎが 0.4mg/Lから 1.3mg/Lへ，Ｔ

－Ｐが 0.05mg/Lから 0.22mg/Lへと，それぞれ３倍，４

倍，４倍に悪化し，その悪化はなお進行している。

調整池水質の環境保全目標値は，国が定める水質環

境基準の生活環境項目の湖沼に関する基準の類型Ｂ，

すなわち，ＣＯＤ５ mg/L以下，Ｔ－Ｎ１ mg/L以下，Ｔ

－Ｐ0.1mg/L以下である（乙第3007号証）が，調整池の

水質は平成12年当時でも この基準値に比べ ＣＯＤ1.， ，

8倍，Ｔ－Ｎ1.3倍，Ｔ－Ｐ2.1倍となっていた。

(ｲ) 諫早湾及びその他の有明海への負荷

a 調整池排水の影響範囲

堤防締切後，間欠的に行われる調整池からの排水の

時には，排水が諫早湾に広がる。平成14年１月26日か

ら28日までの通常期排水拡散調査時（南部排水門から

75万㎥を排水）に比べて，同13年７月16日の梅雨期排

水拡散調査時（南北排水門から450万㎥を排水）の方

が排水の海水への拡散は遅れる傾向にあり，後者の調

査時には，排水後７時間半後の調査終了時点でも，北
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部排水門近くに排水の影響が残っていた（甲イ第3072

号証 。なお，後者の調査時に目視可能な海水の濁り）

が到達した範囲は，６㎞離れた諫早湾央部付近までで

あったが，台風接近時のように排水量が一層多い場合

（排水量が2100万㎥を超える場合）には，諫早湾外に

流出する可能性がある。また，諫早湾内の海水は，湾

口部からの表層流に乗って，対岸の三池港，佐賀県西

海岸，島原半島沿いに移流する。有明海沿岸４県の水

産研究機関がノリ漁期中，週１，２回実施した栄養塩

及びプランクトン沈殿量の調査結果では，諫早湾内で

最もプランクトン沈殿量が多く栄養塩が少ないが，諫

早湾から離れるにつれて栄養塩が増加する傾向にある

ことは，諫早湾での赤潮の大規模化と諫早湾内海水が

三池方面へ横渡りすることの反映である。

b 調整池からの負荷

調整池からのＣＯＤ負荷は直接的には諫早湾にか

けられる。しかも，調整池から排出された高ＣＯＤ

を含む懸濁物は塩水に触れて沈下する。さらに，こ

れに諫早湾内で生じた赤潮プランクトンの沈降によ

る有機物が加わる。これら汚濁物質の排出は，有明

海に重大な負荷を与えている。

なお，諫早湾奥部への潮流の阻害は，試験堤防区

間を含む潮受堤防の築堤によって既に徐々に生じて

いた。その結果，堤防締切前後から，調整池から排

出された有機物（ＣＯＤ）は，潮受堤防付近，諫早

湾の湾央及び諫早湾口北側に堆積し，その底質ＣＯ
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Ｄは，諫早湾内の北側の底質については B1地点と，

また，南側の底質については B2地点と同調し，しか

も B1地点や B2地点よりも更に高い濃度となって顕著

に増加した（甲イ第3095号証 。そして，そのヘドロ）

は潮流により，有明海全体に流れ込み，有明海全体

の底質をヘドロ化する。

ｲ 透明度の上昇

被申請人引用の別紙「有明海（湾奥，湾央，湾口）にお

ける透明度の経年変化」は，平成元年頃から９年までの潮

受堤防による締切へ向けて透明度が上昇し，堤防締切以降

は横ばい傾向にあるとの事実を示す。つまり，同元年頃か

ら９年にかけて透明度が特に上昇した事実は，その間の築

堤の進行によるＭ 分潮振幅の減少と潮流の衰退経過に対２

２応し，一方，潮受堤防が完成し諫早湾干拓事業によるＭ

分潮の変動が収束した後には透明度の上昇が停止したこと

を示している。

ｳ ｐＨの上昇

， ，セメントが水中に大量に含まれると ｐＨが高くなり

その値が９を超えると，ノリ漁に被害を与えるといわれ

ていたため，被申請人は，有明海沿岸４県の沿岸漁業者

の申し入れにより，ノリ漁期の期間中における有明海沿

岸線でのセメント使用工事を差し控えていた。

ところが，諫早湾干拓事業では，調整池内の農地造成

工事で排水路を掘削するため，秘かに５万 5000ｔものセ

メントを潟土に混入する土壌改良剤として使用したが，

このセメントは，改良土とともに除去されることなく干
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拓地に放置され，今後の工事に再利用されるものとされ

ている。

その後，被申請人は，生石灰を土壌改良剤として使用

しているが，生石灰もセメント同様に有明海の環境を破

壊する物質である（甲イ第3070号証 。）

ｴ 底質の細粒化等

(ｱ) 潮受堤防締切前の工事による影響

a 潮受堤防締切前の工事による諫早湾内の変化

平成元年からの潮受堤防試験堤防区間建設に伴う

サンドコンパクションパイル打設工事により大量の

還元泥が海底深くから流出した。また，小江干拓地

の造成によって，堤防の未完成な小江干拓地から土

砂が滲出した。更に，同３年からの諫早湾口中央部

海底での採砂や砂を運搬する曳航船の航行に伴う土

砂の巻上げによって濁りが生じた。

これらの濁りは，諫早湾内全域に広がり，また，

潮受堤防試験堤防区間や潮受堤防の建設により諫早

湾奥部への潮流が徐々に流れを阻害されたため，平

成元年以降，諫早湾内に土砂が沈殿化し，底質の細

粒化が進んだ。

九州農政局諫早湾干拓事務所「諫早湾漁場調査結

」 ， ，果報告書 も 平成６年から８年にかけての調査で

諫早湾内で多くの地点で泥分が多いこと及び細粒化

が進んでいることを示す（甲イ第3130号証 。）

b 有明海に対する影響

上記工事による濁りは，上げ潮により佐賀県側の
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有明海奥部海域に，下げ潮により島原半島沿いに，

周囲数㎞にわたって拡散した。また，平成元年の工

事着工以後，試験堤防の建設や潮受堤防の建設によ

って，諫早湾口部から佐賀県側の有明海奥部海域で

も潮流が低下した。

このため，上記濁りは諫早湾口から佐賀県側の有

明海奥部海域に拡散して底質に溜った。その結果，

干拓工事開始頃までは諫早湾口部から佐賀県側有明

海奥部海域にかけて広範囲に存在していたタイラギ

漁場では，平成４年頃より諫早湾に近い側から，底

質の砂地がヘドロ化して消滅した（甲イ第３，第 14

号証，申請人Ａ11 。）

佐賀県有明水産振興センターの平成元年と同 12年

９月の底質調査は，佐賀県側の西部海域から中部海

域にかけて底質の中央粒径値（Ｍｄφ）が７（細粒

化が進んでいる指標）の範囲が拡大した結果を示す

（甲イ第3112，第3117，第3142号証 。また，参考人）

東らの調査は，同９年時点で諫早湾口部から佐賀県

側の西部海域で底質の細粒化が進んでいたことを示

す（甲イ第3119号証 。これは，この海域の底質が，）

同９年には，同 12年と同レベルに細粒化していたこ

とを示すものであり，諫早湾干拓工事着工頃から徐

々に細粒化が進行していたことを裏付ける。

(ｲ) 潮受堤防締切による影響

a 諫早湾内

参考人東らによる諫早湾から有明海中央部にかけて
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の底質調査は，平成９年６月から14年６月まで年を追

って，諫早湾から有明海中央部に向け，細粒砂の分布

範囲が拡大したことを示す（甲イ第3117号証，参考人

東 。）

環境省が平成13年夏季に行った調査は，潮受堤防前

から諫早湾央部にかけて，30㎝ないし10㎝の厚さで浮

泥が沈殿していることを示し（甲イ第3030号証 ，諫）

早湾口部にかけても相当の厚さで浮泥が沈殿化したこ

とを推測させる。

b その他の有明海

大牟田沖及び荒尾沖では平成10年から，その他の有

明海海域でも14年には，底質が細粒化した。

これは，多くの漁民が底質のヘドロ化を実感してい

ることとも符合する。

(a) 諫早湾口から有明海湾奥部にかけての海域

平成９年６月の参考人東らの調査時点での有明海

全域の中央粒径値Ｍｄφ等値線は，昭和32年の鎌田

教授らによる調査時点のそれとＭｄφ２ないし４の

， ，分布が近く 中央粒径値Ｍｄφの度数分布としても

同32年の鎌田教授らによる調査時点と平成９年６月

の参考人東らの調査時点では，最頻度がＭｄφ１な

いし２の中粒砂である点で一致していた（甲イ第31

17，第3119号証，参考人東 。）

ところが，参考人東らによる諫早湾から有明海湾

奥部海域にかけての共通12定点の平成９年６月から

14年６月までの中央粒径値Ｍｄφ等値線図（甲イ第
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3117号証）は，Ｍｄφ２ないし３の細粒砂の分布範

囲が年を追って諫早湾から湾外中央部へ向かって拡

大し，同14年には，粗粒砂の範囲が消失したことを

示す。有明海全域での中央粒径値Ｍｄφ等値線分布

も，同９年６月時点に比べ同14年６月時点の等値線

図の方がＭｄφ２ないし３の分布範囲が拡大する等

， ，全般的に細粒化し 細粒化は諫早湾口沖はもとより

そこから離れた有明海の広い範囲に及んでいること

を示す。中央粒径値Ｍｄφの度数分布で見ても，同

９年にはＭｄφ１ないし２の中粒砂が最頻度であっ

たものが，同14年にはＭｄφ２ないし３の細粒砂に

シフトした。統計学的に見ても，同９年から13年へ

の変化は危険率５％であったが，同13年から14年に

かけては危険率１％であって，有意な経年的変化と

いえる（参考人東 。）

(b) 大牟田沖，荒尾沖

平成11年には，大牟田沖，荒尾沖のタイラギ漁場

でも，砂地の底質にヘドロが溜まるようになった。

荒尾沖漁場でのヘドロの堆積は，２週間に５cmにも

達した（甲イ第４号証，申請人Ａ17 。）

（第３号事件申請人の主張）

潮受堤防の締切によってできた調整池からの汚濁負荷物の

流入により有明海の富栄養化が進んだ。

平成８年以降，有明海の透明度は上昇してきており，浮泥

が減少した。

詳細については，第２号事件申請人らの主張を援用する。
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（被申請人の主張）

ｱ 富栄養化等

(ｱ) 調整池の水質

（ ， ，堤防締切後の調整池の水質 B1 B2及びS11地点平均

なお，調査地点の位置関係は，別紙「調査地点位置図」

記載のとおりであり，以下，同図に記載の地点記号で表

示する ）は，ＣＯＤ，Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐとも，平成10。

年度から13年度にかけて，ほぼ横ばい傾向にある（乙第

3084号証。なお，平成14年度と同15年度のデータは，開

門総合調査で実施された海水導入による影響を受けてい

るため解析対象から除いた 。。）

また，調整池の水質は，本明川を初めとする調整池へ

の流入河川の水質が支配的要因である。なお，P1地点の

ＣＯＤ濃度は，不知火橋地点に比べ高いが，これは不知

火橋地点からP1地点の間で背後農地等から本明川に流入

する高い濃度の排水の影響を受けているためである（乙

第3174～第3176号証 。また，B1地点とP1地点のＣＯＤ）

に一部対応していないデータも見られるが，これは調整

池内で行われた承水路などの掘削工事や風などの影響に

よるものと考えられる（乙第3083，第3178号証 。）

なお，環境影響評価で干拓事業による調整池水質の環

境保全目標を満足すると予測しているのは，事業完了後

の施設の供用時点であって，事業期間中ではない。

(ｲ) 諫早湾及びその他の有明海への負荷

a 調整池からの排水の影響範囲

九州農政局が平成10年から15年にかけて実施した14
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回の濁りの目視観測による排水拡散調査（乙第3091号

証）のうち，潮受堤防北部排水門からの排水量が100

万 m 以上の場合における排水拡散状況は，別紙「排水3

量が 100万㎥以上の場合の北部排水門からの排水拡散

状況」のとおりである。

これによると，拡散距離は，排水門からの排水量が

調整池からの平均的な排水量である100万 m 程度の場3

合には潮受堤防排水門近傍の２km程度の範囲内にとど

まり，排水門からの排水量が500万 m 程度までの場合3

には排水量に応じて６km程度まで伸びるが，それ以上

になると2170万 m という１年に１回に相当するような3

規模の洪水時でも６km程度で推移しており，排水量に

かかわらず６km程度の範囲内に収まるといえる。

また，塩分濃度の連続観測データ上，潮受堤防排水

門からの排水の影響範囲は，排水量が500万 m 程度の3

場合でも，諫早湾央(B3)には影響が見られず，諌早湾

口部やその外には影響は及んでいない（乙第3092，第

3093号証 。）

なお，有明海湾奥部の表層水は，既往の潮流観測結

果や流動解析等調査の数値シミュレーション結果で示

される有明海の主要な潮流ベクトルの方向に沿って，

干満に応じた移動方向を示しつつ，全体としては，南

方，つまり有明海湾口方向へと移動する。

b 調整池からの負荷

(a) 諫早湾の水質

諫早湾内各調査地点（B3，B4，B5及びB6地点）に
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おける水質（ＣＯＤ，Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ）には，潮受

（ ），堤防締切の前後で変化は見られず 乙第3114号証

調整池からの排水が諌早湾の水質に影響を与えてい

るとは考えられない。

(b) 諫早湾の底質

諫早湾央部及び湾口部での夏季の底質ＣＯＤの増

加傾向は，諫早湾を含む有明海湾奥部で水温が上昇

して植物プランクトンが増加し，それらが底泥へ堆

積したことによる有明海湾奥部でも見られる変化で

あって，その原因を調整池からの負荷量の増加に求

めることは，妥当でない。

すなわち，諫早湾央部（B3）及び湾口部（B4）の

２地点での夏季の底質ＣＯＤは，平成元年から14年

までの全期間を通じて経年的に増加する傾向にある

が，年によるばらつきがあり，堤防締切後に特に大

きく増加したものではない。また，このような底質

ＣＯＤの増加要因としては，経年的な夏季（７月）

水温の上昇傾向で，植物プランクトンの活動が活発

化して水中の有機物量が増加し，それが海底に堆積

して底質ＣＯＤが増加したことがその一つと考えら

れる（乙第3197号証 。しかも，滝川教授は，有明）

海湾奥部の底質でも 「筑後川からの流入の影響が，

大きい領域を除き，西側の方に徐々にＣＯＤ，硫化

水素，強熱減量が増加し，汚染が深刻化してきてい

ることが明らかとなった （乙第3197号証）とされ」

るが，有明海湾奥部の水温も，経年的に上昇する傾
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向にあるから，有明海湾奥部における底質ＣＯＤの

増加にも水温上昇に伴う植物プランクトンの増加が

寄与していると見られる。

(c) その他の有明海への影響

有明海のＣＯＤは，福岡県の調査地点や佐賀県の

， ，一部調査地点では上昇傾向にあり その他地点でも

年により濃度が急増することはあるものの，全体と

しては過去20年間ほぼ横ばい傾向であり（乙第3005

号証 ，富栄養化も有明海で堤防締切後に進行して）

いる状況はない（甲第3032号証 。）

また，そもそも，有明海に流入する他の負荷要因

について言及しないまま，総流入量の約３％に過ぎ

， 。ない調整池に最大の原因を求めるのは 適当でない

ｲ 透明度の上昇

(ｱ) 透明度の上昇

有明海を湾奥（別紙「浅海定線調査位置図」のＡゾー

ン，Ａ’ゾーン及びＣゾーン ，湾央（Ｄゾーン及びＥ）

ゾーン）及び湾口（Ｆゾーン）の３海域に区分し，福岡

県，佐賀県及び熊本県の浅海定線調査で得られた透明度

の観測値に基づき潮受堤防が締め切られた平成９年の前

後での透明度の変化傾向を検討した結果は，別紙「有明

海（湾奥，湾央，湾口）における透明度の経年変化」記

載のとおりである（乙第3100号証 。）

これによると，有明海では，長期的な透明度の上昇が

観測されているものの，申請人ら主張の堤防締切後に上

昇したという傾向は見えない。
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なお，有明海の潮汐振幅は，長周期で増減を繰り返し

ており 有明海における透明度の推移とは一致しない 乙， （

第3039号証 。）

(ｲ) 透明度の上昇要因

ノリ第三者委員会の最終報告書は，有明海の透明度が

長期的に上昇しているが，1970年代，1980年代及び1990

年代と段階的に変化しており，その原因は明らかではな

いとしている（乙第3006号証 。）

有明海への流入河川からのＳＳ負荷量は，ばらつきは

， （ ， ，あるものの 有明海湾奥への流入河川 筑後川 矢部川

嘉瀬川，六角川）では昭和54年度以降，上記４河川に菊

池川，白川及び緑川を加えた有明海湾央への流入７河川

では同57年度以降，いずれも減少傾向にある（乙第3101

号証 。これに対し，年平均透明度には上昇傾向が見ら）

れ，相関係数は湾奥部0.37，湾央0.49，湾口0.56と高く

ないが，河川からのＳＳ流入量が減少すると透明度が増

加するという負の相関が見られる（乙第3102号証 。こ）

のように，有明海の透明度に長期的な上昇傾向が見られ

る要因の一つとして，湾奥，湾央，湾口ともに，流入河

川からのＳＳ負荷量の長期的な減少傾向の影響が見られ

る。

なお，これ以外の要因としては，底質の性状，波浪や

うねりによる底質の巻上げ等が考えられる。

ｳ ｐＨの上昇

有明海沿岸で被申請人が行う工事の実施に当たっては，

当該工事を円滑に進めるという観点から，必要に応じてノ
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リ漁期におけるコンクリート工事を差し控えているのであ

って，セメント使用によるノリ養殖業への悪影響が確認さ

れてはいない。

被申請人は，工事の公募の際にセメント使用の有無を公

， ， ，表しており ５万5000ｔのセメントは 軟弱地盤を固化し

強化するための材料として既に全て使用していて，セメン

トによる改良土を道路，水路の基礎等にしており，干拓地

， 。に放置されたものも 今後の工事で再利用することはない

セメントや生石灰を使用する工事については，周辺への

石灰の飛散を防止するための施工条件を設定し，必要に応

じて工事に伴う排水を中和処理する等の対策を講じている

ので，水質調査結果上も，調整池でも，諫早湾でも，セメ

ントや生石灰の影響と考えられるｐＨの変化は見えない。

ｴ 底質の細粒化等

(ｱ) 諫早湾干拓事業による工事

潮受堤防工事の実施に当たり，採砂には濁りができる

だけ出ないような工法を採用し，濁りの拡散を少なくす

るために海底まで汚濁防止膜を設置した上で施工した。

また，堤防の築堤のための敷砂には，濁りの発生を抑え

るため，特殊作業船（円筒状の筒を海底面近くまで下ろ

し，砂投下時の濁りの発生を防ぐもの）を使用し施工し

た。加えて，漁業者の意見をもとに航行調整（湾内に入

出域する隻数や船の喫水など）の上，資材運搬船等の航

行等の環境保全対策を実行してきた。さらに，採砂作業

日に定期的に濁度を測定する施工管理や工事の影響につ

いて監視する環境モニタリング調査を行った。
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(ｲ) 諫早湾等

環境モニタリング調査結果によれば，諫早湾の底質の

粒度組成には，経年的に一定の変化傾向は見られない。

また，諫早湾漁場調査委員会では，底質の細粒化や不

安定化も調査したが，年や場所による一定の傾向は見ら

れず，細粒化や不安定化が生じたか否かを明らかにする

ことはできなかった。

なお，諫早湾干拓事業に係る海域での採砂の実施は，

平成３年以降であって，申請人らがいう同２年からでは

ない。

また，申請人らは，環境省が平成13年夏季に行った調

査によっても，諫早湾口に浮泥が堆積していることが明

。 ， ，らかになっていると主張する しかし 環境省の調査は

単に同13年夏期の状況を調査したもので，諫早湾干拓事

業着手前後で浮泥の堆積を比較したのではない。なお，

この調査結果は，湾口南側では浮泥が堆積していないこ

とを示すものであるし，そもそも，この調査は，浮泥の

定義自体明確ではないとした上で，ダイバーが潜水し底

泥に抵抗なく手を差し込める深さ等を浮泥厚として測定

したもので，これが申請人らがいう浮泥と同一か否かも

明らかでない。

(ｳ) その他の有明海の細粒化等

有明海湾奥では長期的に底質の細粒化が進んでいる状

況も見られるが，諫早湾干拓事業の環境モニタリングに

よる底質調査の結果では，諫早湾口の粒度組成や硫化物

等には経年的な変化は見られず，ほぼ横ばいで推移して
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いるので，干拓工事の影響が諫早湾外の有明海に及んで

いるとは考えられない。

有明海に流入する河川から供給される土砂は，量的に

は減少し，質的には細粒化するなど，長期的に変化して

おり，むしろ，それが原因となっていると考えられる。

この点 流入主要河川である筑後川と白川については 河， 「

川からの砂の供給の減少により，相対的にガタ土の堆積

が進行した可能性はある （乙第 3062号証）とされ，。」

参考人堤も「特に川砂の砂利採取を1960年以降相当な量

取ってまいりまして，実は筑後川では過去30年間に自然

の流れ込みの砂の量の100年分に相当するものを実は取

っておりまして，ほとんど筑後川からは砂は入ってない

のです （参考人堤）と述べている。」

， ， ，なお 参考人東は 有明海の底質の粒度組成について

中央粒径の最頻値は 昭和32年と平成９年には中粒砂 Ｍ， （

ｄφ１～２）で一致していたのに，平成14年には細粒砂

（Ｍｄφ２～３）に移行し 「40年間ほとんど変化しな，

かった粒径組成が潮止めから僅か５年にして細粒化して

いることが判明した」とする（甲イ第3117号証 。しか）

し，中央粒径の度数分布の全体的な傾向を，昭和32年，

（ ）平成９年及び同14年の非超過確率の変化 乙第3063号証

で比較すると，昭和32年と平成９年でもかなりの差が見

られ，それが同９年と同14年の差より小さいとは言えな

い。これに，通商産業省地質調査所（現独立行政法人産

業技術総合研究所）による昭和54年の粒度組成の調査結

果（乙第3061号証）も加えて，昭和32年，同54年，平成
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９年，同14年の４回の底質調査での中央粒径値（Ｍｄφ

＝２及びＭｄφ＝４）の平面分布を見ても，同９年ない

し14年の５年間だけ底質の細粒化が生じているとは言え

ない（乙第3107号証 。）

また，浮泥の沈泥化については，参考人東らの調査結

果でも確認されていない。

(4) ベントス（底生生物）の生物相

（第２号事件申請人らの主張）

ｱ 潮受堤防締切前の工事による影響

平成３年から，諫早湾口中央部の海底では干拓工事に

使用する砂の採取が大規模に行われたため，深さ５ｍな

， 。いし７ｍの跡地には 潮流が流れ込んで来にくくなった

これにより，そこに浮泥が溜まって砂地が消滅するとと

もに，海水が停滞して貧酸素化が進み，嫌気性バクテリ

アの活動によって硫化水素が大量に発生し，ヘドロ化し

た。その結果，この周辺では，タイラギその他のベント

スが死滅あるいは逃避して，減少した。

ｲ 潮受堤防締切による影響

諫早湾から有明海湾奥にかけてのマクロベントスは，平

成９年６月の平均生息密度１万 4515個体 /㎡を 100とする

と，同11年６月には44，同12年６月には30というように年

を追って減少し，その後平成13年６月に42にまで回復した

後，平成14年６月には171にまで激増した。

減少の要因は，堤防締切による底質環境の悪化にあり，

その後の増加の要因は，底質の細粒化に伴うヨコエビ亜目

（中でもドロクダムシ科のCorophium sp.A）とビロードマ
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クラガイの激増である（甲イ第3117号証，参考人東 。）

（第３号事件申請人の主張）

， 。有明海のベントスは 諫早湾干拓工事着手以降減少した

， 。詳細については 第２号事件申請人らの主張を援用する

（被申請人の主張）

ｱ 潮受堤防締切前の工事による影響

申請人らは諫早湾干拓事業での採砂により平成３年度以

降ベントスが絶滅したと主張するが，底質及び底生生物の

調査結果では，諫早湾内の採砂地には多様な底生生物の存

在が確認されているし，近傍調査地点と比較しても，底生

生物の生息環境や底質には特に差は見られない（乙第3001

号証の２，第3055，第3111号証 。）

ｲ 潮受堤防締切による影響

諫早湾内での環境モニタリングの結果によると，底生

生物の出現個体数は，同じ調査地点でも年度，季節によ

る変動が大きいものの，堤防締切前後では一定の減少傾

向は見られない（乙第3007号証 。）

底生生物の種数，個体数等の観測結果は，一定の変化

傾向を示すものではなく，観測回ごとに観測時の気象等

の環境要因が一定でないため，変動をもって推移する。

また，ドロクダムシ科のヨコエビ類は，一般に泥底を好

むとしても，個体数変動と底泥の粒径組成値，硫化物そ

の他の化学的特性値との関係は明確とは言い難いし，ビ

ロードマクラガイが日本の内湾の汚染域で増加したとす

る報告例はなく，これが環境条件の悪化に反応して個体

数を増加させるような種であるとはいえない。
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底生生物の生息環境である有明海の底質変化は，潮位

，上昇に伴う潮流変化や河川からの土粒子供給の減少など

複雑なメカニズムを経て生じた現象と考えられる上，堤

防締切による環境要因の変化が最初に有明海に到達する

と考えられる諫早湾口で底質や底生生物の有意な変化が

見られない以上，堤防締切が有明海の底生生物の生息状

況に大きな影響を与えたとは考えられない。

(5) 成層及び貧酸素等

（第２号事件申請人らの主張）

ｱ 成層

(ｱ) 成層化

a 諫早湾内及びその近傍場

潮受堤防締切後，諫早湾内の潮流は堤防付近では80

％ないし90％，湾口では10％ないし30％減少した。成

層の強さを示す指標である成層化パラメータは，潮流

振幅の３乗に逆比例することから，この潮流の弱まり

のため，諫早湾内は鉛直混合が弱まり，密度成層が形

成されやすくなった。

b その他の有明海

， ，有明海でも 堤防締切後広い範囲で潮流が減少して

同様に密度成層が形成されやすくなった。殊に，有明

海奥部海域では，河川から低塩分高栄養塩の淡水が流

入すると，表層水の低塩分高栄養塩化が起きるが，潮

受堤防の締切によって潮汐振幅及び潮流の減少が惹起

されたことにより，鉛直混合が減少して成層構造が形

成しやすくなると同時に，島原半島を南下する潮流が
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大幅に弱化して有明海奥部の河川水を含む海水の湾口

への流出が弱まった結果，高栄養塩濃度の高い水が有

明海奥部海域の表層に滞留しやすくなった。

現に堤防締切以前の状態により近い潮受堤防の開門

（ ， ， ）操作期間中 平成14年４月28日 ５月13日 ５月20日

には，低塩分化した表層水が，諌早湾内を中心とする

有明海西側海岸一帯に偏在し，潮目現象として視認で

きる状態にまでなっていた（甲イ第3116号証の17，参

考人堤 。潮目とは，塩分濃度の異なる２つの海水が）

接することによって，海面に筋が入ったように見える

現象であるが，４月26日には，佐賀県と長崎県の県境

沖から諌早湾を通って布津沖まで，島原半島を取り囲

むような態様で全長約 40㎞にわたって潮目が観測さ

， ，れ 潮目を境に島原半島沖には塩分の薄い水が存在し

沖合に行くに従って，塩分の濃い水が層を成していた

（参考人堤 。一方，潮受堤防が締め切られて以来，）

開門操作期間以外では，観測日に有明海で潮目現象が

見えたことはない（参考人堤 。結局，有明海では，）

潮受堤防が開放された状態にあるとき，赤潮に対して

抑制的な海洋構造が維持されるのに対し，同堤防が締

め切られているときには，赤潮抑制的な海洋構造が崩

れて，広域にわたる塩分成層から高濃度栄養塩の表層

停滞など，大規模な赤潮発生に至る海洋構造が出現す

る。

(ｲ) 専門委員報告書でのシミュレーション結果と浅海定

線調査データとの関係
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a 専門委員報告書でのシミュレーション結果

専門委員報告書でのシミュレーション結果は，堤防

締切後の全般的な潮流の減少及び河川水を含む水塊の

輸送拡散のために，密度成層が諫早湾内及び同湾前面

海域だけでなく有明海湾奥域や熊本県沿岸域で強化さ

れたこと，特に諫早湾内では，堤防締切による潮流の

激減の影響と湾外からの淡水流入の増大の影響とが重

， 。なって鉛直混合が弱まり 成層が強まったことを示す

b 浅海定線調査データ

ところが，専門委員報告書は，浅海定線調査データ

に一定の有用性があることを前提として，同データで

は成層度強化を肯定できないことを科学的に明確な結

論付けへの消極的な証拠と位置付けている。

(a) 浅海定線調査データの限界

しかし，浅海定線調査は，成層度を把握しにくい

問題のある調査である。この点につき，参考人堤に

よれば，有明海湾奥部の水質の平均的な状態を示す

調査結果を得るには，潮汐による海水流動の少ない

小潮期の方が適しており，大潮期でも干潮時に調査

を行えば，赤潮を誘発する低塩分高栄養塩濃度の表

層水を観測することが容易となるのに，現に大潮満

潮前後の約２時間に行われてきた浅海定線調査結果

を用いて示し得るのは，大潮の満潮前後の短時間に

限って形成される外洋水の影響を強く受けた海洋構

造に過ぎず，赤潮発生の発端となる表層の塩分低下

による成層構造の形成や栄養塩濃度の上昇した表層
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水を捉えることは難しいから，浅海定線調査データ

は，実際の有明海の海洋構造の変化を代表し得るも

のではないとされる（甲イ第3166号証 。また，佐）

々木氏も 「佐賀県沖St.5の夏季（６～９月平均），

底層ＤＯ濃度の経年変化」と「有明海におけるタイ

ラギ漁獲量の経年変化」とを比較した上で，浅海定

線調査データは貧酸素水を把握するには不適切であ

る（甲イ第3167号証）とする。

(b) 浅海定線調査データが示す変化

それでも，程木氏（甲イ第3170号証）や参考人宇

野木（甲イ第3165号証）による浅海定線調査データ

の解析から，①堤防締切によって，筑後川由来の河

， ，川水が 佐賀県側に寄って流れるようになった結果

大牟田などの福岡県南部に輸送される河川水量が減

少し，また，菊池川由来の河川水も諫早湾口方面に

流れるようになって，荒尾方面に輸送される河川水

量が減少したこと，②佐賀県南部の諫早湾口近くの

水域では，堤防締切後表層水が中層水とほとんど混

合しなくなった結果，成層度が増加したことが判明

した。

従って，専門委員報告書の数値シミュレーション

がいう海洋構造の変化を示すことが科学的にも可能

になったと言うべきである。

ｲ 貧酸素水塊等

貧酸素水塊とは，海水中の酸素濃度が概ね２ ppm(１リ

ットル中に２mgの酸素が溶けた状態)以下の海水が塊とな
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って存在する状態のことをいい，この中ではほとんどの

海洋生物が生存することができない (甲イ第 3034号証 )。

ただし，生物の生存が困難との観点から，４ppmないし５

ppmの状態でも「貧酸素水塊」と表現することも多い。

諫早湾を含めた有明海では，従前は貧酸素水魂は発生

しないと考えられていたが，潮受堤防築堤工事が進むに

従って貧酸素水塊が観測され始め，堤防締切後には急速

に増加した。

(ｱ) 諫早湾内

諫早湾では，平成６，７年に，低酸素水塊の発生が

見られた（甲イ第3130号証 。）

潮受堤防締切後の平成９年６月や同 11年６月には，

諫早湾口付近で貧酸素水魂が発生した（乙第 3001号証

の３ 。）

平成 13年夏季以後諫早湾内では，底層部を中心に大

（ ）。規模な貧酸素水魂が発生している 甲イ第3032号証等

諫早湾央部の底層に同 13年７月中旬に発生した貧酸素

水塊は，溶存酸素量が最低0.7㎎ /Lと著しく低い水準で

あって，同年８月上旬まで長期間滞留した(甲イ第3030

号証，乙第3001号証の６ 。特に同月５～７日には，潮）

受堤防直下の諫早湾奥部が 0.53mg/Lというほとんど無

酸素状態であった(甲イ第3035，第3036号証)。

諫早湾の中央部及び湾口部では，平成 15年にも９月

１日以降 10日以上にわたって厳しい貧酸素水塊が発生

した（甲イ第3137号証 。）

諫早湾内で貧酸素水塊が形成される原因は，干拓事
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業により諫早湾内の流れが弱まって成層化が生じたこ

とや調整池からの排水によって諫早湾内の底質が悪化

して嫌気化が進んだことにある。

(ｲ) その他の有明海

貧酸素水塊発生域は，昭和 50年代後半には有明海湾

奥部の佐賀県干潟部に限られていたが，福岡県海域で

は，平成５年からは８月にＤＯ5.0mg/L以下の水塊が発

生するようになり，佐賀県海域でも，同６年からは８

月から９月にかけてＤＯ5.0mg/L以下の水塊が発生する

ようになった。ただ，その当時は，まだ発生回数も少

なく，溶存酸素濃度も概ね４ppm以上であった。第８回

ノリ第三者委員会資料「有明海 30年の推移」でも貧酸

素水塊は見受けにくいとされている（乙第 3001号証の

２，７及び８ 。）

， ， ，ところが 堤防締切後には 有明海の潮流が変化し

密度成層が生じたため，貧酸素水塊の発生回数は増加

し，溶存酸素濃度も低下した。

すなわち，平成９年６月頃には有明海中央部で表層

の酸素飽和度が20％以下という低酸素層が発生した(乙

第3001号証の３ 。同９年と同10年の７月には，佐賀県）

海域の溶存酸素濃度が2.2ppmに低下した(乙第3001号証

の２ 。同13年８月５日には，湾奥部佐賀県側で底層の）

酸素濃度が３mg/Lを下回り，その最低で1.8mg/Lという

海域が広がった(甲イ第3035，第 3036号証，乙第3001号

証の６ 。福岡県大牟田地先では，同13年から15年まで）

の毎年７月中旬から９月初旬にかけて貧酸素水塊が発
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生し，熊本県荒尾地先では同 15年７月下旬から９月上

旬にかけて貧酸素水塊が発生した（甲イ第3142号証 。）

財団法人日本自然保護協会の観測結果は，諫早湾の

底層の貧酸素水塊が湾外に出て，有明海西側を北方に

伸びている状況や，貧酸素水塊が潮受堤防を中心に，

距離に反比例（距離が遠くなるほど，酸素濃度が高く

。） （ ，なる して拡がる状況にあることを示し 甲イ第3035

第 3036号証等 ，専門委員報告書の数値シミュレーショ）

ンの結果も，諫早湾の底層水が前面の谷地形に沿って

北上することを示している。

（第３号事件申請人の主張）

堤防締切後，成層化が進行し，貧酸素水塊の発生が増加

した。なお，浅海定線調査データでは数値計算で取り入れ

ている以外の様々な影響因子の効果が大きく，成層度の微

妙 な 経 年 変 化 傾 向 が 不 明 確 に な っ て い る 可 能 性 が あ る か

ら，浅海定線調査データによる裏付けの不存在をもって，

因果関係の存在が否定されることはあり得ない。

その他詳細については，第２号事件申請人らの主張を援

用する。

（被申請人の主張）

ｱ 成層

(ｱ) 成層強化

a 諫早湾内及びその近傍場

諫早湾内における堤防締切前後の成層度に関する観

測データとしては，諫早湾干拓事業の環境モニタリン

グとして実施している諫早湾央 B3地点における表層
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（海面下0.5ｍ）と中層（1／ 2水深）の塩分及び水温

， ，の観測値があるが これから求めた密度の経年変化は

「 」別紙 B3地点の表層及び中層における密度の経年変化

に示すとおりである。同じ期間のデータから水温，塩

分及び密度の平均値を堤防締切前後で比較した結果

は，別紙「B3地点の表層と中層の差」記載のとおりで

あるが，堤防締切前の密度差の平均値は，締切前後で

0.6シグマティ（以下「σt」と表記する ）であって。

変化は見られず，現地データからは諫早湾の成層度が

強化された事実は確認されない。専門委員報告書は，

数値シミュレーションのみに依存した結論となってお

り，それが指摘する可能性は，蓋然性のレベルにまで

到達していないことに関する言及にとどまる。

b その他の有明海

(a) 有明海中央部

専門委員報告書は 浅海定線調査地点熊本St20 な， （

お，調査地点の位置関係は，別紙「浅海定線調査位

置図」記載のとおりであり，以下，同図に記載の地

点記号で表示する。ただし，佐賀県又は熊本県調査

分については，冒頭に「佐賀」又は「熊本」を付加

する ）では成層度が1990年代後半から強まってき。

ており，夏期・冬期ともに最大密度勾配を示す層が

浅くなる傾向が認められ，表層混合層厚が薄くなる

傾向を示しているとする。

しかし，最大密度勾配層を用いた検討方法では，

僅かな密度差も「最大密度勾配層」として抽出し，
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表層混合層厚の経年変化を評価することになるか

ら，適切なものといえない。

むしろ，柳・下村論文（職第14号証）は，有明海

の各海域における平成２年から12年までの「水柱の

ポテンシャルエネルギー（Ｓ 」から，有明海の成）

層度は，同２年から12年にかけて熊本St20を含む海

域で減少したことが判ると結論付けている。

(b) 有明海湾奥部

専門委員報告書も，塩分差の現地データでは「明

瞭な経年変化の傾向は読み取れない。特に，諫早湾

締切前後での目立った変化は現れていない ，数。」

値シミュレーション結果では「諫早湾締切に伴う有

意な底層潮流速減少は現れていない 」と述べる。。

その一方，専門委員報告書は，筑後川河口前面海

域から諫早湾口までの塩分成層度が強化されている

とし，そのメカニズムとして「締切後，河川プルー

ムのフロント部で流速ベクトルがより諫早湾口方向

に変化しており，それに対応して，フロント付近に

おいて塩分の締切前後の差が明瞭になっている」と

するが，専門委員報告書が示す潮流ベクトルや表層

塩分の瞬間値には位相変化の影響が含まれており，

これを河川プルームの挙動変化の根拠にはできな

い。国調費モデルによる計算結果（乙第3238号証）

でも，諫早湾口付近を詳細に見ると，下げ潮時には

締切後やや諫早湾内に引き込まれる方向に変化して

いるが，上げ潮時には逆に諫早湾内に入りにくくな
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る方向に変化しており，瞬間値では判断できない。

専門委員報告書は 「現地データ解析と数値シミ，

ュレーションは，ともに何らかの制約・限界を内包

しており，環境変化要因の評価の手法としては，そ

れぞれ単独の手段とはなりえない 」としているの。

に，数値シミュレーション結果だけを根拠として，

有明海湾奥の塩分成層度が変化したとするのには疑

問がある。

(c) 熊本県沿岸海域

柳・下村論文（職第14号証）は 「水柱のポテン，

シャルエネルギー（Ｓ 」の変化から，有明海の成）

層度は，平成2年から12年にかけてほぼ全域で減少

したことが判ると結論付けている。なお，柳・下村

の論旨において，成層度がやや強化されたとされる

熊本St15～ St17 の３地点の成層度（ＳＫ）と河川

流量との相関関係の経年的変化を検討したが，平成

９年を境に相関関係が変化しているという状況は見

られない。

一方，専門委員報告書は，この海域での塩分成層

度が強化されているメカニズムとして，底層潮流速

レベルの減少と菊池川や白川からの河口プルーム水

の海域内での輸送パターンが諫早湾締切によって変

化した可能性をいう。

しかし，熊本県沿岸海域の潮流速変化率は，専門

， 「 」委員報告書では 別紙 専門委員報告書潮流速差図

が示すとおり，小潮下げ潮時の表層のように速くな
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っている場合もあれば，大潮下げ潮時の底層のよう

に10％程度の減少となっている場合もあり，その中

から，大潮下げ潮時の底層の図だけを取り上げて，

10％程度の流速減少を有意とする根拠は不明であ

る。また，大潮下げ潮時の図は，位相変化の影響を

多く含むことが推定される図であり，現地データに

よる裏付けもないまま潮流速減少が最も顕著な１枚

の瞬間値の図を根拠として，熊本県沿岸海域の底層

の潮流速の減少や成層度を論ずるのは疑問である。

(ｲ) 短期開門調査期間中に観測された潮目現象について

参考人堤は，調整池に海水が導入された平成 14年４

月 24日から５月 20日の間にのみ継続的に潮目が観測さ

れたと供述するが，潮目は，海域表層において塩分濃

度の異なる水塊が接触することによって起きる現象で

あり，有明海ではある程度まとまった降雨の後に普通

に見られる現象と考えられる。

このような潮目の成因からすれば，調整池からの排

水の塩分濃度が上昇していた海水導入中には潮目は出

にくくなるのであり，この期間中だけ潮目が見られる

ことはあり得ない。現に，堤防締切後の短期開門調査

期間外に撮影された衛星画像から，参考人堤らがヘリ

コプターより撮影したのと同様のものと考えられる海

水色の色違い現象を示す画像が得られた。

なお，ヘリコプターからの観測や衛星からの可視画

像に見られる海水の色違い現象は，塩分や密度そのも

のを捉えたものではなく，専ら海水中の濁りを捉えた
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ものであるから，これから海洋構造の違いを論究する

のは，本来難しいことである。

(ｳ) 浅海定線調査データについて

有明海湾奥では，筑後川等が流入する最奥部から沖

側（南側）に向かうに従って塩分は高くなっており，

潮の満ち引きによる海水の移動に伴って，塩分は上昇

・下降を繰り返すことから，堤防締切前後で海域の物

理的性状としての塩分が変化したか否かを比較検討す

るには，観測時の潮汐及び潮時を同一条件にすること

が必要不可欠である。

浅海定線調査データは，長年にわたって大潮満潮時

前後の２時間というように潮汐条件 (大潮～小潮 )及び

潮時 (満潮～干潮 )がほぼ同一条件で調査されており，

小松教授や参考人堤が重要視する島原半島沖の海水が

満潮時には佐賀沖の測点に移流してくるので，上記比

較検討に適したデータである。

ｲ 貧酸素水塊等

貧酸素化は，いずれの海域でも，進行していない（な

お，水産庁による行政対応特別研究と同様に酸素飽和度

が40％以下となった場合を貧酸素ということにする 。。）

(ｱ) 諫早湾

堤防締切前の諫早湾央B3地点については，環境モニタ

リング調査による中層ＤＯデータはあるが，底層ＤＯの

データはない。

しかし，平成16年６月から９月までの自動昇降式観測

施設によるＤＯの鉛直連続観測データから，堤防締切後
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の底層と中層（1／2水深）のＤＯのデータとの相関式を

求めたところ，決定係数0.952という高い相関式が得ら

れた（なお，ＤＯの低い領域を対象とし，酸素飽和度に

換算して100％以上となる観測値（年間観測データの平

均水温と塩分濃度より算出された酸素飽和度が100％以

上となるＤＯ7.74mg/L以上のもの）は除外し，さらに，

中層のＤＯを階級別に整理し，その階級別の平均値と底

層のＤＯの平均値から両者の関係を求めた 。次に，。）

環境モニタリング調査による中層のＤＯデータとこの相

関式から底層のＤＯを求めたところ，平均値は，堤防締

切前4.7mg/L，締切後4.9mg/Lとなり，堤防締切後にＤＯ

が低下している状況は見られなかった。

(ｲ) その他の有明海

浅海定線調査データにより，有明海湾奥海域の佐賀県

及び福岡県海域での酸素飽和度の経年変化を見ても，い

ずれの海域でも，経年的に明らかな変化傾向は見られな

い。また，有明海湾奥海域での貧酸素現象の発生頻度に

ついても，いずれの海域でも，堤防締切後に発生頻度が

増加するような傾向は見られない（乙第3116～第3121号

証 。）

一方，申請人らがいう公共用水域水質調査結果による

溶存酸素濃度には，貧酸素水塊が発生しやすい底層のデ

ータが含まれておらず，これをもって平成８年頃までの

溶存酸素濃度が，概ね４ppm以上であったとするのは適

当でない。

ｳ 貧酸素現象の発生要因
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浅海定線調査データや九州農政局が平成14年から16年に

かけて実施した現地観測データによると，有明海での貧酸

素現象は，水温や塩分濃度の鉛直差に伴う密度成層の形成

が発生の大きな要因となっており，広大な泥質干潟域と筑

後川，六角川を初めとする多くの河川からの淡水が流入す

る有明海湾奥部の佐賀県海域が発生の中心海域となってい

ると考えられる（乙第3122～第3139号証 。）

これを具体的に述べると，有明海湾奥部の水中では，河

川から流入する淡水によって形成される塩分躍層や夏季晴

天時に干潟域から浅海域表層へ広がる熱によって形成され

る温度躍層からなる密度成層によって，海水の鉛直混合が

妨げられると，底層への酸素供給が抑制され，また，底層

では，海水温が上昇する夏季を中心に有機物の分解が盛ん

になって酸素消費が進む結果，水中の酸素収支がマイナス

となって貧酸素現象は発生する（乙第3140号証 。）

一方，諫早湾内では，有明海湾奥部と同様に，密度成層

の形成時に貧酸素現象が発生するとともに，酸素飽和度の

低い範囲は諫早湾の湾口部に多く分布しており，諫早湾で

は湾口部が貧酸素現象の主要な海域となっている。有明海

湾奥部で発生した低密度の水塊が，有明海の潮流に伴い南

下し，干潮時には，諫早湾口付近の表層水の密度を低下さ

せるため，諫早湾内の表層水の密度は，干潮時から満潮時

にかけて潮流が諫早湾に流入するのに伴って低下する。一

方，密度成層は，大潮時の潮汐や強風・波浪などの海水の

擾乱作用によって消滅し，それに伴い貧酸素現象も解消さ

れる。
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ｴ 諫早湾口から有明海湾奥への底層残差流について

専門委員報告書は，諫早湾から有明海湾奥への水塊輸送

について 「諫早湾口域から北上する底層残差流パターン，

が存在し得ることが （中略）数値シミュレーションの結，

果から示されている （中略）締切によって諫早湾内で水。

質悪化（溶存酸素ＤＯの低下など）した底層水塊が生成さ

れれば，その水塊は，この底層残差流によって，諫早湾内

やその周辺の近傍場にとどまらず，さらに遠方の底層域に

輸送され得ることになる 」と述べている。。

しかし，平成16年７月11日から９月16日までの81日間に

佐賀沖で実施した底層の潮流及び酸素飽和度の連続観測の

結果からは，この海域で確認される貧酸素水塊が，北側の

有明海湾奥の干潟・浅海域から移流している状況が明らか

にされ，諫早湾で発生した貧酸素水塊が諫早湾口を出て北

流し，有明海湾奥海域へ達しているような観測結果は得ら

れていない。

また，平成16年７月11日から９月17日に実施した濁度や

潮流の連続観測の結果では，濁度は諫早湾央（B3地点）か

ら湾口（B4地点）を経て有明海湾奥（Ｆ地点，Ｄ地点）に

向かうに従って値が高く，潮流流向もB4地点に近いＦ地点

では，B4地点からの移流・拡散が想定される断面に直交す

る潮流方向となっていること等が示されており，諫早湾口

北部からの影響が有明海湾奥へ直接及んでいるとは考えら

れない。

このような事実関係の下では，数値シミュレーションか

ら得られた計算結果だけから，諫早湾干拓事業の有明海湾
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奥の水質への影響を示唆するような結論を導き出すことは

できない。

(6) 赤潮

（第２号事件申請人らの主張）

ｱ 赤潮発生状況等

有明海の赤潮は，次に述べるように平成９年の潮受堤

防締切を境に増悪した。

有明海の赤潮の発生件数は，昭和 60年から平成２年ま

での間は，同元年及び２年の 21件をピークとするほか，

平年は 10件台であった。その発生延べ日数も，昭和 61年

の 200日台をピークとし，その他は 100日台であり，同 62

年は100日を下回っていた。延べ日数は，平成３年から９

年までの間には，同３年に 300日台，同７年に 500日台を

記録するなど増加し，100日を下回る年はなくなったもの

の，発生件数，ピークである平成７年の 28件を除きそれ

までとさほど変化はなかった。

ところが，堤防締切後の平成 10年には，特に夏季の赤

潮の発生件数，延べ日数が共に増加した。発生件数は，

同 10年には 30件，同 12年には 35件を記録したほか，同９

年以降， 10件台にとどまる年は一つもないほど著しく増

加し，延べ日数も，400日台を下回ることはなく，同12年

には600日以上を記録するほど著しく増加した（乙第3001

号証の２ 。同10年と12年には秋季の赤潮発生件数と延べ）

日数も増加した。

また，平成９年以後は，珪藻類以外の鞭毛藻類の発生

件数が特に増加した。
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ｲ 赤潮の増加原因

赤潮の増加に関しては，富栄養化，捕食圧の減少，成

層化，透明度の上昇という要因が関わる。

， ，この中でも 堤防締切による潮汐・潮流の減少により

塩分成層が形成されやすくなるとともに，島原半島沿岸

部での潮流が弱まって，有明海湾奥部に大雨などにより

大量に流入した栄養塩濃度の高い水が有明海奥部海域の

表層に滞留して局地的に富栄養化したことが根本的な問

題であり，この成層化と滞留時間の増加が，平成９年以

降，陸域からの汚濁負荷は増加しないのに，有明海奥部

海域で赤潮が増加した原因である。

また，諫早湾での赤潮の増加は，堤防締切による干潟

浄化機能の喪失（富栄養化や捕食圧の低下）や流速の低

下（滞留時間の増加）が原因である。

（第３号事件申請人の主張）

堤防締切後の平成10年以降には，赤潮の発生件数に著し

い増加傾向が見られる。

， 。詳細については 第２号事件申請人らの主張を援用する

（被申請人の主張）

ｱ 赤潮発生状況

昭和60年から平成２年までの間で赤潮の発生件数がピー

クとなったのは，同元年・２年ではなく，昭和63年・平成

元年である。同９年の堤防締切以後，長崎，熊本両県では

発生件数が増加しているが，福岡，佐賀両県では件数に有

意差はない（乙第3004号証 。なお，赤潮の確認は，海域）

の変色の有無の目視でしており，最近の赤潮発生件数の増
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加には，赤潮が注目されるようになったバイアスがあるこ

とを念頭に置く必要があると指摘する研究者もいる（乙第

3009号証 。）

平成10年及び12年の11月及び12月の赤潮発生件数が増加

したことは事実であるが，ノリ第三者委員会では 「ノリ，

作に関係する11月，12月をみると，96年以前は日射量が相

対的に低く，近年はこの時期の日射量が高く，赤潮が起き

やすい （乙第3005号証）とされ，気象による影響が指摘」

されている。

鞭毛藻類については，ノリ第三者委員会最終報告書にお

いて，有明海では珪藻赤潮が多かったし，現在もそうであ

る（乙第3006号証）とされており，堤防締切以降，鞭毛藻

類の発生件数が特に増加したということはない。

ｲ 赤潮の増加要因

， ，赤潮の発生機構については 諸見解は出されているが

現在のところ，確立した定説は現れていない。一般に，

淡水の流入する内湾や沿岸部で春から秋に発生すること

が多く，河川を通じて流入する陸域からの栄養塩等の増

加が基礎となり，日射，水温，塩分等の諸条件が好適と

なるのに加えて，ビタミン類(Ｂ 12，チアミン，ビオチン

など)を初めとする微量栄養物質や成長促進物質の効果も

あって，プランクトンの極めて急速な増殖が行われるも

のと考えられている。

赤潮の発生条件は，申請人ら主張のような堤防締切に

伴う浮泥の沈殿や攪拌機能の低下と調整池からの排水に

よる富栄養化の進行というような単純なものではない。
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近年水温や照度は増加傾向にあり，降水量の年変動幅は

増大している（なお，熊本県沿岸海域での水温上昇幅は

他より大きい 。これらの物理化学的要因やノリと植物。）

プランクトンとの栄養塩吸収競合（生物化学的要因の一

つ）と赤潮プランクトン細胞数との関係を検討した結果

（ ， ， ） ，乙第3046 第 3142～第3149 第 3171号証 からすると

近年の有明海での赤潮の増加には，これらの要因が大き

く影響しているものと考えられる。

赤潮の発生には，他にも動物プランクトンによる捕食

や赤潮プランクトン自体の休眠細胞への転換といった生

物学的要因など多くの要素が関係する。貝類は昭和 51年

以降長期的に減少しており，これによる捕食圧の減少も

近年の赤潮増加の一因と考えられる。

なお，諫早湾内のＤＩＮ濃度は，諫早湾内の栄養塩の

うち約 85％が筑後川を初めとする有明海に流入する河川

から供給され，残り 15％が調整池からの排水によると推

定されていて（乙第3168号証 ，有明海からの流入に強く）

左右されるから，その変動を，堤防締切の影響とするこ

とは不適切である。また，諫早湾外の周辺海域について

は赤潮頻発化のメカニズムとして専門委員報告書が指摘

する環境変化は生じていないし，堤防締切の前後で赤潮

の発生期間が増大する傾向も存しない。

また，熊本県沿岸海域（Ｄゾーン，水深５ｍ）では，

1990年代に入ってから，秋季から冬季にかけて，栄養塩

濃度の高い状態が頻繁に見られるようになったことが浅

海定線調査データにより示されている。
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４ 争点４（漁業被害と諫早湾干拓事業との関係）について

（第２号事件申請人らの主張）

(1) ノリ養殖被害と諫早湾干拓事業との関係

ｱ ノリ養殖に影響する漁場環境の諸要素

ノリ養殖は，アマノリ類を海水中で育成，収穫する栽

培漁業であり，水圏における物質循環系の中での制約を

受ける。

そして，ノリ生育に影響する主な漁場の環境要素は，

温度，栄養塩，光，海水交換としての流れであり，その

中で最も影響度が大きいのが栄養塩（無機三態窒素:ＤＩ

Ｎ）である（甲ロ第28号証 。）

ｲ 有明海湾奥部海域での大規模な赤潮

平成９年４月の干拓事業による堤防締切の結果，既に

見たように，有明海湾奥部海域では，広範囲に及ぶ低塩

，分表層水の存在と極度に発達した塩分成層構造のために

河川から同海域に流入した高濃度の栄養塩が拡散されず

に表層に滞留する局地的な富栄養化状態が作り出され，

大規模な赤潮が発生する状態が恒常化した。

これにより，ノリ漁場の栄養塩が低下し，ノリの色落

ちがもたらされた。

ｳ 諫早湾での大規模な赤潮

干拓事業による堤防締切により，調整池では，河川水

の滞留時間が長期化したため赤潮が増加し，ＤＩＮが減

少した。また，諫早湾内では，堤防締切による流速低下

により海水が常に停滞しやすくなったために，調整池か

らの排水や筑後川等からの河川水といった多少とも栄養
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塩を含む淡水が湾内や湾口部に流入すると，すぐにプラ

ンクトンが増殖するようになった。これらの結果，諫早

湾内の海水は，極端な低栄養塩状態にある。

低栄養塩化しプランクトンの多い諫早湾の海水は，三

池港周辺の大牟田，大和，荒尾に流れ着きやすいため，

三池港周辺の大牟田，大和，荒尾などのノリ生産は，他

の地区と比較して格段に振るわない結果となった。

(2) タイラギ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

ｱ タイラギ漁場の狭小化

タイラギ漁場の消滅（漁場の狭小化）は，タイラギの

浮遊幼生が着底して稚貝として生育しないという現象で

あり，それは，底質の細粒化・ヘドロ化，貧酸素水塊を

中心とする漁場環境の悪化により引き起こされたが，こ

うした漁場環境の悪化の原因は，既に述べたとおり干拓

工事にある。

(ｱ) 底質の細粒化・ヘドロ化

干拓工事開始頃までは，諫早湾口部から佐賀県西部

・中部海域から大牟田沖・荒尾沖にかけて広範囲にタ

イラギ漁場が存在していた（甲イ第３，第４，第 14，

第3142号証 。）

ところが，平成４年頃から 10年にかけて，佐賀県西

部のタイラギ漁場の底質が諫早湾に近い漁場から，砂

地からヘドロ化し，同 11年には大牟田沖から荒尾沖に

かけてのタイラギ漁場にもヘドロが溜まるようになっ

た。

(ｲ) 貧酸素水塊の発生
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平成元年以降，タイラギ漁場では，潮汐潮流の弱化

によって貧酸素水塊が発生したが，そのうち諫早湾内

での貧酸素水塊の発生は，タイラギ浮遊幼生の生育環

境の悪化も意味する。

(ｳ) 潮流の方向の変化

西海区水産研究所等の有明海での資源生物生産と環

境に関する調査（甲イ第 3129号証）によれば，タイラ

ギの浮遊幼生は，諫早湾口部及び有明海中央部に集中

しているが，そこから浮遊しながら潮流に乗って，有

明海内の着底場所まで移動することが明らかになって

いる。

ところが，少なくとも平成９年以降は，佐賀県大浦

沖から鹿島沖方面への潮流はなくなり，東に向かって

流れるようになった（甲イ第３号証）ため，諫早湾口

部及び有明海湾奥中央部で大量に発生した浮遊幼生は

佐賀県西部海域に着底できにくくなった 「伊藤史郎資。

料 （甲イ第3142号証）は，佐賀県西部海域でのタイラ」

ギ漁場の消滅（縮小）の原因として，底質の悪化とと

もに「流れの変化」を挙げており，上記見解を裏付け

ている。

ｲ 立ち枯れ斃死

最後に残った漁場オオムタノマエ，ミネノス・ガンド

ウでは，平成 11年度以降，立ち枯れ斃死という新たな現

象も起きている。

これについては 「伊藤史郎資料 （甲イ第3142号証）， 」

によれば，西海区水産研究所等でオオムタノマエ等では
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立ち枯れ斃死の原因解明の調査をしており，現段階で

a 立ち枯れ斃死時期に貧酸素水隗の発生がかなりの回

数見られるが，立ち枯れ斃死の開始時期とはずれてい

ること

b 立ち枯れ斃死の発生しなかった造成漁場と比較し

て，底質の泥分等に有意差はないこと

c 立ち枯れ斃死の発生する北東部漁場（オオムタノマ

エ等）のタイラギは，立ち枯れ斃死の発生しない造成

漁場のタイラギと比べ，①グリコーゲン量がより少な

く，無給餌実験で斃死が早期に発生すること，②低酸

素状態での酸素消費量が少ないことが判明している。

この調査等から，タイラギの「立ち枯れ斃死」は，①諫

早湾口部及びその周辺にいる浮遊幼生の頃から，潮流の鈍

化によって餌となる植物プランクトンとの接触が少なく，

貧酸素水塊域で生育したことなどによりもともと衰弱して

いることに加え，②着底後でも，オオムタノマエ等の潮流

が鈍化したためタイラギの個体が捕食できる位置に流れて

くる植物プランクトンが常時減少していて，タイラギが飢

餓状態にかなり近く，衰弱していることから発生し，③貧

酸素水塊の発生によってタイラギの生命維持作用がより貧

弱にしか働かず，立ち枯れ斃死を促進すると合理的に推測

できる。

そして，諫早湾口及びその周辺の潮流の鈍化及び貧酸素

水塊の発生が干拓事業によって生じたこと，オオムタノマ

エ等における潮流の鈍化及び貧酸素水塊の発生が干拓事業

に原因があることは，前述のとおりであるから，立ち枯れ
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斃死と干拓事業との間に因果関係があることも合理的に推

測できる。

(3) クチゾコ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

クロクチゾコは，諫早湾外で産卵し，幼稚魚期に諫早湾

。 ， ，内に来遊して成長する魚類である また アカクチゾコは

産卵群や仔魚の一部が諫早湾内に分布する魚類である。

ｱ 平成元年以降，諫早湾干拓事業における各種工事の直

接的・間接的影響により，諫早干潟（感潮域も含む ）の。

産卵・保育の場としての機能が低下し，諫早湾内外底質

の泥化により生息・回遊経路が狭められたため，クチゾ

コの再生産が減少した。

ｲ 平成９年４月の堤防締切により，諫早干潟が消滅し，

産卵・保育の場としての機能が消失した。

すなわち，コウライアカシタビラメは主に島原半島沖

， ，で産卵するが 卵と稚魚は諫早湾及び有明海湾奥部(特に

環境条件が諫早湾と共通する佐賀海域)に移送され，浅海

で生育するので，諌早湾奥部の干拓と堤防締切は，大き

な生育環境を消滅させ，コウライアカシタビラメ資源に

大きな影響をもたらした。

現在残っている諌早湾は，イヌノシタとコウライアカ

シタビラメの生息域・産卵域の一部であり，この海域で

観測されている潮流や底質の変化は，これら２種の生息

と産卵に大きな影響を及ぼしている。

有明海の中央部と諫早湾口部に生じた低酸素域の形成

（貧酸素水域の発生）は，餌となる底生生物の密度を減

少させて回遊経路における餌不足を来した。
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また，島原半島沖の海域で近年観測されている潮流や

底質環境の変化は，コウライアカシタビラメの産卵に障

害をもたらしている。

さらに，底質の細粒化（泥化）によってクチゾコの産

卵場所の選択や生息・回遊に障害が生じたことも，クチ

ゾコの再生産が減少した原因と考えられる。

ｳ 申請人Ａ 12及び同Ａ 13については平成９年以降，同Ａ

14については同 10年以降，工事が一時中断された同 13年

を除き，漁獲量が少ない状態にある。

（第３号事件申請人の主張）

(1) ノリ養殖被害と諫早湾干拓事業との関係

， ，第３号事件申請人主張のノリ養殖漁業の被害は 平成12

14年度のノリの不作・不漁であるが，その被害の特性は，

色落ち被害である。

近年のノリ色落ち被害増加の直接的な原因は，栄養塩摂

取に関してノリと競合する植物プランクトンの異常増殖現

象，すなわち，赤潮発生数の増加・長期化である。

この赤潮発生数の増加・長期化の原因は，干拓事業（堤

防締切）による福岡県沿岸を含む有明海湾奥部の成層度の

強化にある。

従って，干拓事業が有明海湾奥部（福岡県沖）での平成

９年以降の赤潮発生件数増加の原因である。

(2) タイラギ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

漁業被害の原因は，タイラギ生息地であった諫早湾口部

付近の海底を大規模に浚渫したため生育場所が減少したこ

と，潮流潮汐の減少等により貧酸素水塊が頻発化し，生息



- 103 -

場環境が悪化したことにあるが，それらは，干拓事業に起

因する。

なお，第３号事件申請人が漁業権を有する海域以外の場

所での資源量の減少も，それによる稚貝の発生数を減少さ

せるなどして有明海全体の資源量の減少に直結するから，

第３号事件申請人主張の漁業被害に影響する。

また，タイラギの漁業被害の原因は，赤潮プランクトン

等の死骸の堆積量の増加や，貧酸素水塊の発生等による底

， ，質環境と底層の水質環境の悪化にもあるところ それらは

既に述べたとおり潮受堤防の締切に起因する。

(3) アサリ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

アサリの漁業被害の発生原因は，堤防締切による潮流・

潮汐の減少によって，干潟自体が減少した上，浮泥が沈下

して干潟がヘドロ化し，アサリの生息する砂干潟が減少し

たこと及び堤防締切によって赤潮プランクトン等の死骸の

堆積量の増加や貧酸素水塊の発生等による底質環境と底層

の水質環境が悪化したことにある。

（被申請人の主張）

(1) ノリ養殖被害と諫早湾干拓事業との関係

ｱ ノリ不作と赤潮発生の増大との関係

(ｱ) 各年の赤潮の発生件数及び日数とノリの生産枚数と

の関係

各年の赤潮の発生件数及び日数とノリの生産枚数と

の関係を見ると，平成 12年は赤潮発生日数が例年の２

倍程度で，ノリの生産枚数は例年の約 1／ 2となってい

て，赤潮の発生増大がノリ不作の原因となっているこ
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とを示唆しているが，その他の年については，赤潮の

。発生日数等とノリ生産との間には規則性は存在しない

有明海全体のノリ生産枚数から見ても，平成 12年を

除き同 10年以降に減少傾向は見られないことからも，

ノリ生産の豊凶は，赤潮の発生件数又は日数のみで単

純に決まるものとは言えない。

従って，ノリ生産に対して，赤潮がどのような影響

， ，を及ぼしているかを検討するには 次に述べるように

各年度に発生した各赤潮の発生時期やその規模，さら

には，その時の栄養塩濃度や気象条件等も正確に把握

する必要がある。

(ｲ) 平成12年度のノリ不作の要因

平成 12年度のノリ不作の要因については，ノリ第三

者委員会の最終報告書において 「2000年度は12月に赤，

潮が発生してそのまま続き大不作をもたらし」たとさ

れているが，これに関わる環境要因としては 「2000年，

度は 11月の初めに大量の降雨があって栄養塩が供給さ

れ，中旬は日射が非常に低かったが，下旬に高い日射

が続き，これで赤潮が発生したのだが，発生後も 12月

から１月までその時期にしては高日射が続き，赤潮を

， 。」終息させるような荒天もなく 赤潮が３月まで続いた

とされている（乙第3006号証 。）

同年度においては 気象・海象に係る観測データ 乙， （

第 3003，第 3151号証）を見ても，日射量，降水量，水

温及び栄養塩濃度が平年と比較してかなり特異なもの

となっており，Rhizosolenia imbricataを主な原因生
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物とする大規模赤潮の発生は，こうしたかなり特異な

気象・海象条件に起因するものと考えるのが相当であ

， ， ，り 一方 この年に特に潮汐・潮流が低下していたり

，調整池からの排水量が多かったという事実もないから

大規模赤潮の発生原因を，申請人ら主張のような干拓

事業に伴う潮汐・潮流への影響や調整池からの排水に

伴う負荷に求めることはできない。

(ｳ) 平成14年度の大牟田沖におけるノリ不作の要因

平成 14年度のノリ作期については，ノリ第三者委員

，「 。会が 2002年度は漁期初めから栄養塩濃度が低かった

その後の降雨で若干栄養塩が増加し，秋芽網の生産は

各県とも順調だった。冷凍網の時期になって特に１月

中旬から栄養塩の低濃度がノリの色落ちを生じさせ，

地域によって異なるが，豊作だった前年はもとより，

2000年度を除く最近５年間の平均をもかなり下回る作

柄となっている。 2002年度は１月中旬までは目立った

赤潮は発生しておらず，栄養塩不足は梅雨期も含む夏

以来の降雨が少なく，河川からの栄養塩供給が少なか

ったためであり，１月中旬からのノリの色落ちは乏し

い栄養塩をノリが消費したことが原因と考えられてい

る （乙第3006号証）としているように，有明海に陸。」

域から供給される栄養塩が夏期以降少なかったことが

報告されている。

大牟田地域での平成 14年度のノリ不作の原因につい

ては，第２号事件申請人自らも認めているとおり，当

該海域は河川から離れていて，栄養塩供給が少ない海
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域であり，植物プランクトンによる栄養塩の取込みの

影響を強く受けた同年の少雨による栄養塩の流入負荷

量不足が原因と考えるべきである。

ｲ 諫早湾干拓事業とノリ生産量の変動との関係

(ｱ) 諫早湾干拓事業の潮汐・潮流への影響とノリ生産量

との関係

潮差（年平均）では，昭和 54年に極大値をとった後

に減少傾向で推移し，同 61年に極小値をとった後に増

， ，加傾向で推移し 平成７年に再度極大値をとっており

， ，周期的に増減を繰り返しているのに対し 透明度では

1970年代，1980年代に上昇傾向が見られたものの，199

0年代に入ってからは，透明度の上昇傾向は鈍化してい

る。一方，赤潮の発生件数及び延べ日数が 1990年代に

， ， ，大きくなったことから 潮汐の変化が 透明度の上昇

，さらには赤潮の発生増大をもたらしたとは言えないし

ノリ不作が見られる平成 12年度に潮汐や透明度が他の

年と比較して特異であったものでもない。

(ｲ) 調整池の排水に伴う負荷とノリ生産との関係

調整池からの排水に伴う負荷量は，有明海全体に陸

域から流入する負荷量の２％程度で，極めて小さなも

のであり，諫早湾内でさえも，ＣＯＤ，Ｔ－Ｎ，Ｔ－

Ｐ等の水質の観測値に堤防締切前後で変化は見られな

い。

また，潮受堤防からの排水の影響範囲は，排水量の

大きさ，排水の時間帯，潮時などの影響を受けるもの

の，諫早湾の湾央部から内側の範囲内にとどまり，諫
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早湾の湾口部，更には有明海湾奥のノリ漁場にまで達

するものではない。

(2) タイラギ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

ｱ 底質の細粒化・ヘドロ化

有明海湾奥では，長期的に底質の細粒化が進んでいる

状況が見られるが，干拓事業により有明海湾奥や熊本県

荒尾沖の潮流が減少したとの事実はなく，むしろ，有明

海に流入する河川から供給される土砂が，量的には減少

し，質的には細粒化するなど，長期的に変化しているこ

とが原因となっている蓋然性が高いというべきである。

また，ヘドロの堆積についても，干拓事業の環境モニ

タリングによる諫早湾口の底質・底生生物調査の結果で

は，堤防締切前後で粒度組成や硫化物等に経年的な変化

は見られず，ほぼ横ばいで推移しており，底生生物につ

いても個体数，種類数及び多様度指数に経時的な変化は

見られないから，諫早湾から更に離れた有明海湾奥や熊

本県荒尾沖で，干拓事業が原因でタイラギの生息環境が

悪化していることは考えられない。

ｲ 貧酸素水塊の発生

有明海湾奥海域の佐賀県及び福岡県海域での酸素飽和

度の経年変化を，浅海定線調査データにより堤防締切前

後で比較すると，佐賀県，福岡県のいずれの海域でも，

酸素飽和度に経年的に明らかな変化傾向は見られない。

ｳ 潮流の変化

申請人Ａ 10及び同Ａ 11は，平成４年に潮流が減少した

と述べるが，その当時は，潮受堤防の試験施工を行って
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いる段階であり，その原因を干拓事業と結びつけること

はできない。

堤防締切による潮流の流速流向の変化についても，開

，門総合調査で数値シミュレーションによる検討が行われ

有明海湾奥では，潮流の流向・流速の変化はほとんど見

られず，干拓事業の環境モニタリングでも，諫早湾外で

は観測時によるばらつきが見られ，流速が減少した地点

も増加した地点もあるから，一定の変化傾向は見られな

い。

ｴ 採砂地における採砂

諫早湾口部（B4， B5， S10地点）での底生生物の出現個

， （ ）体数の経年変化を見ても 採砂の期間 平成３年～10年

中とその前後との比較で，底生生物の個体数や多様性が

低下する傾向は見られない（乙第 3007号証）から，採砂

の影響が有明海湾奥部のタイラギやアサリを含む底生生

物に及んだとは考え難い。

ｵ 立ち枯れ斃死等

水産庁が平成 13年度ないし 15年度に実施した行政対応

特別研究「有明海の海洋環境の変化が生物生産に及ぼす

影響の解明 （乙第3158号証）は，タイラギの生産阻害要」

因に関して次の５つの事項を指摘しており，現時点での

最新の研究成果をもってしても，タイラギ漁獲量の減少

の要因が特定されてはいない。

① 平成 11年以前の減少要因は，底質の細粒化と過重な

漁獲圧が主因

② 平成 12年以降はタイラギの立ち枯れから判断して漁
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獲圧以外に減少要因

， ， ，③ その要因を広範に検討した結果 貧酸素水塊 大雨

食害，寄生虫，感染症などに疑いが持たれた。

④ ただし，特定の要因だけでタイラギの広域的な斃死

状況を説明することは困難。複合的な要因で発生。海

域により斃死原因が異なる可能性。

⑤ 稚貝は，砂～砂泥の海底に高密度な発生（着底）が

見られるが，シルト，粘土が堆積した海底にはほとん

ど見られない。底質の状態が着底後の生育に大きな影

響を与える。底質の細粒化は稚貝の発育不良，資源の

減少の一因。

(3) アサリ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

ｱ 底質の変化

諫早湾干拓事業の環境モニタリングによる諫早湾口の

底質・底生生物調査の結果では，堤防締切前後で，粒度

組成や硫化物等に経年的な変化は見られず，ほぼ横ばい

で推移しており，底生生物についても個体数，種類数及

び多様度指数に経時的な変化は見られないから，諫早湾

から更に離れた有明海湾奥で，干拓事業が原因でアサリ

の生息環境が悪化しているとは考えられない。

有明海湾奥では，長期的に底質の細粒化が進んでいる

状況が見られるが，有明海湾奥の潮位差が経年的に減少

しているという事実はないから，細粒化の原因を潮位差

，の減少による潮流流速の低下に求めるのは不適切であり

有明海に流入する河川から供給される土砂が，量的には

減少し，質的には細粒化するなど，長期的に変化してい
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ることが原因となっている蓋然性が高いといえる。

ｲ なお，ノリ第三者委員会の最終報告書では 「二枚貝減，

少の共通の要因として底質の変化があるようである。た

， ， ，だ その詳細については必ずしも明らかではなく 特に

， 。」 。汚染の推移については 不明な点が多い とされている

(4) クチゾコ漁業被害と諫早湾干拓事業との関係

諫早湾干拓事業の環境モニタリングでは，堤防締切前後

で諫早湾の海域の底質の粒度組成や硫化物等に経年的な変

化は見られず，ほぼ横ばいで推移しており，底生生物につ

いても個体数，種類数及び多様度指数に経時的な変化は見

られないから，諫早湾から更に離れた島原沖のクチゾコの

生息環境が悪化しているとは考えられない。

長崎県，有明町及び島原市でのクチゾコ漁獲量には，堤

防締切前後で大きな変化はなく，堤防締切の影響が見られ

ない。また，工事の中断した平成 13年には，有明町や島原

市の漁獲量が減少しており，工事中断により漁獲量が増大

したとの申請人らの主張は成り立たない。

なお，クチゾコ漁獲量が減少した 1990年代前半は，雲仙

普賢岳の火山活動期とほぼ一致しており，土石流などの漁

場への流入がクチゾコの漁獲量に影響を与えている蓋然性

が高い。

第３章 当裁定委員会の判断

第１ 争点１（漁業被害）について

１ ノリ養殖

(1) ノリ生産動向

ｱ 有明海でのノリ生産の推移
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専門委員報告書によれば，有明海沿岸４県のノリ養殖

， ，は 1950年代の人工採苗技術の開発による生産の発展や

1960年代の冷凍網の導入， 1960年代後半から 1970年代に

かけての多収性品種の導入及び 1980年代の酸処理の実用

化による生産の安定化が図られてきたこと，各年代のノ

リの生産量をその共販枚数のピーク値で見ると， 1950年

代には約４億枚であったものが， 1960年代に 15.6億枚，

1970年代に 32.6億枚， 1980年代には 35.6億枚となって，

一時，その伸びが小さくなる傾向も見られたものの，199

0年代前半に再び伸びが大きくなり，平成６年には41.4億

， ， ，枚となって 40億枚の大台に乗り 同13年には44.1億枚

で過去最高枚数を記録したこと，生産量の推移を５年間

の移動平均で長期的に見ると，福岡県では同５年頃を境

に減少の傾向に，佐賀県では同８年頃を境にやや減少の

傾向に，熊本県では同８年頃を境としてほぼ横ばいの傾

向に，いずれもそれまでの増加傾向から転じたと見られ

ること，もっとも，ノリ生産は，生物による自然界での

生産であって，気象等の環境要因に左右される部分が大

きく，地域的，経年的にかなりの変動があることが認め

られる。

これらの事実によれば，地域的，経年的にかなりの変

動があるとはいえ， 1950年代からの増加は種々の養殖技

術の導入による部分が大きいといい得る。従って，近年

の豊凶を判断する際にも，できるだけ長期的な動向を踏

まえて検討することが相当と考えられるものの，ノリ生

産に関しては，種々の養殖技術の導入による増加の面が
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あることに鑑み， 1980年代に酸処理が実用化され，これ

が普及定着したと考えられる平成以降の動向を中心に検

討するのが相当である。

なお，甲イ第２，第 10，第 15号証，甲ロ第７号証の１

ないし 14によれば，ノリの漁期は，概ね 10月頃から翌年

２，３月頃までであることが認められる。

ｲ 地区別のノリ生産の推移等

申請人らは，生産金額の低下も損害であると主張する

のに対し，被申請人は，価格（単価）の上下には，その

時々の需給状況や経済状況が反映されるから，被害の把

握は，生産金額ではなく，生産数量の減少をもって行う

べきであると主張する。確かに，価格の変動には，その

時々における需給や経済の状況が反映するから，漁場環

境との関係を把握しにくいことは否めず，漁場環境との

関係をより直截に反映する生産数量で把えるのが簡明で

ある。しかし，民事上の損害は，一般に加害行為がなか

った場合のあるべき利益状態と加害行為がされた場合の

利益状態との差であると考えられるところ，品質の変化

も価格や生産高（ 生産量と価格を乗じたもの」をいう。「

以下同じ ）に反映されるから，それらの差もまた損害と。

なり得るものというべきである。現に甲ロ第 13号証の４

によれば，平成 14年度のノリの単価は，対前年度比で，

東日本の合計ではほとんど変わらず，瀬戸内の合計での

低下率は３％余りにとどまるのに対し，有明海沿岸４県

での低下率は１，２割に及ぶことが認められるのであっ

て，このような単価の低下は，需給状況や経済状況の反
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映ではなく，むしろ品質の違いによる部分が大きいと理

解するのが合理的といえる。

そこで，ノリの生産量及び生産高の両面から被害の有

， ，無を検討することとするが ノリの生産量及び生産高は

生産される年によって相当変動するものの，前記のとお

り近年の豊凶を判断する際には平成以降の動向を中心に

検討するのが相当であるから，その年におけるノリの生

産量及び生産高のいずれもが平成年代におけるその通常

の変動の範囲内にとどまる場合は，被害（不作）が発生

したとはいえず，そのいずれもが同範囲を超えて低下し

， （ ） 。た場合には 被害 不作 が発生したというべきである

また，生産量だけが同範囲を超えて低下した場合（生産

高は変動幅の範囲内）には，生産量の減少が漁場環境の

影響をより直截に反映すると考えられるゆえ，漁業被害

（不作）の発生が推定されるものの，生産高が変動幅の

範囲内にとどまった原因が漁場環境やそれに伴う需給状

況の反映によるものと認められるときは，被害と同一の

原因により利益を受けた結果，損害が存しないことに帰

するというべきである。逆に，生産高だけが同範囲を超

えて低い場合（生産量は変動幅の範囲内）には，当然に

は漁業被害（不作）を肯定し得ないが，生産高の減少が

品質の低下によるものと認められるときは 漁業被害 不， （

作）が発生したと解すべきである。

そこで，生産量及び生産高をノリ共販による実績から

見ると，申請人らが所属する地区のノリ共販によるノリ

共販枚数 共販金額及び単価は 既に見たように別紙 ノ， ， 「
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リ共販実績（地区別 」記載のとおりである。また，第２）

号事件申請人らのノリの個別生産枚数，金額（第２号事

件申請人ら分の枚数及び金額は，いずれも，一小間当た

。 。） ， ，りのものである 以下同じ についてみると 甲イ第１

第２，第６，第７，第 10，第 12，第 13，第 15，第 16号証

及び審問の全趣旨を総合すれば，別紙「申請人別ノリ生

産状況」記載のとおりであることが認められる。

そして，これらと既に見た有明海でのノリ生産の推移

を総合すれば，次のようにいえる。

(ｱ) 福岡県柳川・大川地区

柳川・大川地区では，平成３年度までは枚数，金額

とも増加傾向にあったが，その後は同 12， 13年度を除

き枚数はほぼ横ばいで，金額はやや低下傾向にある。

同 12年度は，枚数，金額共に低下が著しく，同 13年度

は一転して枚数は過去最高，金額は第２位の高い水準

となった。同 14年度は，枚数は平成以降の変動幅の範

囲内にあり，金額は 57億 8500万円で，それよりやや低

い水準にあるが，同12年度に次いで少ない同２年度が6

1億 8800万円（百万円未満の端数を四捨五入。以下，地

。） ，区別の生産金額については同じ であることからして

なお変動の範囲内にあるといい得る。

申請人Ａ１，同Ａ２及び同Ａ３についても，平成 12

年度には，枚数，金額共に大きく低下した。同 14年度

は，申請人Ａ１については，平成以降の変動幅の中で

枚数，金額とも，むしろやや高い水準にある。また，

申請人Ａ２については，平成以降の変動幅の中で，枚
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数はやや高い水準に，金額は 70万円（１万円未満の端

数を四捨五入。以下，第２号事件申請人ら各人の一小

間当たりの生産金額について同じ ）で，それよりやや。

低い水準にあるが，同 12年度に次いで少ない同９年度

が 80万円であることからして，なお変動の範囲内にあ

るといい得る。さらに，申請人Ａ３については，枚数

は平成以降の変動幅の中にあるが，その金額は 63万円

で，変動幅を超えて低く，同12年度に次いで低い同

11年度の 87万円よりも更に３割近く低いものである。

もっとも，柳川・大川地区全体の生産金額が変動の範

囲内にあるといい得る中にあって，同地区に属する同

申請人につき，これほどの低下が生じるべき特別の理

由は必ずしも判然としない。

， ， ，従って 申請人Ａ１ 同Ａ２及び同Ａ３については

平成 12年度の漁業被害（不作）は認め得るが，同 14年

度はこれを認めるに足りない。

(ｲ) 福岡県大和・高田地区

大和・高田地区については，福岡県全体と同様に平

成５年頃をピークに枚数，金額ともやや低下傾向にあ

るが，同 10， 11年度は，平成以降の変動幅の範囲内に

ある。そして，同 12年度は枚数，金額共に低下が著し

いが，同 13年度は一転して枚数は史上３番目，金額も

高めの水準となった。また，同 14年度は，枚数，金額

共に同 12年度に次いで低い同２年度に比べても低い水

準にある。

申請人Ａ４についても，平成 12年度は枚数，金額と
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も大きく低下し，同 14年度も，枚数，金額とも低い水

準にある。他方，同 10， 11年度は，枚数及び金額共に

平成以降の変動幅の範囲内にあり，同 13年度はむしろ

高い水準にあるといえる。

従って，同申請人については，平成 12年度及び 14年

度の漁業被害（不作）は認め得るが，同 10， 11， 13年

度は，これを認めるに足りない。

(ｳ) 福岡県大牟田地区

大牟田地区については，枚数，金額とも，平成元年

， ，度頃から10年度にかけては ほぼ横ばいで推移したが

その後同 11年度には枚数は 8900万枚（百万枚未満の端

数を四捨五入。以下，地区別の生産枚数については同

じ ，金額は10億 6900万円で，同12年度に次いで低い。）

同２年度の１億 0400万枚，同 10年度の 12億 0300万円と

比べてもやや低い水準にある。そして，同 12年度には

大きく低下し，同 13年度にはやや持ち直したものの，

同 11年度の水準を多少上回る程度で豊作には至らず，

同14年度には再び低下した。

申請人Ａ５については，平成５年度から 10年度にか

けて，枚数，金額共に，ほぼ横ばいで推移したが，そ

の 後 同 11年 度 に か け て ,金 額 の 低 下 は や や 小 さ め な が

， （ 。ら 枚数は５万3000枚 1000枚未満の端数を四捨五入

以下，第２号事件申請人ら各人の一小間当たりの生産

金額について同じ ）で同12年度に次いで少ない同６年。

度の６万 4000枚と比べても減少し，同 12年度には大き

く減少した。そして，同 13年度は回復したものの，平
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年をやや下回る水準までで，豊作には至らず，同 14年

度には，再び減少した。

従って，同申請人については，平成 11， 12， 14の各

年度の漁業被害（不作）は認め得るが，同 10， 13年度

は，これを認めるに足りない。

(ｴ) 佐賀県南川副地区

南川副地区については，枚数は，平成元年度から５

年度にかけては緩やかな増加傾向にあったが，その後

は，概ね横ばいで推移している。金額は，同元年度な

いし 15年度を通じて，変動幅は大きいものの，概ね横

ばいで推移している。そして，同 12年度には，枚数，

金額共に大きく低下したが，同 13年度には枚数は過去

最高，金額は過去第２位の豊作となった。また，同 14

年度には，枚数，金額共に同 13年度に比べて低下はし

たが，枚数は平年度並み，金額は同４年度と並ぶ水準

にあるといい得る。

申請人Ａ７及び同Ａ８については，平成 12年度に枚

数，金額とも大きく低下したことを除けば，同 14年度

に金額がやや低下したことを含め，平成以降の変動幅

の範囲にある。

申請人Ａ９については，平成 12年度に枚数，金額と

も大きく低下したことを除けば，平成以降，枚数，金

額とも，概ね横ばい傾向にある。

， ， ，従って 申請人Ａ７ 同Ａ８及び同Ａ９については

平成 12年度の漁業被害（不作）は認め得るが，同 14年

度は，これを認めるに足りない。
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(ｵ) 熊本県荒尾地区

， ， ，荒尾地区については 熊本県全体とは異なり 枚数

金額とも平成４年頃から低下傾向にある。それでも，

枚数，金額とも，同 12年度には更に低下し，同 13年度

に従前の水準に回復したものの，同 14年度には再び低

下した。その同 14年度の水準は，同４年頃から低下傾

向の延長上にあるようにも見えるが，同 13年度には，

同 10， 11年度を上回る水準にまで持ち直していたこと

からすると，同 10， 11年度頃からは，長期的な低下に

は，やや減少速度の減少が生じたとも見得るものの，

同 14年度には長期的な傾向よりも大きな低下が生じた

ものといえる。

申請人Ａ 15については，平成５年度から 14年度にか

けて，枚数，金額とも，概ねやや低下傾向にあるが，

同 12年度の枚数及び金額の低下は大きい。また，同 13

， ，年度には従前の水準に回復したものの 同14年度には

枚数はやや減少し，金額は大きく低下した。なお，平

成 14年度の有明海沿岸４県でのノリ単価の低下は，品

質の違いによる部分が大きいと解し得ることについて

は，前に見たとおりである。

従って，同申請人については，平成 12， 14年度の漁

業被害（不作）を認められる。

(2) 漁業被害

以上にみたとおり，申請人Ａ１，同Ａ２，同Ａ３，同Ａ

７，同Ａ８及び同Ａ９については，平成 12年度の漁業被害

（ ） ， ，不作 は認め得るが 同14年度はこれを認めるに足りず
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申請人Ａ４については 同12年度及び14年度の漁業被害 不， （

作）は認め得るが，同 10， 11， 13年度は，これを認めるに

足りず，申請人Ａ５については，同 11， 12， 14年度の漁業

被害（不作）は認め得るが，同 10， 13年度は，これを認め

るに足りず，申請人Ａ 15については，同 12， 14年度の漁業

被害（不作）を認め得るのである。

また，第３号事件申請人については，被害（不作）が広

域に及んだ平成 12年度だけでなく，同 14年度についても，

漁業権を有する大和・高田地区及び大牟田地区の分につき

被害を肯認し得る。

２ タイラギ漁業

(1) 漁業生産量

ｱ 福岡県，佐賀県及び熊本県のタイラギ漁獲量の推移

有明海での県別のタイラギ漁獲量の推移は，既に見た

別紙「漁業生産量（県別 」記載のとおりである。ただ，）

甲イ第３，第４，第 11，第 14号証並びに申請人Ａ 11及び

同Ａ 17の各供述によれば，タイラギの漁期は 11， 12月か

ら翌年３月頃までで，年を挟んでいることが認められる

一方，漁業統計は暦年集計であるから，漁期には対応し

ていないことに留意する必要がある。

上記の推移によると，福岡県及び佐賀県のタイラギ漁

獲量は，数年周期で増減を繰り返す傾向があるものの，

昭和 54年（福岡県 2913ｔ，佐賀県１万 2307ｔ）をピーク

に大きく減少し，その後は，ピークも，同 61年前後には

福岡県 1200ｔ，佐賀県 2129ｔ，平成元年から３年にかけ

ては福岡県1430ｔ，佐賀県2976ｔ（平成３年の漁獲量 ，）
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同８年前後は福岡県 1490ｔ，佐賀県 2245ｔで，昭和 50年

代のものに比べてかなり小さくなり，その間の年でも100

0ｔに満たない年がほとんどになってはいたものの，なお

平成11年までは100ｔに満たない年はほとんどなかったの

である。なお，専門委員報告書及び乙第 25号証と審問の

全趣旨を総合すれば，福岡県及び佐賀県では，同 11年度

以降のタイラギの資源量の激減を受けて同 13年度から２

年間操業を中止し，同 15年に再開したものの，漁獲量は

福岡県185ｔ，佐賀県88ｔという低い水準であったことが

認められる。

他方，熊本県のタイラギ漁獲量は，昭和 55年の 9300ｔ

をピークに大きく減少し，同60年からは平成９年の246ｔ

と同 10年の 103ｔを除き， 100ｔに満たない状態が続いて

きたといえる。

ｲ 申請人らの漁獲量の推移

(ｱ) 申請人Ａ６

甲イ第 17号証によれば，申請人Ａ６は，平成７，８

年度はタイラギの漁獲があったものの，同９年度から

14年度まで全く漁獲がない状態になったことが認めら

れる。

もっとも，平成９年度から全く漁獲がなくなったと

の点については，既に見た別紙「漁業生産量（市町村

別 」と職第５号証の21ないし23，甲イ第17号証（同申）

請人の陳述書 ，甲イ第3142号証及び甲ロ第８号証の９）

ないし 11を総合すれば，同申請人所属の三里漁業協同

組合が位置する大牟田市のタイラギ生産量が零となっ
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たのは，同 12年から 14年にかけてのことであること，

福岡県及び佐賀県の水産研究機関がそれぞれ行ったタ

イラギ資源量ないし生息分布の調査では，同９年秋の

時点では，大牟田沖でまだ相応の資源量が確認された

こと，もっとも，同 10年秋にはそれが減少し，同 11年

秋になると，漁獲対象となる１歳以上の貝はほとんど

確認されず，漁獲対象資源量は極めて低い水準にあっ

たと思われると報告されていることが認められる。こ

のような事実は，同申請人が操業した漁場での資源量

や漁獲量そのものを示すものではないが，同９， 10年

度にはまだ漁獲が可能であったことを示しているもの

ということができる。従って，同申請人の陳述書（甲

イ第 17号証）のいう平成９， 10年度の漁獲不能につい

ては，漁業資源の減少以外の原因による可能性もある

と見るべきである。

他方，平成 11年度は福岡県及び佐賀県の水産研究機

関による前記調査により，同 12年から 14年（暦年）ま

では前記漁業生産統計（別紙「漁業生産量（県別 ））」

により，それぞれ漁獲が得られていない状態にあった

と認め得る上，同 14年度は同 13年度に引き続き資源の

減少から福岡・佐賀両県全体で操業を中止したことも

既に見たとおりであるから，いずれも，漁業被害（不

漁）を肯認することができる。

(ｲ) 申請人Ａ10及び同Ａ11

「 （ ）」 ，既に見た別紙 漁業生産量 市町村別 と甲イ第３

第 14号証，第 3141号証の１ないし５を総合すれば，申
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請人Ａ 10は，平成８，９年度まではタイラギの漁獲を

得たが，同 10年度は，ほとんど漁獲が得られる見込み

がないとしてタイラギ獲りを止めたこと，同Ａ 11は，

平成８，９年度までは漁獲を得たが，同 10年度はほと

んど漁獲が得られなかったこと，大浦漁業協同組合で

は，同 11年度ないし 14年度には，タイラギ漁獲量が得

られない状態であったことが認められ，また，福岡県

及び佐賀県では，同 11年度以降の資源量の激減を受け

て，同 13年度から２年間，操業を中止したことは，既

に見たとおりである。従って，同９， 10年度の申請人

Ａ 10と同Ａ 11のタイラギ漁獲量については，全証拠に

よっても，判然としないものの，同 11年度ないし 14年

度については，両申請人ともタイラギの漁獲を得られ

ない状態であったとの事実が認められる。

(ｳ) 申請人Ａ16及び同Ａ17

甲イ第４，第 11号証及び申請人Ａ 17の供述を総合す

れば，申請人Ａ 16及び同Ａ 17は，いずれも，平成９，

10年度にはタイラギの漁獲が得られたが，同 11年度な

いし 14年度には，漁獲がほとんど又は全く得られない

状態にあったことが認められる。

(ｴ) 第３号事件申請人

福岡県及び佐賀県では，平成 11年度以降のタイラギ

資源量の激減を受けて，同 13年度から２年間，操業を

中止したことは，既に見たとおりである。

(2) 漁業被害

以上によると，タイラギ漁獲量は数年周期で増減を繰り返
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す傾向があり，しかも，長期的に減少傾向にあるといわざる

を得ないとはいえ，これまで４期にわたって漁獲が得られな

いか又はほとんど得られない状態に至ったということはない

から，有明海湾奥部海域を操業場所とする申請人Ａ６，同Ａ

10及び同Ａ11が，平成11年度から14年度までの４期にわたっ

て漁獲が得られないか又はほとんど得られない状態となった

ことは，漁獲が従前の変動傾向を超えて低下したということ

になって，漁業被害（不漁）を肯定し得る。また，有明海湾

奥部海域について漁業権を有する第３号事件申請人について

も，同様に上記期間のうち申請があった同13，14年度につき

漁業被害（不漁）を肯定し得る。

一方，熊本県海域を操業場所とする申請人Ａ16及び同Ａ17

については，熊本県海域では，既に昭和60年から，平成９，

10年頃に100ｔを超える漁獲が得られたことを除き，漁獲量

が極めて少ない状況が続いていたところである。また，乙第

3006号証（ノリ第三者委員会最終報告書）によれば，熊本県

のタイラギ漁獲量については 「熊本県では1980年代半ばか，

ら （中略）漁獲が見られていない 」とされ（中略部分は， 。

長崎県に関する記述である ，専門委員報告書においても。）

「熊本県では1980年代半ばからほとんど漁獲が見られず」と

されていることが認められる。従って，熊本県については，

1980年代半ばからという長期的な傾向として，漁獲量がほと

んどない傾向にあったということは否めず，その中で，ほと

んど又は全く漁獲が得られないことになったとしても，平成

11年度以降の漁業被害の発生を肯定することは困難であると

いわざるを得ない。
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３ アサリ漁業

福岡県のアサリ漁獲量は，既に見た別紙「漁業生産量（県

別 」記載のとおりである。）

これによれば，福岡県では，昭和 58年の５万 7789ｔをピー

クとして，平成元年にかけて725ｔまで大幅に減少したこと，

その後は，同９年の堤防締切前後を通じて概ね 2000ｔを下回

る水準で推移したこと，また，同13， 14年にかけては300ｔ前

後というかつてない低水準となったが，同 15年には同元年な

。いし５年当時の水準を上回る状態に復したということになる

以上によると，平成 15年には回復したとはいえ，同 13， 14

年にかけての漁獲水準は極めて低く，これは，これまでの長

期的な漁獲量の変動幅を超えて低い水準にあるということに

なるから，同 13， 14年については，漁業被害（不漁）があっ

たと認められる。

４ クチゾコ漁業

(1) 漁業生産量

ｱ 申請人Ａ12，同Ａ13及び同Ａ14のクチゾコ漁

甲イ第５号証，第５号証の２，第８，第９号証並びに

申請人Ａ 14の供述に審問の全趣旨を総合すれば，申請人

Ａ 12は，諫早湾沖から長崎県布津町沖にかけての島原半

島に沿った有明海中央部（別紙「被害場所図２の９」の

） ，着色部分 で11月から翌年４月頃までクロクチゾコ漁を

同Ａ 13は，長崎県有明町沖から長崎県布津町沖にかけて

の島原半島に沿った有明海中央部（別紙「被害場所図２

」） ， ，の10 で 11月から翌年３月頃まではクロクチゾコ漁を

４月頃から６月頃まではアカクチゾコ（イヌノシタ）漁
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を，同Ａ 14は，同Ａ 13と同様の海域（別紙「被害場所図

２の11 ）で11月から翌年１月頃までクロクチゾコ漁を，」

それぞれ行ってきたことが認められる。

ｲ 長崎県のクチゾコ漁業生産動向等

申請人Ａ 12所属の有明町漁業協同組合が所在する長崎

県有明町，申請人Ａ 13及び同Ａ 14所属の島原漁業協同組

合が所在する島原市並びにこれらを含む長崎県でのクチ

ゾコほかウシノシタの漁獲量は，既に見た別紙「漁業生

産量（県別 」記載のとおりである。なお，クチゾコにつ）

いても，漁期が 11月から翌年１月ないし６月頃までで，

， ，年を挟んでいるのに対し 漁業統計は暦年集計であって

漁期には対応していないことに留意する必要がある。

， ，これによると クチゾコを含むウシノシタの漁獲量は

長崎県では，昭和59年の445ｔをピークに平成６年にかけ

て 79ｔにまで減少したが，その後は概ね 110ｔないし 130

ｔ前後と同４，５年の水準でほぼ横ばいで推移している

ところ，長崎県有明町では，昭和 62年の 81ｔをピークに

平成６年にかけて５ｔにまで減少し，その後は概ね 10ｔ

ないし 20ｔ前後で，これよりやや高い水準でほぼ横ばい

に推移し，島原市では，昭和61年の246ｔをピークに平成

６年にかけて 47ｔにまで減少し，その後は概ね 60ｔない

し 80ｔ近くで，これよりやや高い水準でほぼ横ばいで推

移していること，同３年から４年にかけての島原市での

漁獲量は半減であるが，同市より諫早湾に近い有明町で

はこの間１割余り逆に増加していること，なお，島原市

及び有明町のウシノシタの漁獲量は，長崎県全体の約 75
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％を占めていることが認められる。

ｳ 申請人らの漁獲量の推移

， ， ， ，甲イ第５号証 第５証の２ 第８ 第９号証によれば

当該各申請人の漁獲量が別紙「申請人別クチゾコ生産状

況」記載のとおりであることが認められる。

そして，これらの漁獲量の推移を見ると，申請人Ａ 12

については，平成３年度から９年度にかけてほぼ直線的

に減少の途をたどり，その後同 13年度に僅かに増加した

ことを除き横ばいというものであるが，この傾向は，同

６年に落ち込みが見られず，同９年度以降，同４，５年

当時の水準より低い状態のまま推移し，同 12年度から 13

年度にかけて一時的な増加を示した点において，同６年

に落ち込みがあったものの，その後は概ねそれより高い

水準で推移し，同 12年度から 13年度にかけて一時的な減

少を示したという有明町や長崎県の傾向とはやや異なる

ものである。

また，申請人Ａ 13については，平成３年度から７年度

にかけてはやや増加傾向にあったのが，同８年度から９

年度にかけて大きく減少し，その後同 11年度に堤防締切

前年度を上回る水準に回復したものの，その後は減少傾

向となり，その中でも，同 13年度には一時僅かな増加が

見られたというものであるが，この傾向は，同６年に落

ち込みが見られず，同 12年度から 13年度にかけて一時的

な増加を示した点において，それと逆の傾向を示した島

原市や長崎県の傾向とはやや異なるものである。

さらに，申請人Ａ 14については，平成元年度及び５年
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度は落ち込みはしたものの，全体的に昭和 63年度から平

成７年度にかけて増加傾向にあったのが，その後減少傾

向に転じ，同 10年度から 12年度にかけてと同 14年度にや

や大きく落ち込んだというものであるが，この傾向は，

同６年に落ち込みが見られず，同７年度から 12年度にか

けて減少の一途をたどり，同 13年度において一時的な増

加を示した点において，昭和 60年前後頃から平成６年頃

にかけて減少の途をたどり，その後は平成４，５年頃の

水準でほぼ横ばいにあったが，同 13年度には僅かに減少

したという島原市や長崎県の漁獲量の傾向とはやや異な

るものである。

また，甲イ第５，第９，第 10号証によれば，上記の申

請人３人については，他の魚種も漁獲の対象としている

ことが認められるのであって，クチゾコ漁に向けた漁獲

努力の度合いが年度により異なることが想定されるので

ある。

従って，上記申請人３人の漁獲量の変動は，漁業資源

の変動以外の要因による影響を含む可能性があると考え

ざるを得ず，申請人らが主張するこれら漁獲量データか

ら直ちに漁業被害の有無及び程度を判断することには困

難があり，関係地域の漁業生産量の統計から変動を把え

ることとする。

(2) 漁業被害

既に見たところによれば，長崎県などのウシノシタの漁

獲量は，諫早湾干拓工事の着工前である昭和 60年前後頃か

ら平成６年頃にかけて減少の一途をたどり，その後は上記
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申請人３人のデータと関係地域のデータとが存する同 14年

度にかけて，同４，５年頃の水準でほぼ横ばいにあったも

のの，長期的に見れば，同４，５年頃の水準自体もかなり

低いものであるということができるから，同９年ないし 14

年にかけては，漁業被害（不漁）の発生が認められる。

第２ 争点２（有明海を巡る各種環境要因の相互関係）について

申請人らは，有明海を巡る各種環境要因が複雑に絡み合っ

ているため，諫早湾干拓事業を起点として生じた自然条件の

，変化が有明海の各種環境要因にスパイラル的な悪影響を与え

これが漁業被害をもたらしたとして，環境要因に相互影響関

係があることを強調して主張する。他方，被申請人もまた，

その引き金となる要因は異なり，また，一層多くの因子の複

雑な関与を強調するものの，有明海の環境要因が複雑に絡み

合って，漁場環境に影響をもたらすとの点では，申請人らと

共通した主張をしている。

そこで，検討すると，もとより原因と結果の結びつきにつ

いては，その強弱に差異があるのは当然であり，一つには，

その原因因子が欠ければその結果が生じることはあり得ず，

その結果の発生が肯定されれば原因因子の存在も推定し得る

ほどの特異性があり，従って，原因因子と結果の相互間に必

要十分関係が成り立つほどの強い関係が認められるという場

合がある。しかし，本件で問題とされているのは，赤潮を例

にとれば，有明海では，諫早湾干拓事業着手前にも既に発生

することのあった赤潮が，着手後，特に潮受堤防の締切後に

多発化，長期化，大規模化してどの程度一層深刻なものとな

ったか，それには諫早湾干拓事業がどの程度影響したかとい
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う点である。それらの点を含めて，本件を判断するに当たっ

， ，ては 諫早湾干拓事業着手前には全く存在しなかった事象が

諫早湾干拓事業着手後，干拓事業により発生するようになっ

たかどうかという点にとどまらず，干拓事業によってその事

象がどの程度増悪したかという質的，量的な要素に対する具

体的な検討，判断が不可欠となる。そのためには，具体的事

実関係を踏まえて，詳細かつ具体的な検討を行う必要がある

ことから，環境要因の相互関係という問題については，ひと

まず措くこととして，因果関係の立証は，一点の疑義も許さ

れない自然科学的証明ではなく，経験則に照らして全証拠を

総合検討し，特定の事実が特定の結果の発生を招来した関係

を是認し得る高度の蓋然性を証明することであり，その判定

は通常人が疑を差し挟まない程度に真実性の確信を持ち得る

ものであることを必要とし かつ それで足りるとされる 最， ， （

判昭和50年 10月 24日・民集 29巻９号 1417頁）との見地から，

以下，個別の因果関係について，具体的な検討を加えること

とする。

第３ 争点３（有明海の環境要因の変化と諫早湾干拓事業との関

係）について

１ 潮汐

(1) 潮汐振幅の変化

ｱ Ｍ 分潮の振幅の減少2

，甲イ第3114号証の１及び参考人宇野木の供述によれば

Ｍ 分潮は，潮汐を構成する周期成分のうち，周期を12.422

，時間とする月の起潮力による最も大きなものであること

有明海湾口の口之津と有明海湾奥の大浦におけるＭ 分潮2
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（ただし，乙第 3035号証との対比によれば，この値は，

月の公転軌道が 18.6年周期で変化することに起因する長

周期変動を除いた値であると認められる ）の振幅は，昭。

和 63年から平成 11年にかけていずれも減少傾向にあった

こと，減少幅としては大浦における方が大きいことが認

められる。

2しかし，甲イ第3026号証，乙第3035号証によれば，Ｍ

分潮の減少は，諫早湾干拓工事の開始前の昭和56,57年頃

からも見られた現象であることが認められる。また，大

浦における潮汐振幅は，口之津におけるものよりも増幅

される関係にあることは，次に検討するとおりである。

従って，口之津と大浦の各減少幅に差があることの原

因を，直ちに諫早湾干拓工事に求めることは合理的とは

いい難い。

ｲ Ｍ 分潮の増幅率の減少2

(ｱ) 次にＭ 分潮の増幅率の減少との関係で検討すると，2

甲イ第 3026ないし第 3028号証，第 3114号証の１及び３

並びに参考人宇野木の供述によれば，参考人宇野木の

意見の概要は，次のとおりである。

a 有明海における潮汐の減少が外海の潮汐減少によ

って生じたとすれば，有明海の固有周期は変わらな

いから，増幅率（口之津におけるＭ 分潮振幅の３年2

間移動平均値に対する大浦のそれの比）は一定であ

る。現に諫早湾干拓事業開始前と堤防締切後の両期

間のＭ₂分潮の増幅率は共にほとんど一定である。

なお，ここでいうＭ 分潮振幅は，月の公転軌道の2
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変化に起因する成分を含まない値である。

b 外海潮汐振幅の減少の効果による大浦でのＭ₂分潮

の振幅減少量は，口之津での同減少量に増幅率を掛

けて求めることができる。

大浦での振幅減少量から外部効果分を引いた残り

が，有明海の内部地形変化と平均水深増加の効果に

よるものである。

水深増加の効果による分は，データ解析のみでは

分離できないから，水深と水深の変化量，分潮周期

との関係から計算により求められる。

大浦での振幅減少量から外部効果分と水深効果分

とを引いた残りが，有明海の内部地形変化の効果に

よる分となる。

各要因の寄与率は，各値の振幅減少量全体に対す

る比率となる。

c このようにして求めた各要因の寄与率は 別紙 大， 「

浦の潮汐振幅減少要因」に示すとおりであり，内部

要因の効果が約 50％，外部要因の効果が 40％余り，

水深が最大約 10㎝増加したことによる効果が 10％未

満ということになる。

(ｲ) しかしながら，乙第 3035号証によれば，口之津での

Ｍ 分潮振幅（月の公転軌道の変化に起因する成分を含2

まない値）に対する大浦の増幅率は，別紙「口之津検

潮所と大浦検潮所のＭ₂分潮振幅と増幅率の経年変化」

のとおりであり，より長期的な傾向として，昭和 44年

の 1.50余りから同 55年の 1.54余りに増加し，その後平
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成 11年頃の 1.52を下回る水準にまで減少するという２

。次曲線に近似した変化傾向にあったことが認められる

これによると，参考人宇野木が指摘するより長期的

に見た場合，諫早湾干拓事業開始前の増幅率はほとん

ど一定であるとの前提は採れないことになるし，増幅

率の変化要因についても，参考人宇野木がいうように

限定することができるかについても疑問の余地が生じ

ることになるのであって，Ｍ 分潮振幅とその増幅率と2

の関係から外部効果と内部効果を区別しようとする参

考人宇野木の見解については，現時点では採用するこ

とができず，これに依拠して，Ｍ 分潮振幅の増幅率の2

変化等と諫早湾干拓工事との関係を肯定することはで

きない。

ｳ Ｍ 分潮の遅角の遅れ2

甲イ第 3026，第 3094号証によれば，Ｍ 分潮の遅角は，2

大浦では，昭和 56年から平成８年にかけて増加傾向にあ

ったが，その後少なくとも同 12年までの間は，減少を続

けていることが認められる。

申請人らは，大浦における遅角の減少を，湾が狭くな

ると遅角が小さくなるという傾向があることに対応した

ものであり，諫早湾干拓事業の影響を示唆すると主張す

るが，上記のような遅角の長期的な増減傾向の中では，

申請人ら主張の原理によって直ちに諫早湾干拓事業との

関係を合理的に説明することはできない。現に，申請人

らがその主張の根拠とする文献には 「ただし変化の実態，

は複雑で詳細はまだ明らかでない （甲イ第3094号証）と」
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も記載されていることが認められるところでもある。従

って，現時点においては，遅角の遅れと諫早湾干拓工事

との因果関係を認めることはできない。

なお，甲イ第 3088号証によれば，遅角とは，天体が南

中してから高潮になるまでの遅れの時間を角度で表した

ものであることが認められ，あくまでこれは時的な間隔

をいうのに過ぎないものであるから，これによって，潮

。汐振幅の増減を検討することはできないというほかない

(2) 潮受堤防の築堤及び締切

ｱ 潮受堤防の築堤及び締切

専門委員報告書及びそれが引用する甲イ第 3102号証に

よれば，有明海内の潮汐振幅の減少への寄与要因につい

ては，①有明海内の海水面積の減少，すなわち諫早湾潮

受堤防その他の埋立て・干拓，港湾建設等により有明海

の海水面積が減少した結果，有明海の共振が弱まって有

明海内部の潮汐振幅が減少することの影響（内部効果 ，）

②平均水位の上昇，すなわち，有明海内の平均水位の上

昇により有明海の共振が弱まることによって有明海内部

の潮汐振幅が減少することの影響（水深効果 ，③外洋潮）

汐振幅の減少，すなわち，広域的な平均水位上昇により

（ ）東シナ海全体の共振が弱まることによる影響 外部効果

に大別できること， 1990年代に入っての有明海における

潮差の減少量に対する諸要因の寄与率については，これ

まで多くの研究者によって簡単な理論計算やデータ解析

及び数値シミュレーションによる様々な報告が行われて

いて，必ずしも統一的な見解が得られているわけではな
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いこと，それでも，概して，潮汐振幅全体の２，３％程

度とされる潮差の減少量に対し，上記の①の要因の寄与

率が２，３割ないし５割程度と考えられていること，も

っとも，ここでいう①の内部要因については，具体的に

は，専門委員報告書引用の甲イ第 3102号証で紹介された

研究者らのうち参考人宇野木以外の者は，いずれも①の

要因の一部である潮受堤防の有無による影響の寄与率を

論じたものであることが認められる（なお，参考人宇野

木が，潮受堤防に限らず諫早湾干拓工事全体による寄与

率を論じていることは，既に見たとおりである 。。）

他方，乙第 3033，第 3035号証によれば，九州農政局が

開門総合調査で国調費流動モデルを用いて平成 12年及び

13年を対象にして行った潮受堤防の有無による潮位差の

比較によっても，大潮差として，大浦で約７㎝（ 1.5%）

減，三角で約３㎝（ 0.8%）減という結果が得られたこと

が認められる（なお，モデルの精度の問題については，

後に検討する 。。）

以上によれば，開門総合調査における国調費流動モデ

ルによる数値シミュレーションの結果からも，潮受堤防

による締切の影響が肯定できるし，上記研究者らの見解

は寄与率については２，３割ないし５割程度というよう

に見解が分かれていて明確にできないにしても，いずれ

も影響を肯定しているのであるから，潮受堤防による締

切がその後に生じた潮汐振幅全体の２，３％程度の減少

に部分的に寄与したとの関係は肯定し得るものというべ

きである。なお現実の潮差との関係については，後に検
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討する。

ｲ 影響の発生時期

， ，潮受堤防の築堤が 平成元年の試験堤防工事に始まり

平成６年度以降本格化し，平成９年４月 14日，堤防が締

切られたことは既に見たとおりである。そこで，このよ

うな工事の進捗の経緯と潮汐に対する影響の発生時期と

の関係について検討する。

甲イ第 3026号証によれば，参考人宇野木が梶浦の理論

を基に予備的な計算を行った結果として，潮受堤防の開

口幅が１㎞を超すと，湾奥の潮汐は堤防がない場合にか

なり近くなるとしていること，ただし，この計算は，湾

奥を口の開いた堤防で締め切ったとした場合のものであ

， ，り 諫早湾が有明海の脇につく場合とは形状が異なるが

およその傾向を知ることは可能と思われるとしているこ

とが，乙第 3045号証及び参考人中村の供述によれば，同

参考人が水産庁監修の「沿岸漁業整備開発事業施設設計

指針 （平成５年３月）の示す数式に基づいて潮受堤防の」

開口率と１潮汐当たりの海水交換量及び潮受堤防の内側

と外側との位相差との関係を計算した結果によっても，

潮受堤防の築堤が進行して，潮受堤防の内外の位相差に

与える影響については，開口率が 20％を下回るまでほと

んど生じず（位相差の増加が大きくなるのは開口率 10％

を下回る頃からとされる ，海水交換量に与える影響に。）

ついては，開口率が10%を下回る頃まではほとんど生じな

いとの結果が得られたことが認められる。

そして，潮受堤防の堤体の延長 7050ｍのうち，開口部
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の延長が 1240ｍとなったのが平成８年度末であり，潮止

区間 1240ｍが締め切られたのが同９年４月 14日であるこ

とは既に見たとおりである。

従って，潮受堤防の開口率が 20％を下回った平成９年

３月末前頃には潮受堤防による影響のごく一部が生じて

いたにしても，影響のほとんどは同年４月の潮受堤防の

締切時に生じたのものであると認めるべきであって，そ

れ以前の築堤による影響を肯定することは困難である。

ｳ 大潮差及び年平均潮差

既に認定した事実並びに甲イ第 3026号証，第 3114号証

の１，乙第 3001号証の７，第 3005，第 3035及び第 3039号

証を総合すれば，大浦及び三角における大潮差は，昭和

54,55年頃を最大として，それ以降長期的には減少傾向を

示しており，特に同 55年から平成２年にかけての減少が

著しく，その後は，減少がやや緩やかになり，潮受堤防

が締め切られた同９年にはやや増加したものの，その後

再び減少に転じたこと，大浦及び三角における年平均潮

位差は，昭和 54年から 63年にかけて減少し，その後平成

７年をピークとして増加し，その後減少傾向にあって，

特に同９年頃の減少が大きいとの傾向は見い出せないこ

とが認められる。これによると，現実の観測値からは，

特に同９年前後での顕著な減少は見い出せず，大潮差に

ついては，逆に一時的な増加すら現れたのである。

しかしながら，参考人宇野木及び参考人中村の供述に

よれば，実際に観測される潮汐には，気象その他の原因

による不確定な変動要因が加わっていて，その影響が大
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潮差や年平均潮差には含まれていることが認められる。

従って，潮受堤防が締め切られた平成９年の大潮差や

年平均潮差がそれ以前のものと比べて特に減少してはお

らず，また，堤防締切による影響分を数値的に示すこと

は困難であるにしても，堤防締切が有明海での潮汐振幅

の減少に部分的な寄与をしたとの関係は肯定し得るとし

た前記判断は左右されないものというべきである。

(3) 潮位変化

ｱ 潮位上昇の状況

甲イ第１ないし 16，第 3089号証，第 3090号証の１及び

２，第 3092号証の各記載並びに第２号事件申請人本人ら

， ，及び参考人黒田の各供述には 主に潮受堤防の締切後に

満潮位及び干潮位が上昇したとする部分があり，またそ

の一部には上昇幅が 50㎝にも達したとするものもある。

しかしながら，職第２号証，乙第 2008， 3005号証及び

審問の全趣旨によれば，大浦及び三角の検潮所での毎時

測定の結果として，平成７，８年頃から 12年までの間で

は，年平均潮高，最大潮高及び最小潮高が上昇したもの

の，その幅は，この間の最大でも 10㎝程度までの範囲に

とどまることが認められる｡他方，職第２号証，乙第2007

号証並びに参考人宇野木及び同中村の各供述によれば，

観測される潮位は，天体の運行に関する知識から予測さ

れる潮位（天文潮）に気圧変化や風などの気象等の影響

が加わったものであること，気象庁とりまとめのデータ

のある平成９年以降について，潮位偏差（実際の潮位と

その時刻の天文潮との潮位差）の経時変化を見ると（職
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第２号証図 4-14(1)ないし (14) ，有明海内の大浦及び三）

， ，角の潮位偏差が20㎝前後に達することが しばしばあり

しかもそのような傾向が１か月程度継続することもある

ものの，潮位偏差が 30cmないし 40㎝に達することは少な

い上，期間としても短いことが認められる。また，専門

委員報告書によれば，有明海程度の空間スケールでは，

長崎県側での 10cmないし 20㎝程度にとどまるのに対し，

熊本県側と有明海湾奥部での上昇幅が 30cmないし 40㎝に

及ぶとすれば，それによる水位勾配が駆動力となって大

規模な流れが発生するため，平均水位にそれほどの差が

出るとは考え難いとされるところであるから，潮位の海

域による差がさほど大きなものになるとは考え難い。

従って，ある程度限られた期間での潮位の上昇であれ

ば， 20㎝あるいはそれを超える状態もあることは認めら

れるものの，平均的な潮位の上昇であれば，専門委員報

告書のいうように 10cmないし 20cm程度の平均潮位の上昇

をいう限度では，その供述は，概略実態と符合している

ものという余地があるものの，それを超えるものについ

ては，容易に採用し難いというべきである。

ｲ 潮位上昇の原因

専門委員報告書によれば，大浦や三角での平成９年以

降の平均潮位の 10㎝弱の上昇は急なものであるが，同様

の傾向は長崎や枕崎等の潮汐データにも現れており，東

シナ海のかなり広域的な現象であったと考えられるとさ

れるところ，この知見ないし判断は，合理的なものとい

うことができる。
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他方，潮位偏差が高い状態についても，職第２号証に

よれば，有明海外部の変化と時間的に対応しているし，

偏差の大きさは，大浦や三角における方が外部における

よりも大きいものの，有明海内では潮汐振幅が外海に比

。して増幅される関係にあることは既に見たとおりである

また，参考人宇野木の供述によっても，漁民らの言う

ようなかなり大きな海面上昇が干拓事業によって生じる

ことは理論的には考え難いとされるところである。

従って，このような潮位の上昇については，諫早湾干

拓事業との関係を肯定し得ないものというほかない。

なお，申請人らは，堤防締切の日である平成９年４月

14日から 12月までの潮位などが同年１月から４月 13日ま

でのものよりも大きいことは，平成９年４月を境に潮位

が上昇したことを示すし，平成 12年に９月以降分として

新たな潮見表が配布されるに至ったことは，上記潮位上

昇の証であるとも主張する。

しかしながら，乙第 2007号証によれば，一般的にも，

海水温の上昇に伴う膨張などから，冬から春に比べ７月

から 11月にかけての潮高が 20cmないし 30㎝高い傾向にあ

ることが認められるし，それは，職第２号証図4-12(1)な

いし (30)にも現れている現象であるから，平成９年４月

13日までと翌日以降とで区切って平均化した場合に，後

者の値が高いからと言って，それを潮受堤防が締め切ら

。れた同９年に特有な現象であると考えることはできない

また，潮位上昇があったことは事実である上，新たな潮

見表が配られたからと言って，そのことから，直ちに諫
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早湾干拓事業との関係を窺うことはできない。

２ 潮流

(1) 諫早湾内及びその近傍場における潮流速

ｱ 現地データ

(ｱ) 九州農政局による潮流観測データ

乙第 3007，第 3056号証によれば，九州農政局は，諫

早湾干拓事業に係る環境モニタリングの一環として，

別紙「潮流観測調査位置図」記載の諫早湾内及び湾外

の 11の観測地点において，堤防締切前の平成元年と堤

防締切後の同 10年ないし 14年及び 16年のいずれも１月

に， 15昼夜を対象として潮流観測を実施したこと，そ

の結果によると，大潮時の最強流速に相当する「 Ｍ ＋（ ２

Ｓ ）分潮長軸流速」は，別紙「九州農政局による諫早２

湾周辺海域での潮流速の観測結果」記載のとおりであ

ること，これを，堤防締切前の同元年の値と同締切後

の同 10年ないし 14年及び 16年の平均値との比較で見る

と，後者の方が，諫早湾内の湾奥部では 71％ないし 88

％，諫早湾央部では 60％，諫早湾口部では 10％ないし

28％小さいものであること，他方，諫早湾外の３地点

で見ると，別紙「潮流観測調査位置図」記載St.12では

表層で９％，中層で６％大きく，St.13では表層で15％

小さく，中層で51％大きく，St.14では表層で26％，中

層で４％小さいというように，観測地点又は層によっ

， ，て 堤防締切前後での変化の傾向が一様ではないこと

また，同一の観測地点でも，観測時によりある程度の

ばらつきがあるし，諫早湾外には堤防締切後における
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最小値に対する最大値の偏差が４割近くに達する観測

地点もあること，なお，これらの変化は，上げ潮時と

下げ潮時とでは若干異なることが認められる。

そして，以上の認定事実によれば，諫早湾内では，

湾奥部における流速低下の割合が大きく，そこから湾

口部に向かうにつれて流速低下の割合が小さくなると

いう傾向があり，また，諫早湾外では，北側のSt.12で

表層，中層とも，減少した年もあるが，通じて見れば

やや増加し，中央のSt.13で表層は減少し，中層は増加

し，南側のSt.14で表層は減少し，中層はやや減少した

という傾向にあるということができる。

(ｲ) 小松教授らによる調査結果

， ， ，a 甲イ第3108号証の１及び２ 第3110 第 3112号証

第 3114号証の１及び２，乙第 3073号証並びに参考人

宇野木の供述によれば，小松教授らは，平成 15年 10

月８日から 11月 10日までにかけて，長崎県有明漁港

沖に位置する２地点（P61地点：北緯32° 51'58"，東

経130° 20'58"平均水深15m， P62地点：北緯32° 52'2

3"，東経 130° 21'54"平均水深 32m）において，潮流

の連続観測を実施したこと，そのうち月齢が一致す

る 10月８日から 11月６日までの 30昼夜分の観測デー

タと西ノ首教授らが実施した平成５年 10月 12日から

11月 10日までの観測データとを比較した結果は，次

のとおりであったことが認められる。

(a) 潮流速

潮流速の平均値（㎝ /s）は，平成５年観測時と
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同 15年観測時の比較で P61地点水深５ｍ層では60.，

2が 47.6（ 21.0％減）に， P62地点水深５ｍ層では

41.5が 30.1（ 27.3％減）に，P62地点水深20ｍ層で

は52.7が 39.2（ 25.7％減）に低下した。

(b) Ｍ 分潮潮流楕円２

月公転軌道の変化（係数ｆの変化）による成分

を含まない潮流楕円の長軸長は，平成５年観測時

と同15年観測時の比較で P61地点水深５ｍ層で10.，

4％， P62地点水深５ｍ層で 27.8％， 20ｍ層で 26.7

％減少し，また，長軸方向は南北方向にずれた。

(c) 恒流

参考人宇野木が小松教授らの観測データに基づ

いて算出した結果では，恒流は，平成５年観測時

。と同15年観測時の比較で17％ないし64％減少した

b 他方，筑後川の流量が有明海への一級河川からの

流入量の４割余りを占めることは，前提事実として

前述したとおりであるが，乙第3073，第3172，第322

6号証によれば，次の事実が認られる。

，(a) 小松教授らが解析対象とした期間中の総雨量は

平成５年（ 10月 12日から 11月 10日まで）が 67mmで

あるのに対し，同 15年（ 10月８日から 11月６日ま

で）は182mmであるが，同期間中の筑後川の平均流

量は，同５年が解析対象期間前の降水の影響など

から75.6m /sであるのに対し，同15年が 52.6m /s３ ３

であって，後者は前者より約３割少ない。

(b) 九州農政局が，長崎県南高来郡有明町地先の北
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緯 32° 51'57.999"，東経130° 20'57.999"地点と北

緯32° 52'23"，東経130° 21'54"地点を結ぶ東西方

向を長辺とする東西方向3.6Km，南北方向１kmの海

域について，平成 16年 11月５日から 19日にかけて

海底地形を，また，同月 12日から 13日及び同年 12

月 12日から 13日にかけて流向流速分布を調査した

， ，結果によると 同海域における海底勾配は大きく

測定地点の僅かなずれによっても，流速，流向に

大きな違いが現れ得るし，また，頻繁にかつ不規

則な位置で発生する潮目が，観測地点の東側に位

置するか，西側に位置するかによって，密度構造

及び潮流流向・流速がかなり異なる。

ｲ 数値シミュレーション結果

(ｱ) 専門委員報告書での数値シミュレーション結果

専門委員報告書によれば，同報告書での数値シミュ

， ， ，レーションにより 小潮・上げ潮時 小潮・下げ潮時

大潮・上げ潮時，大潮・下げ潮時それぞれの表層及び

底層の潮流速の変化率を計算した結果は，別紙「専門

委員報告書潮流速差図」記載のとおりであることが認

められ，潮受堤防による諫早湾締切によって，諫早湾

内及びその湾口付近やそれより南側の近傍場では潮流

速が減少し，また，諫早湾口の北側では潮流速が増加

する傾向にあることが示されている。

また，専門委員報告書によれば，同報告書での数値

シミュレーションにより，表層及び底層における残差

流（ただし， 15日間の流動場を平均して得られる流れ
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であって，潮汐残差流ではない ）の差を計算した結果。

は，別紙「専門委員報告書残差流図」記載のとおりで

あることが認められ，諫早湾締切による影響が諫早湾

口域周辺で特に大きいことが示されている。

なお，専門委員報告書によれば，長崎県有明町沖で

の潮流速の２割ないし３割の減少を指摘する前記小松

教授らの見解については，数値的には，局所的な地形

効果の影響など定量的な対応関係の検討を更に要する

が，近傍場における有意な大きさの減少という意味で

は，シミュレーション結果と整合しているものと考え

られている。

(ｲ) 国調費流動モデルによる数値シミュレーション結果

乙第 3072号証によれば，開門総合調査において，国

調費流動モデルに基づき潮受堤防が有る場合と無い場

合の第１層（－3.5m以浅 ，第３層（－4.5mないし－5.5）

m ，第８層（－9.5mないし－10.5m）及び全層平均の潮）

流速の変化率を計算した結果は，別紙「国調費シミュ

レーション潮流速変化図」記載のとおりであることが

認められ，流速変化率がマイナス 10％を超える海域は

諫早湾内に限られ，諫早湾外の島原半島沖には，マイ

ナス５％の海域はあるが，諫早湾より北側の有明海湾

奥部の流速変化率はマイナス５％に満たないことを示

している。

ｳ 検討

以上によれば，諫早湾内や諫早湾口中央部（別紙「潮

流観測調査位置図」記載St.13地点）から長崎県有明町沖



- 145 -

にかけての海域における潮流速の減少については，九州

農政局の現地データ，開門総合調査及び専門委員報告書

の数値シミュレーション結果のいずれもが示すところで

あり，堤防締切によって，潮流速が，諫早湾内の潮受堤

防に近い側ではかなりの程度，諫早湾口部から湾外南側

にかけてはある程度，長崎県有明町沖においても若干減

少したものと認められる。

もっとも，長崎県有明町沖における潮流速減少の割合

が，２割ないし３割に達することについては，専門委員

報告書の指摘するとおり局所的な地形効果の影響などを

更に検討する必要があることは否めず，現時点では判然

としないといわざるを得ない（なお，乙第 3227号証によ

， （ ） ，れば 平成５年12月当時のＧＰＳ 測位システム には

精度上の限界がかなりあったことが認められる 。。）

一方，諫早湾外北側（別紙「潮流観測調査位置図」記

載St.12地点）付近の海域では，九州農政局の現地データ

及び専門委員報告書での数値シミュレーションの結果の

いずれもが示すように，堤防締切により潮流速が逆に僅

かに増加したものと認められる。

， ，また 長崎県有明町沖における恒流の変化については

乙第 3047号証によれば，後に見るように河川流量の相違

が密度流の違いをもたらす可能性が大きいとされるとこ

ろ，有明海に流入する一級河川の流量の４割余りを占め

る筑後川の平均流量は，現に解析対象期間中において，

平成 15年が同５年より約３割少ないことは既に見たとお

りであって，これが密度流の違いをもたらしている可能
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性が高いといえるが，地形変化との関係については判然

としないといわざるを得ない。

(2) その他の有明海における潮流速

ｱ 現地データ

(ｱ) 西海区水産研究所他による調査結果

乙第 3001号証の６によれば，西海区水産研究所は，

有明海沿岸４県水産研究機関と共同で，平成 13年２月

， ，23日 三角ノ瀬戸以北の有明海中部及び奥部において

潮流観測を行ったこと，その結果を，調査点間の距離

が４ km以内にある 23点について，海上保安庁が 1970年

代に実施した測流結果（春秋大潮期平均の流速ベクト

ル図）と比較したところ，当該潮流が平均 12％減少し

たとの結果が得られたことが認められる。

， ， ，もっとも 乙第3001号証の６ 第3013号証によれば

平成 13年の西海区水産研究所等による調査は，碇泊し

た観測船から目盛りを付けた上先端には海水を入れた

250mLポリ瓶を固定したヒモを海面に入れ，一定の時間

にどの方向にどれだけヒモが延びるかを測定するとい

， ，うヒモ流し測流の方法によるものであったこと また

平成 13年５月の海上保安庁による後記観測では潮流が

小さくなっているという結果では必ずしもないことと

の関係では，西海区水産研究所長は，潮流は季節的に

変化し，西海区水産研究所等の調査時期が冬であった

ことが何らかの違いを生む原因かと説明していること

が認められるところである。

従って，この調査は，比較対象とした海上保安庁に
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よる 1970年代の調査とは季節の相違を含め調査期間や

調査方法が異なるので，これによって潮流の変化を認

定することは困難であるというべきである。

(ｲ) 海上保安庁水路部による平成13年５月の観測結果

乙第 3001号証の６，第 3018，第 3047号証によれば，

海上保安庁水路部は，同 13年５月 10日から 28日にかけ

て，有明海内 12地点において流速の 15昼夜潮連続観測

を実施したこと，同 13年の観測位置と昭和 48年の観測

位置が100m以内にあったのは岱明沖（60m）及び島原沖

（90m）の２地点であり，それを超え１km以内にあった

のは荒尾沖（600m ，深江沖（1000m ，南有馬沖（290） ）

m）及び口之津沖（220m）の４地点であり，それを超え

４km以内にあったのは三角沖（3220m）及び天草上島沖

（2030m）の２地点であったこと（なお，乙第3018号証

中に明示されていない地名については，職第２号証図

５－１記載の地名と対比して特定した。以下も，図中

に明記されていない地名につき，同様である。また，

上記測点間の距離は，西海区水産研究所他による調査

での比較対象地点間の距離より短い ，同月 20日から。）

22日の大潮期に３測線で水温，塩分及び流速の断面観

測を実施したこと，これらの結果を，同部が昭和 48年

８月 26日から９月 12日にかけて実施した観測結果と比

較した結果などは，概ね次のとおりとされていること

が認められる。

a 第６回ノリ第三者委員会での海上保安庁沿岸調査

課長の説明
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(a) 潮流については，有明海北部から中央にかけて

は，流向は上げ潮時・下げ潮時ともほぼ同じであ

り，流速値は平成 13年の調査の方がやや大きめで

ある。有明海南部では，上げ潮時・下げ潮時とも

流向・流速値はほぼ同じである。早崎瀬戸付近で

は，上げ潮時の流速値及び下げ潮時の流向に違い

が見られるが，これは地形的な渦の影響によるも

のと考えられる。全体的としては，場所により同

13年の観測の方が若干流速値が大きい傾向にある

が，ほぼ同等の潮流を示している。

(b) 恒流については，風向きなどによる変化が見ら

れたが， 15日間の平均で比較すると，有明海北部

から中央にかけては，昭和 48年及び平成 13年の各

調査ともに微弱であった。有明海南部から早崎瀬

戸にかけての沿岸域では，湾口に向かう流れが見

られ，流速値は同 13年の調査の方が小さめであっ

た。

， ， ，(c) 有明海は 水深が浅く 複雑な海底地形を有し

潮汐も大きいため，場所による潮流の違いが大き

い。また，風や河川水の流入などにより流況が変

化する可能性がある。特に有明海湾口の早崎瀬戸

などの狭窄部では，観測位置の少しのずれでも流

況は大きく異なることがあって，簡単に比較する

ことは難しい。

b 海上保安庁海洋情報部技術・国際課海洋研究室小

田巻らの見解
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(a) 昭和 48年と平成 13年の観測結果の比較からは，

潮流が全体的に弱くなったというような一方的な

変化傾向は見られない。

(b) 島原半島に沿って南下する沿岸流（恒流）の流

速が前回に比して約３分の１となり，各測点の潮

流鉛直分布についても変化が生じていることにつ

いては，平成 13年観測時の河川流量が前回観測時

の約４分の１になっており，新旧の潮流観測結果

， （ ）の違いは 淡水流入条件による重力循環 密度流

の違いによる可能性が高いが，淡水流入は季節や

日々の気象によって大きく変化し，年毎の違いも

大きいので，この違いが経年的な長期変化か否か

は，今のところ判断し得ない。

(c) 恒流についても，場所によっては 15日平均より

も数日程度の短期変動の方が大きく，また，上下

層での違いが顕著になる場合もあり，このような

変動が，風などの気象条件によるものか，密度流

の変化に起因するものか，今後，更に検討する必

要がある。

ｲ 数値シミュレーション結果

(ｱ) 専門委員報告書での数値シミュレーション結果

既に見た別紙「専門委員報告書潮流速差図」によれ

ば，潮受堤防による諫早湾締切によって，対岸の熊本

県沿岸や有明海中央部南側海域でも潮流速が減少する

傾向にあること，ただし，減少割合は，熊本県沿岸海

域の岱明，横島沖ではせいぜい１割程度，荒尾沖では
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それよりも小さいことが示されている。

なお，有明海湾奥部海域については，専門委員報告

書によっても，諫早湾締切による有意な潮流速の減少

は現れておらず，河川起源水の滞留時間が増加したと

の傾向を示す計算結果も得られていないとされている

ことが認められる。

(ｲ) 国調費流動モデルによる数値シミュレーション結果

既に見たとおり，別紙「国調費シミュレーション潮

流速変化図」によれば，流速変化率がマイナス５％を

超えるのは，諫早湾内から島原半島沖にかけての範囲

の海域に限られることが示されている。

ｳ 数値シミュレーションによる検討の意義と限界につい

て

(ｱ) 現地データと数値シミュレーションとの関係

ここで，現地データと数値シミュレーションとの関

係や，開門総合調査での数値シミュレーション（特に

国調費流動モデル）と専門委員報告書での数値シミュ

レーションとの関係について，検討する。

専門委員報告書は，現地データと数値シミュレーシ

ョンとの関係について，成層度の大潮小潮依存性を現

地データに基づいて検討する場合を例に取って 「検討，

，に必要な連続計測記録例がまだかなり限られている上

仮に潮流速変動による成層度の大潮―小潮依存性があ

るとしても，河川出水の影響や風による鉛直混合の影

響など，大潮－小潮サイクルとは無関係に成層度を変

化させる要因によって，大潮―小潮依存性がマスクさ
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れてしまっている可能性がある」として，その難しさ

を述べた上で，次のとおり指摘する。

すなわち 「一般に，沿岸海域の環境変化には，様々，

な要因が複雑に関与しており，その中で特定の要因の

みの影響を取り出して論じることは難しい。基本的に

は，現地での計測によって得られたデータが第一義的

な重要性をもつが，計測精度の議論は別にしても，現

地計測ではどうしても計測項目が限られる上，広域的

な空間を十分カバーする形で時空間的に連続性を持っ

た計測というのはほとんど不可能に近い。しかも，得

られた現地データには様々な要因による影響が同時に

作用していることから，個別の影響因子のみの効果を

分離評価することは簡単ではない。従って，現地デー

タのみで当該海域の環境変化の実態を個々の要因との

因果関係まで含めて詳細に明らかにすることには限界

があるといわねばならない。

このようなことから，現地データによる解析を補う

意味で，数値シミュレーションを活用することが必要

になる。というのも，数値シミュレーションでは，対

象とする変量を時空間的な連続性を持った形で把握す

ることが可能になり，特定の要因（ここでは諫早湾締

切）の影響を，その要因のみを変化させ他の要素を不

変とする形での計算を行うことによって，分離評価で

きる可能性があるからである。しかし，数値シミュレ

ーションによって現実のプロセスを完璧に再現できる

， ，わけではないという意味で 数値シミュレーションは
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あくまでも補完的な位置づけとして用いるべきもので

ある。数値シミュレーションは何らかのモデルを基礎

とするものであり，モデルである以上様々な簡略化や

仮定が入り込むことは不可避である。また，数値シミ

ュレーションモデルを駆動するには，初期条件や境界

条件，さらにはモデル中のパラメータなどを，現地デ

。ータ情報から直接・間接的に設定しなければならない

さらに，数値シミュレーションの検証にも現地データ

が必要になる。その意味で，数値シミュレーションは

現地データに依存しており，不可分の関係にあるとい

える。そして，この数値シミュレーションを駆動させ

検証するための現地データも，質・量ともに限られる

のが一般的である。従って，数値シミュレーションに

は，そのモデル構造から来る限界と，依拠する現地デ

ータの問題の両面から，何らかの限界があるものであ

ることを理解しておく必要がある。

このように，現地データ解析と数値シミュレーショ

ンは，ともに何らかの制約・限界を内包しており，環

境変化要因の評価の手法としては，それぞれ単独の手

段とはなりえない。そのようなことから，本件の原因

裁定に関わる有明海環境異変の要因検討においても，

現地データ解析と数値シミュレーションの両面からの

， ，検討が必要で それらの結果を総合することによって

諫早湾締切の影響評価をより多面的・総合的に行うこ

とが可能となる。以下に示す数値シミュレーションに

よる検討は，このような基本的スタンスによるもので
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あることをあらかじめ断っておく 」と述べている。。

， ，この指摘は 正にノリ第三者委員会の最終報告書が

「今後，さらにシミュレーション等も利用して変化の

有無を流速の鉛直プロファイルも含めて検討する必要

があろう （乙第3006号証）と述べているのと軌を一に」

し，現地データと数値シミュレーション双方の制約や

限界を踏まえ，多面的・総合的な検討の必要性を示し

たものと考えられる。

(ｲ) 被申請人が開門総合調査で用いた数値シミュレーシ

ョン（特に国調費流動モデル）と専門委員報告書での

数値シミュレーションとの関係

a 国調費流動モデル

(a) モデルの概要等

乙第 3033ないし第 3035，第 3113号証によれば，

次の事実が認められる。

① 九州農政局が平成 14， 15年度に実施した開門

総合調査で，潮位・潮流の変化を含めた影響を

検討する流動解析に用いたのは，有明海の中長

期的な海域環境の改善方策及び沿岸域における

各種整備の方策を検討することを目的として，

農林水産省，経済産業省，国土交通省，環境省

の４省の共同で平成 13， 14年度の国土総合開発

事業調整費によって実施した国調費調査で構築

された国調費流動モデルである。

国調費流動モデルは，国調費調査で各種改善

方策の効果の予測に活用する目的のため構築さ
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れた有明海の海域環境予測モデルであり，学識

経験者らから成る有明海海域環境検討調査委員

会やモデル専門部会の指導・助言の下にその構

築が行われた。

② このモデルは，鉛直 14層から成るレベルモデ

ルであり，鉛直方向の成層を再現する上での重

要なパラメータの鉛直渦動粘性係数及び鉛直渦

動拡散係数は，Munk and Anderson（ 1948年）の

方法とし，計算格子の間隔は，有明海で900ｍ，

湾外で 2700ｍとされた。国調費調査で構築され

た国調費水質モデルにおける水温，水平拡散係

数及び鉛直拡散係数には，流動モデルの計算結

果が用いられ，国調費水質モデルには，開門総

合調査で構築された泥質干潟の干潟生態系モデ

ルが組み込まれたものであるから，国調費流動

モデルはこれらの基礎をなすものということが

できる。

③ 国調費流動モデルの計算条件は，有明海海域

環境調査報告書（乙第 3113号証）中に示されて

いる。また，再現性の検証結果についても，同

報告書中に，潮位，水温，塩分，潮流及び平均

流について，観測値と計算値の対比により変動

パターンの類似性が示されるとともに，潮位に

ついては，三角，大浦での潮位振幅(Ｍ 分潮)で２

平均的に計算値の方が１％ないし２％高く，遅

角も計算値の方が１度ないし２度大きい程度の
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差があること，塩分分布については，詳細に見

るとかなり違いのある部分もあること，潮流や

恒流について，ノリ網近傍や澪筋などでは地形

・水深条件が十分に表現できない地点もあるこ

となど再現性が必ずしも十分でない点も，同報

告書中で明示されている。

そのうち潮位については，流動解析等調査報

告書（乙第 3035号証）では，開門総合調査での

短期開門調査期間中の計算潮位と観測潮位との

差の変化は，国調費流動モデルでは考慮されて

いなかった気圧の変化が作用した結果であると

解釈され，境界潮位に気圧変化を考慮すること

で再現性が更に向上する可能性があるとされて

いる。

(b) 従って，このモデルは，学識経験者らの関与の

下，環境改善方策の効果の予測をそもそもの目的

として構築されたものであり，現実のプロセスの

完璧な再現を予定したものではないが，年間を通

じた平均的な変化の再現を図る上では，必要とさ

れる再現性を概ね満たしているものと見ることが

できる。

もっとも，専門委員報告書によれば，国調費流

動モデルについては，レベルモデルであることか

ら，諫早湾から島原半島にかけてのように水深の

変化が激しい場所では，メッシュが階段状になっ

て海底摩擦の影響を精度良く計算できず，また，
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鉛直渦動粘性係数及び鉛直渦動拡散係数の評価手

法とされたMunk and Anderson（ 1948年）の方法に

も，長期的な密度場の変化の平均的な解析には十

分であるものの，内湾の非定常性の強い密度場の

解析には限界があるとされるところであり，この

指摘には合理性がある。

それゆえ，国調費流動モデルやこれを踏まえた

開門総合調査で用いられた数値シミュレーション

の結果については 「諫早湾締切の影響評価をより，

多面的・総合的に行う」上での一つの資料として

見るのが，相当というべきである。

b 専門委員報告書での数値シミュレーション

(a) モデルの概要等

専門委員報告書及び職第 12号証によれば，次の

事実が認められる。

① 専門委員報告書における３次元密度流シミュ

レーションは，浅海域でも鉛直層数を複数層と

したまま，水際線の移動を含めて計算可能なσ

レイヤーモデルであるオランダDelft Hydraulic

s 社の汎用市販ソフト DELFT3D-FLOWを使用した

ものであり，このソフトは国内外を問わず使用

実績がある。このソフトによる有明海について

の使用実績としては，田中らの研究（職第 12号

証）がある。田中らは，同ソフトによる数値シ

ミュレーションの結果から，水温，塩分分布及

び残差流パターンの再現性を検証した。専門委
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員報告書では，田中らよりもさらに格子サイズ

を小さく設定して空間分解能を向上させるとと

もに，２wayネスティング手法を導入して有明海

内での潮汐波の多重反射を防ぐ工夫を施すこと

によって，田中らの計算例よりも一層計算精度

を向上させるようにされている。

② 専門委員報告書の３次元密度流シミュレーシ

ョンモデルは，鉛直 10層のσレイヤーモデルで

あり，鉛直渦動粘性係数及び鉛直渦動拡散係数

の評価手法としては２方程式モデルであるｋ－

εモデルを適用し，計算領域は，別紙「計算格

子設定及び開境界潮汐条件」のとおり，格子間

隔は有明海が 200ｍないし 600ｍ程度とされた。

もっとも，このシミュレーションでは，風や水

温については，流況を支配する重要な要因とな

る場合があるものの，これらを条件に入れる計

算では，その結果が与えたデータの特性や気象

条件に大きく依存し，結果の解釈を難しくする

可能性が高いので，風その他の気象条件及び水

温を考慮せず，潮汐と河川からの淡水流入のみ

を境界条件（外力条件）とし，海水密度も塩分

のみの関数とされた。また，このシミュレーシ

ョンの基本方程式や計算条件設定については，

専門委員報告書中に示されている。

③ この数値シミュレーションによる検討対象期

間は，成層期での有意な大きさの出水イベント
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の典型例としての期間である平成 10年６月 16日

ないし 30日の 15日間（計算期間：平成 10年５月

１日ないし６月 30日）とされ，成層期の非出水

期や冬場の非成層期は，予備的な数値計算を行

うにとどめられた。

④ このモデルの再現性の検証は，現地データの

中では比較的計測精度が高く長期にわたって継

続的にデータが得られている潮位変動を対象と

して，口之津でのＭ 分潮振幅を基準とした三角２

と大浦における増幅率を実測値等と比較するこ

とで行われ，その結果，別紙「Ｍ 分潮振幅の口２

」 ，之津を基準とした増幅率の比較 記載のとおり

国調費流動モデルと比べても，一層実測値に近

い結果を得たことが示されている。

⑤ もっとも 潮流 潮流速 残差流 成層度 塩， （ ， ）， （

分成層）の再現性については，前記の田中らの

研究で，水温，塩分分布や残差流パターンが検

証されているものの，専門委員報告書の中では

具体的に示されてはいない。

(b) 以上によれば，同報告書の数値シミュレーショ

ンは，国内外を問わず使用実績がある汎用市販ソ

フトを使用したものであり，また，有明海につい

ても，既に他の研究者による研究実績があり，モ

デルの再現性の検討も，潮位変動を基準として行

われているのだから，その科学的意義は，正当に

評価されて然るべきである。
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， ， （ ，確かに 専門委員報告書自体は 潮流 潮流速

残差流 ，成層度（塩分成層）についての再現性を）

示していないけれども，それは潮流速を別として

田中らの研究において示されているところである

し，この数値シミュレーション結果自体も，市販

の汎用ソフトを使用としたものである以上，第三

者による詳細な追試可能性を備えたものとして評

価し得る。

ただし，この数値シミュレーションで正式の検

討対象とされたのは，成層期の出水時であり，ま

た，潮流速差や塩分差については，当該特定時点

での状況についての計算結果が示されたものであ

るから，その結果の活用に当たっては，これらの

点を踏まえる必要がある。

ｴ 検討

そこで，以上検討した現地データ及び数値シミュレー

。ションの結果や限界などを踏まえて検討することとする

有明海湾奥部海域については，海上保安庁水路部によ

る平成 13年５月の観測結果，専門委員報告書での数値シ

ミュレーション及び開門総合調査での数値シミュレーシ

， 。ョンのいずれでも 有意な潮流速の減少は現れていない

しかし，問題は，熊本県沿岸海域と有明海中央部南側

（ 。） ，海域 既に見た長崎県有明町沖を除く についてであり

専門委員報告書の数値シミュレーション結果は，熊本県

沖における最大で１割程度までの潮流速の減少を示して

。 ， ，いる 他方 海上保安庁の平成13年５月の調査結果では
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有明海北部から中央にかけての潮流速は昭和 48年よりも

平成 13年の観測時の方がやや大きめであり，恒流につい

ては，島原半島側で減少も見られるが，これにつき密度

流の違いによる可能性が指摘されている。また，開門総

合調査における数値シミュレーションでも，諫早湾内及

び島原半島沖以外の海域では，有意な潮流速の減少は現

れていない。これらの点については，他の事実関係も踏

まえて，更に検討する。

なお，申請人らの供述や漁民らの陳述書等（甲イ第１

， ， ， ，ないし第15 第17 第 3089号証 第3090号証の１及び２

第3091号証の１ないし６，第3092号証，甲ロ第 24，第 25

号証等）の中には，大幅な流速の変化をいう部分もある

が，上記証拠と対比し，これを認めるに十分な証拠とは

し難い。

(3) 潮流の流向の変化

潮流の流向については，申請人らの供述や漁民らの陳述

書等（甲イ第１ないし第 15，第 17，第 3089号証，第 3090号

証の１及び２，第 3091号証の１ないし６，第 3092号証，甲

ロ第 24，第 25号証等）には，角度にして数十度以上に当た

る変化を指摘する部分がある。

しかし，既に見たとおり，海上保安庁の平成 13年５月の

観測結果は，有明海の流向は，上げ潮時，下げ潮時とも昭

和 48年の観測結果とほぼ同じとしており，専門委員報告書

の数値シミュレーション結果も微妙な流向の変化をごく部

分的に示しているにとどまる（例えば専門委員報告書図3-1

-1(a) 。）
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従って，これらの客観的な証拠に照らすと，前記供述等

は，そのような変化を証明するのに十分な証拠とはいえな

いものである。

３ 水質及び底質

(1) 富栄養化等

ｱ 調整池及び諫早湾

(ｱ) 調整池の水質状況等

a 調査データ等

乙第3007，第3205，第3206，第3216，第3219号証に

よれば，九州農政局は，環境モニタリング調査等とし

て，平成元年度から現在まで調整池内及び諫早湾内の

複数地点で，水質については月１回（ただし，平成元

年度から３年度までは年４回ないし10回。また，カド

ミウム等の健康項目は全期間を通じて年１回 ，底質）

については各季１回（健康項目は年１回）の調査を行

っていること，同９年３月から現在の調整池内で週１

回の水質調査も行っていること これらの調査結果 以， （

「 」 。） ，下 本件環境モニタリングデータ という のうち

堤防締切前から継続して調査が行われている地点での

水質及び底質の年度平均値は，別紙「調整池及び諫早

湾水質及び底質データまとめ」１水質(１)月１回調査

に基づく年度平均値表及び同別紙２底質(1)底質調査

データに基づく粒度組成年度平均値表，同別紙２底質

(2)底質調査データに基づく年度平均値表に，また，

調整池内の週１回調査に基づく年度平均値は同別紙１

水質(2)週１回調査データに基づく年度平均値表に，
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週１回調査に基づく経時グラフは同別紙１水質(3)週

１回調査データに基づく経時グラフ記載のとおりであ

ることが認められる。

b 調整池の水質変化

乙第3007号証に審問の全趣旨を総合すれば，Ｔ－Ｎ

は有機態の窒素と栄養塩類である無機態窒素を含む窒

素の総量を表すこと，Ｔ－Ｐは有機態のリンと栄養塩

である無機態リンを含むリンの総量を表すこと，ＣＯ

Ｄはプランクトン等の生物体，有機性の懸濁物質，溶

存態の有機物等の有機物の量を表す指標であることが

認められる。

本件環境モニタリングデータのうちの水質データに

よれば，調整池内B1，B2地点では，Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ及

びＣＯＤとも，平成２年度から８年度にかけてほぼ横

， ， ，ばいで推移し 同９ 10年度にかけて増加した後には

Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐは概ね横ばいで推移したのに対し，

ＣＯＤは同 15年度にかけて更に増加傾向にあったこ

と，塩化物イオン濃度は，同２年度から８年度にかけ

てはほぼ横ばいで推移し，同９年度ないし10年度中に

大幅に低下した後には，同14年度に僅かに増加したこ

とを除くとほぼ横ばいで推移したことが認められる。

もっとも，同９年前後の変化については，同年４月の

堤防の締切により調整池内が海域から淡水域へ変わっ

たこともあって，前後のデータの単純比較はできない

ものの，ＣＯＤについては堤防締切後における同15年

度にかけての増加を肯定し得ることになる。
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他方，被申請人は，平成14年度に実施した海水導入

の影響があるとして，同13年度までのデータに依拠し

て，ＣＯＤは堤防締切後ほぼ横ばいであると主張する

， ， ，ものの 同14年度についてはともかく 同15年度には

塩化物イオン濃度も同10年度ないし13年度の水準に回

復している状態にあって，海水導入の影響が持続して

いたと認めることはできないから，この点に関する被

申請人の主張は採用できない。

なお，申請人らは，調整池水質がその環境保全目標

値を超過していると主張するが，甲イ第3096号証，乙

， ， ， ，第2005 第3007 第3017号証によれば 調整池水質は

堤防締切後，環境保全目標値を上回った状態で推移し

ているものの，調整池については，環境基準の類型指

定はされておらず，昭和61年11月の環境影響評価によ

り，ＣＯＤでは環境基準のＢ類型，Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐ

では環境基準のⅤ類型と同様の水準に適合することが

環境保全目標とされたが，それの適合性の判断におい

， （ ） ， ，ては 時点は調整池供用後 昭和75年 とされ また

長崎県が平成15年３月に策定した諫早湾干拓調整池水

質保全計画（第２期）でも，同様に同一値が達成すべ

き値とされたものの，達成すべき時期については，同

19年度までの第２期水質保全計画の期間中とされたこ

とが認められるから，目標値達成に向けた取り組みが

必要とされる状況にあることはいうまでもないが，未

だ目標値超過か否かを判断する時期に至っていないと

の一面があることも否定できない。
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c 調整池の水質変化要因

堤防締切後におけるＣＯＤ増加の要因について，専

門委員報告書は，干潟浄化機能が失われたことととも

に，調整池では，河川水が滞留し，淡水植物プランク

トンが高濃度に増殖したことに伴うＣＯＤの内部生産

の増加があるという。

， ，もっとも このうちの干潟浄化機能の点については

ノリ第三者委員会の「諫早湾干拓地排水門の開門調査

に関する見解 （乙第 3004号証）においても 「浄化」 ，

能の推定は本来は現地で各種の測定を行い,また,生態

系モデルなどを用いて推定する必要がある 」とされ。

ていたし，乙第3053号証及び参考人中田の供述によれ

ば，開門総合調査の技術・専門的な指導・助言機関で

ある開門総合調査運営会議に参画した同参考人の認識

としても，開門総合調査において構築された泥質干潟

の生態系モデルについては，年による気象条件や生物

量の違い等の環境条件の変化に構築した干潟生態モデ

ルが応答するか否かという点について，更にあと１年

は確認していく必要がある段階にあることが認められ

るところである。従って，その程度を具体的に明らか

にするには，なお，調査・検討が必要な状況にあるこ

とは否めないものの，これらの議論にしても，干潟の

浄化機能の存在を前提としたものであって，その寄与

を否定までするものとは解されない。また，審問の全

趣旨によれば，クロロフィルａが水中のプランクトン

量の指標とされ，また，ＤＩＮがノリや植物プランク
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トンの増殖に必要な栄養塩類である無機態窒素の総量

を表すことが認められるところ，本件環境モニタリン

グデータのうちの水質データが示す堤防締切後におけ

る調整池内のＤＩＮやクロロフィルａの値の推移に照

らし，専門委員報告書の前記見解は合理性を有し，相

当ということができる。

これに対し，被申請人は，調整池の水質は，本明川

を初めとする調整池への流入河川の水質が支配的要因

であり，B1地点の水質の経時変化は，調整池内に位置

するが本明川の現河口付近の水質をも反映しているP1

地点の水質を反映していると主張するところ，調整池

の水質に，本明川を初めとする調整池への流入河川の

水質が影響することは当然である。もっとも，乙第31

74，第3175号証によれば，P1地点のＣＯＤ濃度は，上

流の不知火橋地点に比べ概して高い傾向にあるもの

の，その差についてはそれなりの変動幅があることが

認められる一方で，そのことと両地点の間で本明川に

流入する背後農地等からの排水の影響との関係を明ら

かにすべき証拠としては，平成16年２月ないし８月に

おける推移を示す乙第3176号証に限られているため，

このような差の変動と背後農地等から排水の影響との

関係が具体的にどのようになっているかは，必ずしも

判然としないといわざるを得ない。また，B1地点のＣ

ＯＤ濃度がP1地点に比べて高いことと調整池内で行わ

れた承水路工事や風の影響との関係については，ＣＯ

ＤとＳＳ（浮遊物質量）との相関から検討されるにと
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どまっており，ここから直ちに工事や風との関係を導

き得るのかについても判然としない部分が残るといわ

ざるを得ない。結局のところ，被申請人が指摘する要

因だけから，堤防締切後のＣＯＤの増加を説明するこ

とには，困難があるというべきである。

(ｲ) 諫早湾の水質等

a 水質状況

本件環境モニタリングデータのうちの水質データに

よれば，諫早湾内の水質は，Ｔ－Ｎ及びＣＯＤについ

ては，平成２年度以後同12年度にかけて緩やかに減少

し，その後同15年度にかけてはやや増加する傾向にあ

るが，なお概ね潮受堤防締切前の同７，８年当時の水

準の範囲内に概ねとどまる状況にあるし，Ｔ－Ｐにつ

いては，同２年度ないし15年度を通じて横ばいで推移

しているものと認められる。

結局のところ，Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ及びＣＯＤのいずれ

についても，諫早湾干拓工事着工後に工事の進展に伴

って増加したり，堤防締切後にそれ以前よりも高水準

になったという変化を認めるには至らない。

b 底質状況

(a) 底質の変化

前提事実として前述した潮受堤防築堤工事の進捗

状況に本件環境モニタリングデータのうちの底質デ

ータを総合すれば，底質Ｔ－Ｎについては，諫早湾

奥部（S1， S6， S7， S8地点 ，湾央部（B3地点）及）

び湾口部北側（B4地点）で，また，底質Ｔ－Ｐにつ
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いては諫早湾奥部（S6地点）で，いずれも堤防締切

の後頃に緩やかな減少傾向から緩やかな増加傾向に

転じ，近年は平成元年度頃の水準よりもやや高めの

状態にあること，底質ＣＯＤについては，潮受堤防

（ ， ）の築堤工事が先行した側の諫早湾奥部 S1 S7地点

では堤防天端が大潮期の平均満潮位以上の高さに達

した同７年度頃から，堤防締切まで開口していた側

（ ， ） （ ），の諫早湾奥部 S6 S8地点 や諫早湾央部 B3地点

（ ） ，諫早湾口部北側 B4地点 では堤防締切の後頃から

いずれもそれまでの横ばい傾向から緩やかな増加傾

向に転じ，近年は同元年度頃の水準よりも高めに推

移していること，これら諫早湾奥，湾央及び湾口の

B4でのＣＯＤ濃度の濃度レベルと経年的傾向は，調

整池とほぼ同様のものであることが認められる。

他方，それ以外の地点では，前記底質データによ

れば，平成元年度頃あるいは堤防締切前の水準を概

ね上回らない範囲で推移していることが認められる

ところであり，諫早湾干拓工事の進展や堤防の締切

によって，当初の水準（平成元年度頃あるいは堤防

締切前の水準）よりも高いものになったとの変化を

認めるには至らない。

(b) 底質変化の要因

上記変化を認めた地点における底質の変化の要因

について検討すると，被申請人は，諫早湾央のB3地

点及び湾口部のB4地点における夏季の底質ＣＯＤの

増加傾向は，堤防締切前後の期間を通じた経年的な
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傾向であり，有明海湾奥部でもその傾向が見られる

から，当該増加には，諫早湾を含む有明海湾奥部の

水温上昇によって植物プランクトンが増加し，それ

らが底泥に堆積したことが寄与しているものと見ら

れると主張する。

水温上昇が植物プランクトン増加の一要因となり

得るであろうことは，後に検討するとおりである。

しかしながら，被申請人が指摘する夏季の底質Ｃ

， ，ＯＤと７月の表層水温との関係をみると 乙第3206

第 3219号証のデータに基づいて作図した別紙「底質

ＣＯＤ夏季グラフ及び表層水温７月グラフ」によれ

， ， ，ば 夏季の底質ＣＯＤは B3地点では平成９年から

B4地点では同11年から，それぞれそれまでの変動幅

を超えて高い状態となったのに対し，両地点の７月

の表層水温は，年によって変動はあるものの，同６

年以降ほぼ横ばいで推移していることが認められ

る。従って，両者の経年変化の傾向は異なり，水温

上昇だけで底質ＣＯＤの増加を説明することは困難

である。

また，有明海湾奥部との比較で見ても，乙第3197

号証（滝川論文）によれば，平成２年ないし12年に

おける５月と８月の底質ＣＯＤは，同論文のいう海

域Ａ及びＣについては，年によって変動はあるもの

の，概ね横ばいで推移しており，また，海域Ｂにつ

いては，やや減少傾向で推移していたものが同10年

５月に増加し，それ以降概ね横ばいで推移している
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（ （ ）） ， ，こと 同論文図10 ａ が認められ この傾向は

前述の同９年又は11年からそれまでの変動幅を超え

た高い状態となった諫早湾内のB3地点，B4地点とは

異なるといえる。

従って，被申請人が指摘する有明海湾奥部にも作

用している要因だけではなく，専門委員報告書が指

摘するような調整池排水中のＣＯＤの増加，流速低

下による有機粒子の沈降というような堤防締切頃か

らの諫早湾固有の要因もまた，諫早湾の底質ＣＯＤ

等の増加に作用しているものと見るべきである。

(ｳ) 調整池排水の拡散範囲等

申請人らは，調整池からの排水時に諫早湾に広がる排

水の目視可能な拡散範囲は，平成13年７月16日の梅雨期

排水拡散調査時（南北排水門から450万ｍ 排水）には，3

６㎞離れた諫早湾央部付近までであったが，台風接近時

のように排水量がより多い場合には，諫早湾外に流出す

る可能性があるし，諫早湾内の海水は，湾口部から表層

流に乗って，諫早湾口部を要とした扇状に，島原半島沿

いだけでなく，佐賀県西海岸，三池港方面にも移流拡散

すると主張する。

a 調整池排水の拡散範囲

しかしながら，乙第3001号証の２，第3090ないし第

3094号証によれば，排水回数のうち99.5％までの回数

に相当する排水量は，10月から翌年３月までのノリ漁

期では北部排水門512万ｍ ，南部排水門251万ｍ ，そ3 3

れ以外も含む全期間では北部排水門1756万ｍ ，南部3
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排水門487万ｍ であること，濁り拡散範囲を目視によ3

り調べた14回の調査結果からは，排水量300万ｍ 以上3

の際に行われた３回の調査時における濁りの拡散範囲

は，排水量2169万ｍ 時（平成11年６年 25日北部排水3

門から排水）を含めてほとんど差がなく，いずれも，

排水門から約5.5km離れたB3地点までの範囲にとどま

っていたこと，塩分に基づいて調べた２回の調査結果

も，排水量451万ｍ 時（平成15年 11月６日，北部排水3

門から388万ｍ ，南部排水門から63万ｍ ）を含め，B33 3

地点では，変化が見られなかったことが認められる。

従って，排水量の増大から，調整池からの排水の影響

が諫早湾外にまで及ぶとの事実を導く論旨には，疑問

があるといわざるを得ない。

b 諫早湾内海水の移流範囲

また，諫早湾の海水の湾外への移流拡散についてみ

ると，乙第3015，第3018号証によれば，有明海の主た

る潮流は，湾軸に平行した流れであって，恒流も，有

明海湾奥部では反時計回りの流向であることが認めら

れる。専門委員報告書での数値シミュレーションの結

果（図2-1-24(b)及び(c)）も，諫早湾内から島原半島

沿いへの物質輸送経路を示す一方，諫早湾口から北へ

向かう表層の流れや三池に渡る流れを示してはいな

。 ， ，い このような事実関係の下では 諫早湾内の海水が

湾口部からの表層流に乗って島原半島沿いに南下する

事実は認められるものの，佐賀県西海岸や三池港方面

にも平均的な流れとして移流するとの事実を認定する
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ことは困難といわざるを得ない。

これに対し，高橋教授らによる調査中間報告（甲イ

第3159号証）中には，諫早湾内に配置したＧＰＳ搭載

型漂流ブイは有明海を横断して２日後には対岸の荒尾

三池港方面に到達し，また，同時期諫早湾口部に配置

した２つのブイも東に向かう動きを示しており，有明

海を西から東に横断する表層の物質輸送が実在するこ

とが示されたとの記載がある。しかし，同報告書（甲

） ， ，イ第3159号証 によれば 高橋教授らが用いたブイは

アルミニウム合金を主要材料とし，発泡ポリエチレン

の浮きを付けた直径30㎝，水面上の高さ15㎝，水面下

の高さ28㎝，質量約2.5kgの固形物であることが認め

られ，このブイ動きと潮汐等の作用を受けながら，希

釈拡散して行く水塊の挙動が一致するか否か，また風

（特に季節風）の影響はどうかという点については，

なお検討の余地があると考えられ，この調査結果に基

づいて直ちに諫早湾から対岸の荒尾側に向かう表層の

物質輸送経路の存在を肯認することは未だ困難であ

る。

なお，申請人らは，有明海沿岸４県の水産研究機関

がノリ漁期中，週１，２回実施した栄養塩及びプラン

クトン沈殿量の調査結果では，諫早湾内が最もプラン

クトン沈殿量が多く栄養塩が少ないが，諫早湾から離

れるにつれて栄養塩が増加する傾向にあることが諫早

湾での赤潮の大規模化と諫早湾内海水が三池方面へ横

渡りすることの反映であるとも主張する。
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しかしながら，諫早湾での赤潮大規模化については

後に検討するとして，職第２号証，乙第3001号証の６

， ，によれば 有明海湾奥部での栄養塩の主要な供給源は

河川，特に筑後川からの流入にあり，それから離れる

に従って，栄養塩濃度は低下する関係にあること，大

牟田側よりも諫早湾口付近の方が低い傾向にあるとい

う関係は諫早湾干拓事業が開始される以前から存在し

たこと，また，専門委員報告書及びその引用に係る乙

第3168号証によれば，諫早湾内の無機態窒素のうち約

85％が諫早湾外の河川からの供給で，残りが調整池か

らの排水であるともいわれていることが認められる。

従って，諫早湾側の栄養塩濃度が低いからといって，

諫早湾内海水が対岸である三池方面のＤＩＮ低下の要

因となっているとの関係を肯認することは未だ困難で

ある。

ｲ その他の有明海

(ｱ) 調査データ等

職第３号証の１ないし４，乙第3015号証，第3020号証

の１ないし４及び審問の全趣旨によれば，有明海では，

浅海定線調査として有明海沿岸４県の水産研究機関が月

１回朔の大潮期の満潮の前後２時間に水質調査を行って

いること，この水質調査結果（以下「浅海定線調査デー

タ」という ）を，西海区水産研究所が用いる水域区分。

にしたがって年度毎に集計した結果は，別紙「浅海定線

調査データまとめ」に記載のとおりとなること，申請人

らが操業している水域は，上記水域区分のうちのＡ，
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Ａ ，Ｃ，Ｅゾーンであることが認められる（以下，西’

海区水産研究所が用いる水域区分については 「Ａゾー，

ン」の例により，表記する 。。）

(ｲ) 水質状況等

専門委員報告書並びに乙第3001号証の１及び乙第3033

号証によれば，Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐについては，熊本県沖

の別紙「公共用水域調査地点位置図」有明海（ロ）記載

の海域では平成10年度以降の低下が見られるものの，そ

れ以外の有明海海域では変動は明らかではないことが認

められる。

， ，また 専門委員報告書及び乙第3001号証の１によれば

ＣＯＤは，福岡県海域では平成２年度以降顕著に増加し

ているが，佐賀県海域及び長崎県海域では年変動が大き

く，傾向がはっきりしないこと，熊本県海域では同10年

度以降に大きな上昇が記録されており，これは公共用水

（ ）域調査における測定法の変更 アルカリ性法から酸性法

によるものと言われているが，その変化は２つの方法に

よる差よりは大きいように見えることを認めることがで

きる。なお，浅海定線調査データによれば，熊本県海域

のうち，申請人Ａ15，同Ａ16及び同Ａ17が操業するＣゾ

ーンのうちの熊本県調査海域でのＣＯＤは，昭和62年度

から平成３年度にかけて顕著に増加し，その後は横ばい

傾向にあることが認められる。

(ｳ) 水質変化と諫早湾干拓事業との関係

専門委員報告書は，堤防締切前後におけるＣＯＤ及び

栄養塩の変化は明瞭ではなく，諫早湾干潟の消失による
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干潟機能の低下の影響は有明海全体に及ぶほどのものと

は考えられないとしているところ，この見解は，既に認

定した水質状況の推移に照らし，合理性を有し，相当と

いうことができる。

(2) 透明度の上昇

ｱ 第２号事件申請人らは，有明海の透明度が平成３年以降

有意に上昇しており，同元年頃から９年にかけての著しい

透明度の上昇は，その間の築堤の進行によるＭ 分潮振幅２

の減少と潮流の衰退経過に対応すると主張する。

また，第３号事件申請人は，平成８年以降有明海の透明

度が上昇したと主張する。

ｲ 一方，申請人らの各供述や陳述書等（甲イ第３，第４，

第８，第11から第14，第17，第3089号証，第3090号証の１

及び２，第3091号証の１ないし６，第3092号証，甲ロ第25

号証等）は，概して堤防締切後における透明度の上昇をい

うものであり，第３号事件申請人の主張に近いが，第２号

事件申請人らの主張とは整合しない。

もっとも，専門委員報告書中の図2－1－26によれば，申

請人らが操業しているＡ，Ａ ，Ｃ及びＥゾーンにおける’

透明度は，Ａゾーンでは横ばいであり，Ａ’ゾーンでは長

期的に僅かに上昇し，Ｃ及びＥゾーンではかなりの年変動

を伴いつつも1980年代後半から1990年代半ばにかけて上昇

し，その後は横ばいに推移しているという傾向にあること

が認められ，第２号事件申請人らの主張には近いが，第３

号事件申請人の主張とは整合しない。

しかしながら，既に見たとおり諫早湾干拓事業による潮
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汐（Ｍ 分潮を含む ）への影響を肯定し得るのは，堤防２ 。

締切によってであるから，長期的又は締切前からの透明度

の上昇と諫早湾干拓事業との結びつきを肯定することはで

きない。

なお，このような長期的な透明度上昇の原因について，

専門委員報告書は，河川流量の多い月に顕著な透明度の低

下があって，河川からの懸濁物の負荷が透明度変化の主な

原因であり，佐賀沖の透明度と筑後川河川流量との相関関

係や有明海に流入する主要河川のＳＳの経年的変化を検討

した結果として，河川からの懸濁物負荷の減少が透明度の

変化に影響していることは明らかであるとしており，この

知見ないし判断を左右するに足りる証拠はない。

(3) ｐＨの上昇

甲イ第 3070号証中には，平成 14年８月 19日における干拓

地内の排水路の掘削場所の水溜まりから採取した水のｐＨ

が8.9であったとする記載がある。しかしながら，当該場所

は正に排水路掘削作業が行われている現場そのものである

から，そこでの採取水のｐＨをもって，直ちに調整池の水

質への影響を推論することは困難である。

また，乙第 3007，第 3205号証によれば，植物プランクト

ンの光合成により水中の二酸化炭素が消費されると，水中

に存在するイオンの平衡状態が変化して水素イオンが減少

することによっても，ｐＨは高めの値を示すこと，調整池

のｐＨが高めの値を示す時期には，クロロフィルａの値が

高く，植物プランクトンの活動が活発化している傾向が見

られるとの事実が認められる。
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従って，調整池のｐＨが上昇したことの原因を直ちに諫

早湾干拓工事によって使用されたセメント又は生石灰に求

めるのは合理的とはいい難い。

(4) 底質の細粒化等

ｱ 潮受堤防締切前の工事による影響

(ｱ) 諫早湾内

平成元年中に潮受堤防試験堤防区間のサンドコンパ

クションパイル打設工事が行われたこと，同２年４月

から３年９月にかけて潮受堤防のうち北部排水門より

北側及び南部排水門より南側の各部分の築堤工事が行

われたこと，同２年 11月に小江干拓地の造成工事が開

始されたこと，同３年４月から諫早湾口中央部の採砂

地で砂の採取が開始されたこと，同４年 10月以後に潮

受堤防の築堤工事が本格化されたことは，既に前提事

実として前述したとおりである。

このうち，平成３年 10月までの工事と濁りとの関係

については，本件全証拠によっても判然としないとい

わざるを得ない。他方，同３年 11月以降については，

甲イ第 3139号証によれば，九州農政局施行の諫早湾内

14地点でのテレメーターシステムによる濁りの観測の

数値を統計処理した結果からして，潮受堤防近傍では

石材や砂の投入などにより濁りが上昇し，同５，６年

にかけて，その影響の一部が諫早湾口部にも短期的な

濁り現象として一時及んだと見られることが認められ

る。

しかしながら，同じ甲イ第 3139号証によれば，その
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程度としては，湾奥部や湾央部では周年を通じて起き

る自然現象による変動幅の範囲内であり，湾口部でも

工事以外の要因による底泥の巻き上げよりも小さなも

のであるとされていること，なお，工事用船舶の航行

による濁りについては，諫早湾央部から湾奥部の航路

に沿った地点で通過直後にスクリューによる底泥巻き

上げによると思われる濁りの上昇を確認し得たにとど

まることが認められるところ，既に見た本件環境モニ

タリングデータからは，この間における諫早湾奥部や

湾央部調査地点での底質の経年的な細粒化傾向は判然

としないし，諫早湾口（B4， S10， B5， B6地点）調査地

点ではそのような傾向を見出し得ない。また，甲イ第3

119号証によれば，参考人東と共に調査に当たった近藤

教授は，平成９年に行った底質調査結果と鎌田教授に

よる昭和 32年の調査結果の比較に基づき，諫早湾口部

では，泥質堆積物の類型（Ⅲb型）であったものが砂質

の類型（Ⅱ a型，Ⅱ b型）となっているとしていること

が認められるし，乙第 3222号証によれば，西海区水産

研究所が諫早湾口において平成９年５月に採取した堆

積物試料中の Ｐｂの鉛直分布から堆積速度を求めた210

結果は，詳しい同定は難しいものの， 1970年代後半か

ら 1980年代初頭頃，堆積速度が３倍ほど速くなり，近

年は年ごとに遅くなっていく傾向が見られるとするも

のであることが認められるのである。従って，長期的

に見ても，諫早湾干拓工事の進捗に伴って，諫早湾口

。 ，部で細粒化が進行したとは認め難い状況にある なお
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申請人らは，九州農政局諫早湾干拓事務所「諫早湾漁

場調査結果報告書 （甲イ第3130号証）が，平成６年か」

ら８年にかけての調査で，諫早湾内で多くの地点で泥

分が多いこと及び細粒化が進んでいることを示すと主

張するが，同号証によれば，同６年から８年にかけて

粘度分が増加して細粒化した泥分の多い箇所は，同３

年から６年にかけて粘度分が減少したという逆の動き

をした泥分の多い箇所であること，その他の箇所では

変動が小さいこと また 同報告書は結論としては 泥， ， 「

分の多い地点での底質の細粒化，引いては底質の不安

定化が起こったかどうかについても明らかにすること

が出来なかった 」としていることが認められるのであ。

って，期間や場所を通じて見た場合に直ちには細粒化

とは言い難いばかりか，変動要因についても，濁りや

潮流速の低下という一方向的な要因によって説明する

ことは困難であると考えざるを得ない。浮泥の堆積に

ついても，それが主張に係る期間中に増加したことを

認めるに足りる証拠はない。

(ｲ) 有明海湾奥部

申請人らは，有明海湾奥部における細粒化の原因とし

て，諫早湾からの濁りの拡散や潮流速の低下を指摘する

が，諫早湾口（B4， S10， B5， B6地点）調査地点での細

粒化や堤防締切前における諫早湾干拓事業による潮汐

（Ｍ 分潮を含む ）への影響を肯定し得ないことを既２ 。

に見たとおりである。

また，職第６号証の１によれば，佐賀県有明水産振興
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センターが平成12年９月に佐賀県側と一部福岡県側の有

明海湾奥部海域55地点において底質中央粒径及び泥分を

調査し，これを同元年８，９月当時の調査結果と比較し

たところによれば，海域西部のＭｄφ７以上の極細シル

トの分布域は，同元年調査では塩田川沖海底水道以西で

あったのが，同12年調査では野崎ノ州一帯を除く住之江

川沖海底水道以西まで拡大し，また，筑後川河口から峰

ノ州北部にかけて泥分が増大し，この海域で見られてい

た泥分20％以下の分布が見られなくなったこと，このよ

うな海域のシルト化は，筑後川等の河川上流からの砂の

流入が減少していることが一因と考えられるとされてい

ること，また，ＡＶＳ（酸揮発性硫化物）については，

筑後川河口から峰ノ州北部にかけての海域で増加が見ら

れたとされていることが認められる（なお，これらの調

査は，平成元年と12年当時のものであって，同９年当時

のものではない 。細粒化については，佐賀県側の有。）

明海湾奥部海域での粒度変化も後に検討するとおり通常

の変動の範囲内と考えるのが妥当であるものの，これを

細粒化というにしても，その中心は，諫早湾に近い側で

はなく，筑後川河口に近い住之江川海底水道西側から塩

田川海底水道にかけての一帯であるのであって，この面

からも，諫早湾干拓事業と関連付けるのは困難である。

従って，甲イ第３，第14号証や申請人Ａ11の供述の中

には，佐賀県西部のタイラギ漁場の底質につき，諫早湾

に近い漁場から砂地がヘドロ化したとする部分がある

が，これは容易に採用し得ない。むしろ，タイラギ漁場
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で西側から縮小する傾向があることについては，職第５

号証の１ないし28及び甲ロ第８号証の１ないし16によれ

ば，福岡県及び佐賀県の水産研究機関が昭和51年から経

年的に行ってきた資源量の調査結果では，調査開始当初

には，タイラギの生息密度の高い地点が多くかつ広範囲

に分布していたものが，平成元年から３年にかけての漁

獲のピーク時には高密度域が西から東へ移動し，さらに

次の漁獲のピークである同８年前後には，生息域が福岡

県大牟田沖を中心とした東部海域の狭い範囲に限られる

ようになったという経過をたどったことが認められるの

であり，このようなタイラギ生息域の長期的な変化との

関係からも，なお検討を加えるべき余地があるものとい

わざるを得ない。

ｲ 潮受堤防締切による影響

(ｱ) 諫早湾内

専門委員報告書は，近藤教授らによる平成10年11月か

ら13年11月にかけての諫早湾内13地点の底質調査データ

（ ， ） ， ，甲イ第3132 第3164号証 を諫早湾奥部 諫早湾央部

諫早湾口部の３群に分けて統計処理した結果に照らす

と，諫早湾央から湾口にかけてのデータからは，変化は

特に見られないものの，潮受堤防近くの諫早湾奥部５地

点（なお，この５地点については，甲イ第3132号証と乙

第3007号証の各調査地点位置図の対比から，九州農政局

モニタリング調査のS7，S8地点とB3地点の間に位置する

ものと認められる ）では，それほど判然としたもので。

はないものの，時間とともに細粒化する弱い傾向が見ら
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れるし，諫早湾央B3地点でのＳＳの低下は，潮受堤防の

完成に伴い諫早湾内の流速が低下したことと呼応してい

るように見え，調整池からの排水が海水と混合すること

によりＳＳが潮受堤防付近で急速に沈降するようになっ

たものと考えられるとしている。他方，堤防締切により

諫早湾内，特に湾奥部の潮流速が低下したことは，既に

認定したとおりであり，既に見た本件環境モニタリング

データによれば，諫早湾央B3地点のＳＳ（浮遊物質量）

が堤防締切後やや低下する傾向にある事実が認められる

のであるから，これらの事実を総合すれば，堤防締切に

よって諫早湾内の流速が低下したことの影響により，こ

れら５地点においては，それほど判然としたものではな

いが，時間とともに細粒化する弱い傾向が生じたものと

認められる。

一方，諫早湾央から諫早湾口にかけての海域について

は，専門委員報告書も指摘するとおり，現時点のデータ

によっては，細粒化傾向が生じたものと認めることは困

難である。

これに対し，参考人東の意見書（甲イ第3168号証）中

には，諫早湾央部や諫早湾口部では，調査地点によって

かなり粒度組成が異なるのに，専門委員報告書がそれら

を一緒にして統計処理していることは，正しいとはいえ

ないとする部分がある。

しかしながら，改めて諫早湾央部や諫早湾口部におけ

る近藤教授らによる調査データ（甲イ第3119，第3132，

第3164号証）を他の調査地点も分も含めて検討してみて



- 182 -

も，別紙「諫早湾央部や湾口部における近藤教授らによ

る底質粒度調査データ」記載のとおり，この期間中，Ｍ

ｄφ値は上下方向に相応に変動しており，平成13年11月

又は同14年６月の値もその変動幅の範囲に含まれる状況

にあり，ここから，細粒化傾向を見出すことはやはり困

難であるといわざるを得ない。専門委員報告書は，潮受

堤防との位置関係やこれら経時変化の傾向や大きさをも

考慮して前記判断を示したものであり，その判断は，合

理的なものということができる。

， ， ，なお 甲イ第3030号証によれば 環境省が平成13年８

９月に諫早湾内で，ダイバーが潜水して底泥に抵抗なく

手を差し込める深さ等を浮泥として，その堆積厚を調査

した結果，潮受堤防付近では概ね25cmないし30㎝，諫早

湾央部では20cmないし30㎝，湾口北部（B4地点）では10

cmないし20㎝の厚さで浮泥が沈殿していたこと，一方，

（ ） ，湾口南部 B5地点 では貝殻混じりの砂泥となっていて

浮泥はほとんど堆積していない状況であったことが認め

られる。諫早湾干拓事業着手前や堤防締切前の状況を証

すべき証拠は存しないから，その前後での状況を直接に

比較することはできないにしても，この調査結果は，潮

受堤防に近い側での浮泥堆積厚の方が厚いことを示すも

のであるから，専門委員報告書が指摘するように，潮受

堤防前面では鉱物粒子が海水に接して凝集し，有機物の

一部を取り込んで沈降する作用が働いていることを裏付

けるものということができる。

(ｲ) その他の有明海
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参考人東の供述や意見書（甲イ第3117，第3168号証）

中には，有明海全域では，昭和32年の鎌田教授の調査結

果と堤防締切直後である平成９年６月の近藤教授らの調

査結果との間では，中央粒径値の度数分布の最頻値がＭ

ｄφ１ないし２の中粒砂であることには変わりなく，そ

のことは，昭和54年の通商産業省工業技術院地質調査所

（ ） ，現独立行政法人産業技術総合研究所 の調査結果でも

同じであったのに，その５年後の平成14年６月の近藤教

授らの調査時には，最頻値がＭｄφ２ないし３の細粒砂

に移行したし（なお，有明海湾奥部と潮間帯を含む有明

海北部53点で実施した陶山ほかの甲イ第3169号証の調査

によれば，その時点は平成 13年６月となる ，有明海。）

全域のＭｄφ等値線図は，同14年６月には同９年６月と

比べＭｄφ２ないし３の分布範囲が拡大するなど全般的

に細粒化し，その範囲が諫早湾口沖はもとより，そこか

ら離れた有明海の広い範囲に及んでいることを示してお

り，また，近藤教授らによる同９年６月ないし14年６月

の諫早湾から有明海奥部海域にかけての調査結果に基づ

くＧＩＳによる中央粒径値Ｍｄφ等値線図は，Ｍｄφ２

ないし３の細粒砂の分布範囲が年を追って諫早湾から湾

外中央部へ向かって拡大し，同14年には粗粒砂の範囲が

消失したことを示していて，これらは，堤防締切後の流

動の弱まりを反映したものと考えられるとする部分があ

る。

しかしながら，乙第3064号証によれば，鎌田教授の調

査（昭和32年 ，通商産業省工業技術院地質調査所（現）
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） （ ），独立行政法人産業技術総合研究所 の調査 昭和54年

近藤教授らによる調査（平成９年及び14年）の各結果を

Ｍｄφ４の等値線の動向に基づいて比較すると，等値線

が位置する福岡県側の有明海湾奥部海域，諫早湾近傍，

熊本沖では，いずれも，その範囲が拡大したり，縮小し

たりして変動していることが認められる。また，甲イ第

3118，第3119号証によれば，近藤教授自らも，平成９年

調査時には，鎌田教授による昭和32年の調査時に比べ，

有明海湾央部の白川，緑川沖合では泥質堆積物の分布範

囲が広がったほか，湾央部西部の島原半島沖や湾奥部で

は，堆積型が細粒側へ移行する一方，諫早湾口部では，

逆に粗粒側に移行したとして，それぞれの堆積型の相違

を指摘していることが認められる。従って，鎌田教授に

よる同32年の調査時から近藤教授らによる平成９年６月

の調査時までの間の底質につき，粒度組成変化の状況が

少なかったとは認め難い。

専門委員報告書は，福岡県，佐賀県地先の有明海湾奥

部海域につき，鎌田教授の調査（昭和32年，甲イ第3118

号証 ，福岡・佐賀両有明水産試験場の調査(昭和50年，）

同51年，職第８号証)，通商産業省工業技術院地質調査

所（現独立行政法人産業技術総合研究所）の調査（昭和

54年 乙第3061号証 佐賀県有明水産振興センター 平， ）， （

成元年当時は佐賀県有明水産試験場）による調査（平成

元年 同12年 職第６号証の１ 近藤教授らの調査 平， ， ）， （

成９年，同14年，甲イ第3117，第3118，第3132，第3164

号証）を比較検討した結果に照らすと，有明海湾奥部で
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はＭｄφ７以上の細粒な地域は，長年の変動の中で，拡

がったり狭まったりを繰り返しているように見え，平成

元年から12年にかけて佐賀県地先海域でＭｄφ７以上の

極細シルトの分布域が広まったことは事実としても，そ

れが諫早湾締切の同９年前後であったのか否かは，評価

するデータが無く，むしろ，Ｍｄφの変動は通常の変動

の範囲内であると考えるのがより妥当であり，諫早湾口

から島原半島東側にかけての有明海中央部海域で底質が

細粒化したとの傾向は見出せず，熊本県荒尾地先でも底

質変化を明らかにするデータは得られなかったというの

であり，こうした知見ないし判断の信頼性及び妥当性を

左右するに足りる証拠はない。

なお，参考人東の意見書（甲イ第3168号証）中には，

熊本県沿岸海域における堤防締切後の細粒化を指摘する

部分がある。しかしながら，有明海湾央部の白川，緑川

沖合については，既に見たように，近藤教授の見解によ

れば，平成９年調査時には，鎌田教授による昭和32年の

調査時に比べて泥質堆積物の分布範囲が広がったとされ

ているところ，甲イ第3132，第3164号証によれば，その

後平成14年６月の調査時点では，そのうちの複数箇所で

粗粒化する一方で，それより沖側ではＭｄφ２ないし４

の範囲がやや広がるなど複雑な変化を呈していることが

認められるのであって，一概に細粒化を肯定できる状況

。 ， ， ，にはない また 北部の荒尾沖についても 甲イ第3117

第3132，第3164号証によれば，鎌田教授による昭和32年

の調査時には，Ｍｄφ２ないし４の範囲にあったのに対
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し，平成９年６月から14年６月にかけては，Ｍｄφ1.16

ないし2.02及びＭｄφマイナス0.55ないし1.70とそれよ

りやや粗粒な範囲で推移していたものと認められるか

ら，細粒化を肯定できる状況にはない。

また，参考人東の意見書（甲イ第3168号証）中には，

陶山ほかによれば，既に平成13年６月から有明海全域の

Ｍｄφの最頻値は，細粒砂になっていたとする記載があ

る。しかし，近藤教授による同13年６月６，７日及び同

年11月６，７日の各調査時点における最頻値が中粒砂で

あった（甲イ第3117，第3132，第3164号証）とする以上

は，近藤教授による同13年６月６，７日から陶山ほかに

よる調査が行われた同13年６月11日ないし16日までの間

にＭｄφの最頻値が細粒砂に移行し，その後，近藤教授

による同年11月６，７日の調査時点までに中粒砂に復し

たと見るべきか，あるいは，陶山ほかと近藤教授の調査

点の相違によると見るべきかについてはなお検討の必要

があり，上記記述は直ちには採用し難い。

結局のところ，現在の証拠関係の下では，近藤教授ら

の調査による潮受堤防近くの諫早湾奥部５地点について

は，諫早湾干拓事業による堤防締切により，それほど判

然としたものではないが，時間とともに細粒化する弱い

傾向が生じたものと認められるものの，その他の箇所に

ついては，そのような関係を肯定するには至らないとい

うほかない。

また，浮泥の堆積については，有明海湾奥部における

潮流速の低下を認め難いことは既に見たとおりである
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が，専門委員報告書がいうように，赤潮の大規模化に伴

い赤潮プランクトンの死骸がより多くこの海域の海底に

堆積するようになった可能性は肯定し得る。一方，熊本

県荒尾沖の浮泥の堆積については，申請人Ａ17の供述及

び同申請人の陳述書（甲イ第４号証）も，プランクトン

が多くなったのは，平成11年頃からで，それ以後は，大

量のプランクトンが海底に積もるのが普通のことになっ

たとするものである。その意味では，同申請人がいう操

業途中に潮の流れが遅くなるまで待つ「潮待ち」をしな

くなったため，同11年頃に気付いたという潮流速の低下

との関係はさて措くとしても，専門委員報告書がいう赤

潮の大規模化に伴う堆積量の増加の可能性は肯定し得る

のである。

４ ベントス（底生生物）の生物相

(1) 潮受堤防締切前の工事による影響

申請人らは，平成３年度以降諫早湾口中央部の採砂地で

は，潮流が流れ込んで来にくくなって砂地が消滅するとと

もに，硫化水素が大量に発生してヘドロ化した結果，この

周辺ではベントスが減少したと主張する。

しかし，乙第 3055及び第 3111号証によれば，菊池名誉教

授は，平成 12年度冬季から 15年度秋季にかけて九州農政局

が実施した底生生物及び底質の調査結果に基づいて，底生

生物の出現状況については個体数・種類数，多様度指数の

観点から，また，底質については①シルト分と粘土分の合

計，②強熱減量，③硫化物，④海底直上のＤＯ飽和度の観

， ， ，点から それぞれ比較検討を行ったこと その結果として
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採砂地(StA， StB)とその周辺海域(S10)における底生生物の

出現状況や底質性状は類似しており，両者の底生生物の生

息環境や底質には特に差はないものと考えられるとしてい

ることが認められる。また，次に検討するとおり，前記S10

地点における出現種類数，出現個体数，多様度指数及び湿

重量の傾向を，同元年度から 15年度までを通じて見ても，

採砂が開始された同３年度以降に減少したとの傾向は見出

し難い。従って，このような事実関係の下では，所論の事

実は認められない。

(2) 潮受堤防締切による影響

ｱ 諫早湾内

被申請人は，本件環境モニタリングデータによると，

底生生物の出現個体数は，同じ調査地点でも年度，季節

による変動は大きいものの，堤防締切前後では一定の減

少傾向は見られないと主張する。

確かに，乙第 3055及び第 3111号証によれば，菊池名誉

教授は，平成元年度から 15年度にかけて九州農政局が実

施した底生生物及び底質の調査結果に基づいて，底生生

物の出現状況については，個体数・種類数，多様度指数

の観点から，また，底質については，化学的性状，中央

粒径値Ｍｄφの観点から，比較検討を行ったこと，その

結果として，諌早湾においては，堤防の締切前後で，湾

内の一部の海域での底質の硫化物の増加，底生生物の個

体数・種類数について寿命が短い種の出現等に伴う変動

等が見られるものの，諌早湾において堤防締切前後で底

生生物の生息環境に大きな変化が生じているとは認めら
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れないとしていることが認められる。

しかし，専門委員報告書は，湿重量の観点からも検討

を加え，一般的に環境が悪化すると，大型の二枚貝やエ

ビカニなどの大型の甲殻類が生息しなくなり，小型のゴ

カイ類やヨコエビなどの小型甲殻類が増えるようになる

が，湾奥部の４調査地点（S1,S6,S7,S8地点）の全てで湿

重量が減少している（乙第 3007，第 3219号証）から，諫

早湾奥部でも多数の大型ベントスが死滅したと考えられ

るとしているところ，この知見ないし判断の信頼性及び

。 ， ，妥当性を左右するに足りる証拠はない また 乙第3007

第 3055，第 3224号証によれば，比較的低溶存酸素に耐性

を持つと言われるシズクガイが，これら４地点では調査

が開始された平成元年度や２年度当時から出現はしてい

たものの，堤防締切後には増加したことが認められる。

なお，これら４地点は，近藤教授調査により堤防締切に

よる弱い細粒化傾向が認められた前記５地点よりも潮受

堤防に近い地点である。

他方，湾口部については，B4， S10及び B5地点での本件

， ，環境モニタリングデータからは 堤防締切前後を通じて

底生生物の湿重量の減少やシズクガイの増加という諫早

湾奥部で見られるのと同様な傾向は見出し難いし，他に

底生生物の生息環境に変化があったことを認めるに足り

る証拠もない。

従って，諫早湾奥部については，堤防締切によるベン

トス相の変化を認めることができるものの，湾口部につ

いてはこれを認めるまでには至らないのである。
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ｲ その他の有明海

申請人らは，マクロベントスの平均生息密度が，平成

９年６月から 12年６月にかけて，堤防締切による底質環

境の悪化により減少する一方，その後それは同 13年６月

から 14年６月にかけては，底質の細粒化によるドロクダ

ムシ科の Corophium sp.Aとビロードマクラガイの激増に

伴って激増したと主張する。

確かに，参考人東の供述及び甲イ第 3117，第 3150号証

によれば，参考人東らが諫早湾から有明海湾奥部にかけ

ての海域でマクロベントスを調査した結果では，平均生

， ， ，息密度は 平成９年６月を100とすると 同11年６月は44

同 12年６月は30，同13年６月は42，同14年６月は171とい

う推移をたどったこと，同 14年の増加の主体は，ヨコエ

ビ亜目の中のドロクダムシ類であり，二枚貝の中では，

ビロードマクラガイであること，有明海全域でも，同９

年６月から 14年６月までの生息密度は全般に増加しては

， ， ，いるが その多くは ヨコエビ類であることが認められ

参考人東は，このマクロベントスの減少は底質環境の悪

化によるものである一方，増加の重要な要因には底質の

細粒化があるとしている。

しかし，乙第 3108ないし第 3110号証によれば，菊池名

誉教授は，Corophium属のヨコエビ類は，一般に泥質の環

境を好むとされるものの，諫早湾内及び大牟田市三池港

沖の調査地点における個体数の変動を見ても，底泥の粒

度組成値，硫化物その他の化学的特性値との関係は明確

とは言い難いし，また，日本の内湾の汚染域でビロード
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マクラガイが増加したとする報告例は見当たらず，これ

が環境条件の悪化に反応して個体数を増加させるような

種とはいえないとしている。また，専門委員報告書も，

底質の変化を示唆するが，底質がどの程度変化したのか

を判断することは難しいとしているところである。従っ

て，現時点の証拠関係の下において，参考人東指摘のよ

うな底質環境の悪化や底質の細粒化を認めることは，困

難であるといわざるを得ない。

５ 成層及び貧酸素等

(1) 諫早湾内及びその近傍場

ｱ 成層化

専門委員報告書は，堤防締切後の成層度の強化を示す

直接的なデータはないものの，諫早湾及びその近傍にお

ける潮流速レベルの減少から，これら海域での鉛直混合

， ， ，が低下し 成層度が増大している可能性が高く 更には

他海域からの河川起源低塩分水の諫早湾への流入が諫早

湾締切によって強化されることによる諫早湾及びその近

傍での成層度の変化というメカニズムも可能性としてあ

り得るとしている。

これに対し，被申請人は，環境モニタリングとして実

施している平成２年１月から 16年 12月までの諫早湾央 B3

地点における表層（海面下 0.5ｍ）と中層（ 1/2水深）の

塩分及び水温のデータから求めた密度差の平均値は，堤

防締切の前後とも 0.6σ tであって，変化は見られないと

主張する。堤防締切後の成層度の強化を明瞭に示す直接

的なデータのないことは，専門委員報告書においても示
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されていた点でもあるが，乙第 3250号証によれば，確か

に，密度差の平均値が堤防締切前後とも 0.6σ tであるこ

とが認められる。

しかし，堤防締切によって諫早湾内及びその近傍場で

の潮流速が低下した事実については，既に，九州農政局

による潮流観測データ（現地データ）及び専門委員報告

書での数値シミュレーションの結果に基づいて認定した

とおりであり，その減少幅は，現地データによっても，

堤防締切後の平成 10年ないし 14年及び 16年の平均で，堤

防締切前の同元年に比べ，諫早湾内の湾奥部では 71％な

いし 88％，諫早湾央部では 60％，諫早湾口部では 10％な

いし 28％，諫早湾外の中央表層では 15％，南側表層では

26％，中層では４％というように，諫早湾奥部から湾口

部に向かうにつれて小さくなる傾向はあるものの，概し

て大幅なものである。また，潮流速の低下が鉛直混合を

弱め，成層度を強化する関係にあることは，想定し得る

し，専門委員報告書における塩分成層度の堤防締切前後

（ ）の差に関する数値シミュレーションの結果 図2-1-21(c)

は，諫早湾内から近傍場にかけての海域の成層度に増大傾

向が現れていることを示すものである。更に，現地デー

タと数値シミュレーションのいずれもが，共に何らかの

， 。制約・限界を内包することも 前に示したとおりである

このようなことを考え合わせると，成層度が増大して

いる可能性が高いとする専門委員報告書の前記見解は，

成層度そのものについては，現地データと数値シミュレ

ーションの示す結果が異なるにしても，潮流速の減少に
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ついては，それを肯定する現地データと数値シミュレー

ションの結果を踏まえたものであって，可能性をいうも

のとして合理性を有するものと考えることができる（な

お，諫早湾近傍のうち，潮流速の低下が見られない湾外

北側部分については，後に検討する 。。）

ｲ 貧酸素化，嫌気化

堤防締切によって，諫早湾内及び湾外中央から南側に

かけての近傍場における成層度が増加した可能性がある

ことについては，上記において判断したとおりであり，

専門委員報告書は，この海域における成層度の増加と既

に認定した調整池からの有機物に富んだ排水の流入とが

相まって，底層水の貧酸素化及び底質の嫌気化により環

境条件が悪化したと考え得るとしたものといえる。

現に排水門前面の S1， S6地点及び湾奥の S7， S8地点で

は，堤防締切後において，底生生物の湿重量が減少し，

比較的低溶存酸素耐性を持つと言われるシズクガイが，

以前から出現していたとはいえ，増加したことは既に見

たとおりである。従って，堤防締切によって，排水門前

面から湾奥にかけての海域において，専門委員報告書が

指摘するように，底層水の貧酸素化や底質の嫌気化が進

行したものと認定することができる。

また，湾央部については，底生生物の生息状況の推移

を明らかにすべき証拠資料が存しない。しかし，既に見

たとおり，湾央における潮流の低下率が，平均 60％であ

って，湾奥部の 71％ないし 88％ほどではないとはいえ，

相当大きいこと，また，平成 13年８，９月の環境省によ
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る調査では諫早湾央部でも 20㎝ないし 30㎝と潮受堤防付

近（ 25㎝ないし 30㎝）に近い浮泥の堆積が見られたこと

からすると，湾央部においても，専門委員報告書の指摘

のように底層水の貧酸素化や底質の嫌気化が進行したも

のと推認することができるというべきである。

これに対し，被申請人は，諫早湾では湾口部が貧酸素

水塊発生の主要な海域であるし， B3地点における底層Ｄ

Ｏと中層（ 1／ 2水深）ＤＯの相関関係は高く，この相関

式と環境モニタリング調査で得られた堤防締切前後の中

層ＤＯデータから底層ＤＯを求めたところ，その平均値

は堤防締切前 4.7mg/L，堤防締切後 4.9mg/Lであって，堤

防締切後に貧酸素化が進行したという状況は存しないと

主張する。

しかしながら，別紙「底層溶存酸素濃度の経時変化」

記載のとおり，湾央 B3地点の底層溶存酸素濃度の方が湾

口 B4地点のそれより低い状況は，かなり一般的に認めら

れるところであって，諫早湾では湾口部のみが貧酸素水

塊発生の主要な海域であるということはできない。

また，被申請人が高いと主張する底層ＤＯと中層ＤＯ

との相関関係は，あくまで堤防締切によって潮流速低下

が生じた後のデータに基づいて求めたものであるから，

これから堤防締切前の状態を推論し得るかには疑問の余

。 ， ， ，地がある しかも その主張によると この相関関係は

中層ＤＯを階級別に整理し，その平均値と底層ＤＯの平

均値から求めたものであるが，同じ観測データからこの

ような中間処理を経ずに両者の関係を求めた結果は，別
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「 」 ，紙 中層と底層の溶存酸素濃度(B3) のとおりであって

決定係数(R2)は 0.2936であり，被申請人主張の0.952とは

かなり異なるのである。このようなことを考え合わせる

と，被申請人の推論には，底層水の貧酸素化の進行を否

定するだけの十分な精度があるとはいえない。

一方，湾口のB4， S10及び B5の各地点では，堤防締切前

後を通じて，底生生物の湿重量の減少やシズクガイの増

加という諫早湾奥部で見られるのと同様な傾向を見出し

難いことは，既に見たとおりである。従って，前記のと

おり諫早湾口及び湾外中央部から南側にかけての海域に

おいても，専門委員報告書の指摘のとおり，堤防締切に

， ，よって貧酸素化 嫌気化が進行した可能性はあるものの

その程度が底生生物等の生息環境に影響を及ぼす程のも

のであったことについては，認定困難であるといわざる

を得ない。

(2) 有明海湾奥部

ｱ 成層化

(ｱ) 専門委員報告書の見解

専門委員報告書は，数値シミュレーションの結果で

は，堤防締切後，塩分成層度の有意な増加が現れてい

るものの，それと符合した成層度変化を浅海定線調査

データにおいて認めることができないことから，この

海域における成層度の強化を明確に結論づけるには至

らなかったとの判断を示している。

この点，諫早湾内及びその近傍場では，成層度につ

いてこそ，現地データと数値シミュレーションの示す
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結果に相違があっても，潮流速については，現地デー

タ及び数値シミュレーション共にその低下を示し，成

， ，層度の強化が想定し得たのに対し 有明海湾奥部では

専門委員報告書での数値シミュレーション及び海上保

安庁による平成 13年５月の観測の結果のいずれもが，

流速の低下は見られないとしていて，状況が異なるの

である。このような事実関係の下で，成層度について

数値シミュレーション結果と現地データとに違いがあ

りながら，成層度変化を肯定することには困難がある

といわざるを得ず，専門委員報告書は，現地データ解

析と数値シミュレーションの両面から検討を加え，そ

れらを総合した結果として，有明海湾奥部における成

層度変化を確たるものとして肯定するには至らないと

したものと解されるのであって，このような専門委員

報告書の判断には合理性があるというべきである。

なお，先に判断を留保した諫早湾外北側部分につい

も，浅海定線調査データ等からは成層度の強化を肯認

し得ず，また，潮流速の低下も見られないことは既に

見たとおりであるから，有明海湾奥部と同様に，成層

， ，度が強化されている可能性はあるものの 現時点では

その強化を認定するのは困難であるといわざるを得な

い。

(ｲ) 浅海定線調査データとの関係

a これに対し，申請人らは，①大潮満潮前後の約２

時間に行われてきた浅海定線調査では，赤潮発生の

発端となる表層の塩分低下による成層構造の形成や



- 197 -

，栄養塩濃度の上昇した表層水を捉えることが難しく

その結果を用いて示すことができるのは，大潮の満

潮前後の短時間に限って形成される外洋水の影響を

強く受けた海洋構造に過ぎず，②佐賀県沖St5の夏季

（６月～９月平均）底層ＤＯ濃度の経年変化と有明

海でのタイラギ漁獲量の経年変化との比較は，浅海

定線調査データが貧酸素水を把握するには不適切で

あることを示すと主張し，また，第３号事件申請人

は，③浅海定線調査データはその数値計算で取り入

れていない様々な影響因子の効果が大きく，成層度

の微妙な経年変化傾向が不明確になっている可能性

があると主張する。

b しかし，職第 16号証，甲イ第 3159号証，第 3161号

証の１ないし９，第 3162号証の１ないし 10，第 3163

号証の１ないし８によれば，１回の下げ潮及び上げ

潮の間における漂流ブイの移動距離及び方向は，時

点及び場所により異なるものの，概ね５㎞ないし６

㎞程度の範囲内で下げ潮時の流れに乗って南下し，

干潮過ぎの転流後の上げ潮時に北上する動きを示す

傾向にあることが認められる。従って，これを前提

にすると，浅海定線調査によって把握されているの

は，あくまで上記のような範囲内にある水質の状態

であるといい得るのであって，同調査の結果が示す

のは，大潮の満潮前後の短時間に限って形成される

外洋水の影響を強く受けた海洋構造であるとはいえ

ないのである。
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c また，タイラギ漁獲量の減少から近年の小潮期の

貧酸素化が進行がしたと推論し得るためには，漁獲

量の減少の原因が貧酸素化に限られるかあるいは他

の原因による影響の程度が解明されていることが前

提とならざるを得ない。ところが，申請人らが，そ

の論拠とする意見書（甲イ第 3167号証）自体も，そ

の原因として「底泥の細粒化」を示していながら，

その影響程度までは検討していない。また，タイラ

ギの減少要因自体についても，後に検討するように

未解明な部分がかなり存するのである。従って，そ

の論旨は，現状では飛躍があるといわざるを得ず，

採用することができない。

d さらに，上記の３点目の様々な影響因子の効果が

大きく，成層度の微妙な経年変化傾向が不明確にな

っている可能性があるとの点は，専門委員報告書が

。 ， ， ，指摘するところである ただ 同時に 同報告書は

浅海定線調査データが 30年前からの長期的な経年変

化傾向を有明海全体にわたって大局的に見る上では

極めて貴重なもので，時・空間的分解能の粗さなど

の問題点はあるものの，その点を十分踏まえた上で

有効活用すべきデータと見るのが妥当であり，月１

回の観測とはいえ長期にわたって継続的に取られて

きたデータなので，統計平均的に見れば，何らかの

経年変化傾向が現れてきていてもおかしくないと考

えられるとも述べているのである。従って，専門委

員報告書の判断は，成層度の微妙な経年変化傾向が
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不明確になっている可能性があるとの点を含め総合

考慮した結果なされたものと解すべきである。

(ｳ) 浅海定線調査データが示す変化

申請人らは，浅海定線調査データの解析結果から，

堤防締切によって，筑後川由来の河川水が佐賀県側に

寄って流れるようになって大牟田などの福岡県南部に

輸送される河川水量が減少し，また，菊池川由来の河

川水も諫早湾口方面に流れるようになって荒尾方面に

輸送される河川水量が減少した上，佐賀県南部の諫早

湾口近くの水域では，表層水が中層水とほとんど混合

しなくなって成層度が増したとの事実が判明したと主

張する。

この点につき，甲イ第3165号証中には，浅海定線調査

データの解析結果から，表層塩分が25psuより低下した

回数が，堤防締切後筑後川河口南方（L9，L7）では減少

する一方，同河口前面（佐賀St6， S3， L3）から西方の

佐賀県沿岸（佐賀St8，佐賀St1，佐賀St3）にかけては

増大し，また，佐賀県内3地点（佐賀St3，佐賀St5，佐

賀St11）の中層塩分には著しい低下が見られなくなった

との変化が見られ，同調査データからも成層度の強化等

がかなりの確度で示されたといえるとの記載がある。ま

た，甲イ第3170号証中には，浅海定線調査データについ

て，同一調査地点における表層と中層の塩分データの関

係や河口付近と離れた調査地点の表層塩分データの関係

に対し回帰分析を加えた結果として，堤防締切後には，

（ ） ，佐賀県南西部の海域 特に佐賀St4及び佐賀St11 では



- 200 -

中層塩分の変動のうち，表層の変動との関係で説明可能

なものの割合が減少するとともに，海域により筑後川等

の河口付近の塩分低下が及ぼす影響の強弱にも変化が見

られたとの記載がある。

しかしながら，浅海定線調査データによれば，表層塩

分が25psuより低下した回数については，筑後川河口南

方には甲イ第3165号証の意見書が指摘する調査地点の外

２地点（L5，S8）が存するとともに，堤防締切後のデー

， ，タが７年間分あることから それ以前の期間についても

７年ごとの期間に区切って，合計28年間における長期的

な推移を集計した結果は，別紙「表層塩分が25psu以下

の出現回数」記載のとおりである。これによると，上記

甲イ第3165号証の意見書が増加を指摘する筑後川河口前

面から西方の佐賀県沿岸にかけての６地点のうち，表層

塩分25psu以下の出現回数が増加したのは，２地点（佐

賀St8， S3）に限られているし，同意見書がその減少を

いう筑後川河口南方では，長期的にはほぼ横ばいにある

といわざるを得ないのであって，結局，このような状況

を全体として見た場合，上記回数の増減から同意見書が

指摘するような傾向の変化を認定することは困難といわ

ざるを得ない。また，上記甲イ第3165号証の意見書が中

層塩分の著しい低下が見られなくなったと指摘する佐賀

県内３地点（佐賀St3，佐賀St5，佐賀St11）及び甲イ第

3170号証の意見書が中層塩分の変動が特に減少したと指

摘する佐賀県南西部２地点（佐賀St4，佐賀St11）にお

ける表層及び中層の塩分並びにその差の推移は，浅海定
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線調査データに基づいて作図した別紙「表層と中層の塩

」 。 ， ，分の推移 に示すとおりである これによると 確かに

堤防締切後には，中層塩分の著しい低下の出現回数がや

や減少したように見えなくはないものの，成層度をより

直接的に反映する中層と表層の塩分差が拡大した傾向を

見出すことはできない。更に，甲イ第3170号証の意見書

中で行われた回帰分析については，河川出水との量的又

は時間的な異同や風による鉛直混合に対する影響という

点を捨象したまま，回帰直線の検定というような定量的

な分析が可能か否かについても，検討の余地があると考

えられ，この分析に基づき意見書指摘のような変化を肯

認するのは未だ困難である。

， ， ，従って 現時点においては 浅海定線調査データから

申請人ら主張の堤防締切後における傾向の変化を見出す

ことは困難といわざるを得ない。

(ｴ) 有明海湾奥部海域表層での滞留時間の増加

申請人らは，また，堤防締切によって潮汐振幅及び

潮流の減少が惹起されたことにより，鉛直混合が減少

して成層構造が形成されやすくなると同時に，島原半

島を南下する潮流が大幅に弱化して有明海奥部の河川

水を含む海水の湾口への流出が弱まった結果，栄養塩

濃度の高い水が有明海奥部海域の表層に滞留しやすく

なり，堤防締切以来，以前の状態に一層近い潮受堤防

の開門操作期間中には，潮目現象が確認できたのに，

その余の期間の観測日には，潮目が観測されたことが

ない旨主張する。
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しかし，専門委員報告書によれば，有明海湾奥部で

の河川起源水の滞留時間が上昇したことについては，

それを支持する直接的な現地データは存在せず，同報

告書での数値シミュレーションによってもそのような

傾向を示す結果は得られていないことが認められる な（

お，潮目については，海水の密度差が要因の一つとな

るにしても，日数的にも限られた観測の中から，その

有無及び規模の大小を論じることには自ずと一定の限

界があるばかりか，そもそも，その規模と流入河川流

量との関係や，潮目の有無や規模がどのように滞留時

間に結びつくのかという点は明確でない。従って，現

時点では，潮目の有無や規模から，河川起源水の滞留

。）。時間の長短を論じることは困難と考えざるを得ない

ｲ 底質の嫌気化等

(ｱ) 専門委員報告書は，大隈ほか(平成13年，職第６号証

の１ )の研究によれば 「この海域におけるベントス調，

査では，二枚貝の平均密度が1989年の3021個体/㎡から

2000年の 660個体 /㎡へと，およそ２割にまで減少して

おり 環境条件の悪化を示している とした上で 佐， 。」 ，「

賀県側海域の底質環境変化に関して考えられる要因と

して，範囲は限られるものの諫早湾口から北へ向かう

底層残差流によって諫早湾で発生した貧酸素水塊の輸

送によって底質が嫌気化した可能性がある。佐賀県側

有明海湾奥部海域でのより広範な底質環境悪化に関し

て考えられる他の要因としては，有明海湾奥部海域で

の近年の赤潮の長期化・大規模化に伴って，赤潮プラ
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ンクトンの死骸がこの海域の海底により多く堆積する

ようになったことが可能性としてあげられる。福岡県

側有明海湾奥部海域でも，赤潮の長期化（大規模化）

が見られることから，その影響で底質の環境条件が悪

化している可能性はある。もっとも，浅海定線調査の

結果からは，この海域で貧酸素水塊の発生頻度が高く

なった傾向は見えないし，底質の嫌気化に関する長期

的なデータはない 」としている。。

まず，赤潮の長期化・大規模化に伴う赤潮プランク

トンの死骸の堆積量の増加が底質環境悪化の要因とな

ることは，可能性として肯定し得る（堤防締切と赤潮

（ ） ， 。）。発生の長期化 大規模化 との関係は 後に検討する

また，第２号事件申請人らは，底質の細粒化による嫌

気化，貧酸素化の進行をも主張するものの，その前提

としての底質の細粒化と干拓事業による工事との因果

関係を肯定するには至らなかったことは，既に見たと

おりである。

そこで，諫早湾口から有明海湾奥部方面への貧酸素

水塊の移流や懸濁粒子の輸送との関係から検討するこ

ととする。

(ｲ) 諫早湾口から有明海湾奥部方面への貧酸素水塊の移

流及び懸濁粒子の輸送の可能性について

a 被申請人は，諫早湾から有明海湾奥部方面への貧

酸素水塊の移流や懸濁粒子の輸送の可能性について

は，平成 16年７月 11日から９月 17日までの連続観測

結果に基づいて，底層の酸素飽和度が，佐賀県沖寄
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りのＤ地点で低く，諫早湾口に近いＦ地点で高い傾

向にあること，濁度も，諫早湾央（ B3地点）から湾

口（ B4地点）を経て有明海湾奥（Ｆ地点，Ｄ地点）

に向かうに従って高く，有明海湾奥（Ｄ地点）では

（ ） ，諫早湾口 B4地点 の約３倍程度の値を示しており

Ｆ地点の潮流方向が諫早湾口（ B4地点）からの移流

・拡散が想定される断面に直交する流向であること

から，諫早湾からの影響が有明海湾奥へ直接及んで

， ， ，いるとは考えられないと主張し 乙第3229 第 3230

第 3258ないし第 3260号証には，そのようなデータが

示されている。

しかしながら，浅海定線調査データ（乙第 3020号

証の２，職第３号証の２）によれば，底層溶存酸素

濃度は，概ね諫早湾口に近い佐賀St3地点の方がそれ

より北側の佐賀県海域よりも高いものの，別紙「佐

賀県底層溶存酸素濃度」記載のとおり，諫早湾口に

近い佐賀St3地点の方が低い場合もあることが認めら

れる。

， ， ，また 乙第3261号証によれば 諫早湾口北側では

上げ潮時には北側の佐賀県海域側に向かう流れがあ

る程度存在することが認められる。

従って，諫早湾口から北上する底層の流れによっ

て諫早湾に近い佐賀県側有明海湾奥部海域の底層水

の貧酸素化や底質環境の悪化が促進されることも，

。可能性としては否定できないものというべきである

b 一方，第２号事件申請人らは，財団法人日本自然
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保護協会の観測結果は，諫早湾の底層の貧酸素水塊

が湾外に出て，有明海西側を北方に伸びている状況

や，貧酸素水塊が潮受堤防を中心に，距離に反比例

（距離が遠くなるほど，酸素濃度が高くなる ）して。

拡がる状況にあることを示していると主張する。

しかしながら，甲イ第3032（ 16頁図１ ，第3035，）

第 3036号証によれば，そこに示される図は，いずれ

も平成 13年８月５日から７日までの間，同協会が有

明海湾奥部から諫早湾にかけての海域において実施

した水質調査に基づく底層溶存酸素濃度の水平分布

図であること，それが示す底層溶存酸素濃度が低い

海域は，諫早湾央部と佐賀県太良町太良沖の両者に

分布していること，その中間に位置する諫早湾口の

竹崎島付近の底層溶存酸素濃度は，諫早湾央部や佐

賀県太良町太良沖よりもやや高い状態にあることが

認められる。これによれば，この水平分布図が示す

底層溶存酸素濃度が低い海域は，その中間に位置す

る諫早湾口の竹崎島付近で分けられているものと読

み得ることになるのであり，この平面図によって，

諫早湾の底層の貧酸素水塊が湾外に出て有明海西側

で北方に伸びている状況や，貧酸素水塊が潮受堤防

を中心に距離に反比例して拡がる状況にあるとする

ことは困難である。

むしろ，専門委員報告書並びに職第２号証，第３

号証の２，甲イ第 3030，第 3129，第 3156号証，乙第

3020号証の１及び２によれば，社団法人日本水産資源
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保護協会所定の水産用水基準では，内湾漁場の夏季

底層で最低限維持しなければならない溶存酸素濃度

は4.3mg/Lとされているが，有明海湾奥部では，1970

年代から７，８月を中心として，この値を下回る低

い溶存酸素濃度がしばしば記録されてきたこと，上

記濃度を下回る状態の発生回数には，福岡・佐賀い

ずれの海域でも，特に増加傾向が見出せないこと，

貧酸素化の傾向は， 1970年代から佐賀県太良町太良

沖の佐賀 St2，佐賀 St5の各地点の辺りに強く現れて

おり 諫早湾口に近い佐賀St3地点の方が弱いこと 職， （

第２号証5-80頁ないし83頁 ，西海区水産研究所外が）

実施した平成 15年度行政対応特別研究等において行

われた調査結果でも，貧酸素水は，小潮時に有明海

湾奥部の干潟縁辺域全域及び諫早湾内で別々に発生

・分布し，潮汐により移動したとされていることが

認められるのであって，これらの知見を考え合わせ

ると，第２号事件申請人らのいう調査結果は，むし

ろ，諫早湾の底層の貧酸素水塊が湾外に出て有明海

湾奥部西側で北方に伸びたというよりは，同時期に

諫早湾内及び有明海湾奥部西側の２か所で貧酸素水

塊が生じていた状況を示すものと見る方が自然であ

る。

従って，佐賀県側有明海湾奥部海域の一部におけ

る諫早湾口から北上する底層の流れによる底層水の

貧酸素化や底質環境の悪化の促進については，可能

性としては肯定できるものの，底層溶存酸素濃度は
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概して諫早湾口よりも北部の佐賀県沖の側でもとも

と低い傾向にあるし，堤防締切による貧酸素化・嫌

気化の進行の程度が諫早湾口部において既に底生生

物等の生息に影響を及ぼす程のものであったとの認

定が困難なことも既に見たとおりであって，これら

も含めて考えると，申請人ら主張の事実を認定まで

するのは困難であるといわざるを得ない。

(3) 熊本県沿岸海域

ｱ 成層化

(ｱ) 専門委員報告書の見解

専門委員報告書は，この海域における成層化につい

て 「３次元密度流シミュレーション結果（図 2-1-18，

(d)）によると，諫早湾締切に伴う有意な底層潮流速減

少が認められる海域は，諫早湾とその対岸を結ぶライ

ンより南側の領域で，熊本県沿岸海域はその中に含ま

れる。従って , 数値シミュレーションにおいて熊本県

沿岸海域で締切後に塩分成層度が強化されている領域

が現れている原因としては，まずこの底層潮流速レベ

ルの減少を挙げることができる。しかし，塩分成層度

強化域をより詳細に見ると，菊池川や白川河口域から

広がる形で現れていることから，これらの河川からの

河口プルーム水の海域内での輸送パターンが諫早湾締

切によって変化することによってこの海域での塩分成

層度に変化が現れた可能性も否定できない 」とした上。

で 「締切によって，同海域で成層度が強まるとともに，

表層混合層厚が薄くなった可能性があ」るし，貧酸素
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化，嫌気化について 「熊本県沿岸海域では，底質の嫌，

気化，細粒化を示す長期的なデータはなく，諫早湾締

切前後で貧酸素水塊の発生頻度が高くなったことを示

すデータもないが，同海域では赤潮の頻発化・長期化

（大規模化）が顕著であり，また，数値シミュレーシ

ョンの結果では潮流速の減少，成層度の強化が現れて

いる。このことは，底層が貧酸素化しやすくなり，底

質が嫌気化，ヘドロ化しやすくなった可能性があるこ

とを示している 」とする。。

(ｲ) 浅海定線調査データ等との関係

，熊本県沿岸海域における浅海定線調査データからは

成層度の強化傾向は明らかでないこと，また，専門委

員報告書が最大密度勾配層に基づく解析方法から成層

度が強まってきているとする熊本 St20地点の位置は，

， ，熊本県沿岸海域ではなく 有明海中央部であることも

同報告書が指摘するところである。

この意味においては，同報告書での数値シミュレー

ションの結果は熊本県沿岸海域での成層度強化を示す

ものではあるが，同結果と浅海定線調査データとの違

いがある中で，堤防締切と成層化との因果関係につい

て，その可能性を指摘するにとどまらず，これを現時

点において高度の蓋然性があるものとして認定するこ

とには，有明海湾奥部におけるのと同様にやはり困難

があるといわざるを得ない。また，専門委員報告書で

の数値シミュレーションの結果は，熊本県沿岸海域に

おける潮流速の低下を示すものであるが，既に検討し
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た海上保安庁水路部による潮流観測結果では，この海

域を含め流速値は昭和 48年調査と比べやや高めであっ

て，潮流速の低下が認められていないという違いがあ

ることにも鑑み，数値シミュレーションの結果の合理

性は否定されるものではないが，この潮流速低下の点

も，現時点で認定に至るのは困難であるといわざるを

得ない。

なお，申請人らは，底質の細粒化による嫌気化，貧

酸素化の進行をも主張するが，この点についても，そ

の前提としての底質の細粒化の事実を肯定するには至

らなかったことは，既に見たとおりである。

付言すると，被申請人は，専門委員報告書の用いた

最大密度勾配層に基づく解析方法が学術的に合意され

た手法であるとは考えられず，成層度を定量的に評価

するための一層合理的な方法である水柱のポテンシャ

ルエネルギーによる解析によれば，有明海のおける成

層度は，平成２年ないし 12年にかけてほぼ全域で減少

し，熊本 St20においても，この 11年間で成層度が減少

したとする結果が得られていると主張する。しかしな

がら，水柱のポテンシャルエネルギーの解析手法は，

水柱全体としての成層度を求めるもので，例えば，成

層が生じている水深の変化を示すものではないのに対

し，専門委員報告書は，成層が生じている水深の変化

を最大密度勾配層の変化として捉えて分析を行ったも

のであって，両者の解析結果の意味するところは異な

るものであるから，両者の結論が直ちに矛盾するとい
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う関係にあるものとはいえないのである。

ｲ 底質の嫌気化等

従って，熊本県沿岸海域では，赤潮の長期化・大規模

化に伴う赤潮プランクトンの死骸の堆積量の増加によっ

て底質の嫌気化が進行した可能性は肯定し得るが，堤防

締切と赤潮発生の長期化（大規模化）との関係について

は，次項で検討することとする。

６ 赤潮

(1) 赤潮発生状況

乙第 3019号証の１ないし 27によれば，有明海で継続的な

赤潮の調査が行われるようになったのは，昭和 59年以降で

あること，昭和 59年度から平成 15年度までの調査結果を，

各県毎，植物プランクトンの分類群毎及び昭和 59年度ない

し平成元年度，同２年度ないし８年度，同９年度ないし 15

年度の各期間毎で集計した結果は，別紙「各県の赤潮発生

頻度及び継続日数の比較」に，また，これを各年度ごとに

集計した結果は，別紙「各県の年度別赤潮発生状況」に記

載のとおりであること，その概況は，年度差が大きいもの

の，次のとおりであることが認められる。

福岡県では，赤潮発生件数は，当初から多く，変化があ

， ， ，まりないが 発生期間は 平成10年度以降著しく長くなり

年間 70日を超える状態が続いている。もっとも，発生期間

については，昭和 60年度，平成４年度にも年間 70日を超え

たことがあり，同２年度には130日に達したこともある。近

年の長期化は，主に７月ないし９月期と１月ないし３月期

の珪藻赤潮によるものである。
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佐賀県では，その発生件数は従来から多く，発生期間も

長かったが，平成10年度以降，発生期間が年間120日を超え

る状態が続き，同14， 15年度には年間260日を超えていた。

もっとも，発生期間については，昭和 60年度，平成３年度

から６年度にかけても年間120日を超えたこともあり，同７

年度には200日を超えたこともあった。近年の長期化は，主

に１月ないし３月期の珪藻赤潮によるものである。

熊本県では，昭和 59年度ないし平成元年度期にはその件

数・期間とも少なく，平成２年度ないし８年度期にやや増

加したが，同 10年度以降に珪藻赤潮が発生件数，発生期間

とも年間を通じて増加した。また，夏季における渦鞭毛藻,

ラフィド藻の発生件数もやや増加し， 10月ないし 12月期に

も渦鞭毛藻の長期間にわたる発生が見られた。

長崎県では，従来，その件数・期間とも少なかったが，

平成 10年度以降はいずれも著しく増加した。長崎県の赤潮

の大半は諫早湾内で発生したものであり，増加の主体は夏

季の渦鞭毛藻，ラフィド藻によるものである。同９年以降

の諫早湾及びその近傍場での赤潮は，その範囲が小長井沖

など諫早湾内に限られるものが多いが，湾口部や島原半島

沖に及ぶものも複数あり，少数ながら大浦沖に及ぶものも

ある。

(2) 赤潮の増加要因

次に，赤潮発生件数又は発生期間の増加が大きい平成 10

年度以降について，諫早湾及びその近傍場（この項におい

ては，近傍場を含めて「諫早湾」という ，有明海湾奥部。）

海域並びに熊本県沿岸海域での増加要因を検討する。
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ｱ 成層化及び滞留時間の増加

申請人らは，その原因として，成層化及び滞留時間の

増加による局地的な富栄養化を主張する。

専門委員報告書によれば，成層度の強化（混合層厚の

減少）や富栄養化が植物プランクトンの増加要因となり

得ることが認められる。

もっとも，上記各海域での堤防締切による成層度の強

化については，認定にまで至らなかったことは既に見た

とおりである（なお，その可能性の程度についても，既

に見たとおりである 。。）

また，有明海湾奥部での河川起源水の滞留時間の増加

についても，既に見たとおり，それを支持する直接的な

現地データは存在せず，専門委員報告書での数値シミュ

レーションによってもそのような傾向を示す結果は得ら

れていないところである。

諫早湾での河川起源水の滞留時間の増加についても，

これを示すデータは存しない。なお，諫早湾内の潮流速

が低下したことは，既に見たとおりであるが，専門委員

報告書での数値シミュレーションの結果では，堤防締切

後，総じて着色水が早く湾内から抜けていく形になって

いる（図2-1-24(a)ないし (e)）ところでもあって，海水

，輸送については複雑な諸要因の関わりも想定されるので

諫早湾内の潮流速の低下をもって，滞留時間の増加を推

認することはできない。

ｲ 透明度

申請人らは，赤潮増加の原因として，透明度の増加を
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主張する。

専門委員報告書によれば，透明度の増加が植物プラン

クトンの増加要因となり得ることが認められる。

しかし，透明度は，有明海湾奥部福岡県海域では横ば

いであるが，有明海湾奥部佐賀県海域では長期的に僅か

に上昇，熊本県沿岸海域では， 1980年代後半から 1990年

代半ばにかけて上昇し，その後横ばいという傾向にある

ことは，既に見たとおりであり，その時期は，平成 10年

以降の赤潮の増加よりもやや早い。

また，これら長期的又は堤防締切前からの経年的な透

明度上昇と干拓事業との結びつきを肯定し難いことも，

既に見たとおりである。

ｳ 捕食圧

申請人らは，堤防締切後の貝類の減少による捕食圧の

減少を，被申請人は昭和 51年以降の貝類の減少による捕

食圧の減少を，それぞれ近年の赤潮増加の一因と主張す

る。

捕食圧の減少が植物プランクトンの増加要因となるこ

とは，もとより当然である。

乙第 3046号証及び参考人中西の供述中には，有明海で

の貝類の漁獲量を基にした試算結果に基づいて，貝類減

少に伴う赤潮プランクトン捕食圧につき，貝類による窒

素除去量は，昭和 51年には最大約 10ｔ／日であったが，

同 51年から 58年にかけては６ｔないし９ｔ／日，同 59年

から平成９年にかけては２ｔないし４ｔ／日で推移し，

同９年から 11年にかけては１ｔ／日程度に減少し，同 11
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年以降は１ｔ／日未満へと大きく減少したとする部分が

ある。しかしながら，この捕食圧の減少がかなり長期に

わたる継続的なものであるのに対し，赤潮の発生件数又

は発生期間の増加は同 10年以降に大きくなる傾向があっ

て，両者の傾向の整合性に疑問が残る。

ｴ 富栄養化

(ｱ) 諫早湾内

申請人らは，赤潮増加の原因として，堤防締切によ

る干潟浄化機能の喪失（富栄養化）を主張する。

しかしながら，既に見たとおり，諫早湾内のＴ－Ｎ

， ，は 平成２年度以後同12年度にかけて緩やかに減少し

，その後同15年度にかけてはやや増加する傾向にあるが

なお堤防締切前の同７，８年当時の水準の範囲内に概

ねとどまるのであって，堤防締切により諫早湾内水の

富栄養化が進行したという関係は認め難い。

従って，また，それが赤潮増加の原因となったとい

う関係も認め難い。

(ｲ) その他の有明海

被申請人は， 1990年代に入ってから，熊本県沿岸海

域（Ｄゾーン，水深５ｍ）では，秋季から冬季にかけ

て，栄養塩濃度が高い状態が頻繁に見られるようにな

ったと主張する。

ただ，被申請人がその根拠とする乙第 3249号証によ

っても， 10月ないし 12月期については同濃度がやや高

い傾向が見られるものの，年や月によりかなりの差異

が見られるのであるから，これを傾向の変化とまで読



- 215 -

むことには困難がある上，その変化の要因も判然とし

ない。

この点，専門委員報告書は，平成９年以降の冬季に

，おける筑後川及び菊池川からのＤＩＮ流入量について

それがやや上昇している傾向が見られ，福岡県海域で

の冬季の赤潮の長期化と関係している可能性があると

する一方で，有明海全体としての栄養塩の変化は堤防

締切の前後で明瞭ではないともしている。

結局，このような変化やその影響については，可能

性としては想定できるにしても（このことは，既に見

た有明海の恒流の流向からして，熊本県沿岸海域や佐

賀県海域についても同様であると考えられる ，その。）

変化の要因や影響範囲については，なお検討の必要が

あるのであって，有明海の全体としての栄養塩の変化

が堤防締切の前後で明瞭ではない現在のデータの下に

あっては，限られた一部の海域の栄養塩の増加があっ

たとしても，これに平成 10年以降の赤潮の頻発化の原

因を求めることは困難というべきである。

ｵ 水温，照度（日射量 ，降水量）

被申請人は，水温，照度，降水量などの物理・化学的

要因が近年の有明海での赤潮の増加に大きく影響してい

ると主張する。

(ｱ) 浅海定線調査データに基づく検討

a 水温

乙第 3141，第 3144号証中には，昭和 59年から平成

14年までの 19年間の赤潮の発生範囲にある浅海定線
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調査データの水温と乙第 3019号証の１ないし 25「九

州海域の赤潮」に記載されている発生期間中の最大

細胞数に検討対象月での継続日数を乗じて常用対数

値化した値（以下「細胞数」という ）に基づき，水。

温１℃の範囲毎に水温と細胞数の平均値を求めて図

化したところ，乙第 3144号証掲記のグラフのとおり

となり，また，水温と細胞数との関係につき次のよ

うな式が得られた旨の記載がある。

ｙ ＝ 0.0119ｘ ＋ 5.0638

ｘ ： 水温（℃）

ｙ ： 細胞数（対数，cells/mL）

しかしながら，これによると，上記式が示す増加

量自体は，水温１℃当たり0.0119（対数，cells/mL)

で，割合として小さなものであること，また，水温

が上昇すると，かえって細胞数が減少する場合も散

見されることが認められる。

他方，水温については，乙第 3147号証中には，昭

和 59年から平成 14年までの 19年間における４月から

12月までの赤潮の発生範囲にある浅海定線調査地点

での水温を堤防締切の前後で月別に分けて平均する

と，横ばい傾向にある６，７月以外は１℃前後上昇

， ，し 年間平均水温でも0.6℃上昇した旨の記載があり

これによる平均的水温の上昇幅は，１℃前後とされ

ていることが認められる。

従って，上記関数式に平均水温上昇値を代入して

求められる値は，対数であるにしても，それによる
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増加分は，比較的小さな値にとどまると見ざるを得

ないのである。

b 照度（日射量）

乙第 3141，第 3145号証中には，昭和 59年から平成

14年までの 19年間における赤潮の検討対象月の佐賀

地方気象台での全天日射量の観測値（ MJ/m ･日）と２

対数化した細胞数に基づき，全天日射量が２ MJ/m ･２

日の範囲毎に全天日射量と細胞数の平均値を求めて

図化したところ，乙第 3145号証掲記のグラフのとお

りとなり，また，全天日射量と細胞数との関係につ

き次のような式が得られた旨の記載がある。

ｙ ＝ 0.0122ｘ ＋ 5.1216

ｘ ： 全天日射量（MJ/m ･日）２

ｙ ： 細胞数（対数，cells/mL）

しかしながら，これによると，上記式が示す増加

量自体は，全天日射量１ MJ/m ･日当たり 0.0122（対２

， ， ，数 cells/mL)で 割合として小さなものであること

また，全天日射量が増加すると，かえって細胞数が

。減少する場合も一部には見られることが認められる

他方，乙第 3148号証中には，地表面に達する日射

量の増加を指摘する記載もあるが，これが示す経年

変化グラフは，年度差が大きいことを示すものであ

る。また，専門委員報告書によっても，日射量につ

いては，冬季では平成５年以降１ MJ/m²･日ないし２

MJ/m ･日上昇が見られる一方，夏季では 1990年代後２

半以降２ MJ/m²･日ないし５ MJ/m ･日の上昇傾向が窺２
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われるが，データのばらつきがもともと多いため明

瞭な傾向として読み取ることができないとされてい

ることが認められる。

従って，上記関数式に求められた全天日射量につ

いても，上昇値を代入して求められる値は，対数で

あるにしても，それによる増加分は，比較的小さな

値にとどまると見ざるを得ないし，そもそも，その

ように上昇を年間を通じた傾向として読み取り得る

のかにつき疑問もあるのである。

c 降水量

乙第 3141，第 3146号証中には，昭和 59年から平成

14年までの 19年間における赤潮の検討対象月の佐賀

地方気象台での月平均降水量の観測値（mm/月）と対

数化した細胞数に基づき，月平均降水量 50mmの範囲

毎に月平均降水量と細胞数の平均値を求めて図化し

たところ，乙第 3146号証掲記のグラフのとおりとな

り，また，月平均降水量と細胞数との関係につき次

のような式が得られた旨の記載がある。

ｙ ＝ 0.0009ｘ ＋ 5.2067

ｘ ： 月平均降水量（mm/月）

ｙ ： 細胞数（対数，cells/mL）

しかしながら，これによると，上記式が示す増加

量自体は，降水量１mm/月当たり0.0009（対数，cell

s/mL)で，割合として小さなものであること，また，

降水量が増加すると，かえって細胞数が減少する場

合も一部には見られることが認められる。
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他方，降水量については，乙第 3149号証中には，

昭和 59年から平成 14年までの 19年間における４月か

ら 12月までの佐賀地方気象台での月降水量を堤防締

切の前後で月別に分けて平均すると，７月から 12月

までの各月で１ mm/月ないし 50mm/月増加したとする

記載があるが，これが示す経年変化グラフは，年度

差が大きいことを示している。むしろ，専門委員報

告書によれば，データのばらつきがもともと多いた

め明瞭な傾向として読み取ることができないとされ

ているのであって，降水量に増加傾向があるといい

得るのかにつき疑問がある。

d 結局，水温，全天日射量及び降水量の各上昇とい

う要因は，確かに，赤潮の発生にプラスの要因とな

り得るとは考えられるものの，各々の要因単独，あ

るいはそれらの組合せによっても，平成 10年以降の

赤潮発生の頻発化・長期化の原因（メカニズム）を

説明し得るものとは考えにくいのである。

(ｲ) 珪藻の成長速度と水温との関係

乙第 3046，第 3067号証中には，参考人中西の見解に

よれば，植物プランクトンの成長速度については，次

式で示される関係にあり，

Ｇ ＝Ｇ × × ×ｍａｘ

Ｇ：成長速度

Ｇ ：最大成長速度ｍａｘ

：水温に依存する関数（水温依存項）

)(Ｔf )(Ｉf ),( ＰＮf

)(Ｔf
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＝

ここで，Ｔ は，最適水温（℃）opt

ｍは，定数＝３

：照度に依存する関数（照度依存項）

：栄養塩（窒素，リン）に依存する関数

（栄養塩依存項）

珪藻 について，最大成長速度をSkeletonema costatum

0.693（１日１回分裂する速度 ，最適水温を 17℃，照）

度依存項と栄養塩依存項をそれぞれ１として，水温と

の関係による成長速度を求めると，別紙「冬季ノリ養

」殖期の水温範囲における植物プランクトンの成長速度

のとおりとなる旨の記載がある。

他方，水温変化については，乙第 3046号証中には，

参考人中西が昭和 54年から平成 14年までの毎年 10月か

ら翌年２月までの浅海定線調査データに基づいて有明

海湾奥部（佐賀県沖）の水温変化の傾向を月別に調査

， ，した結果によれば 12月ないし２月の上昇率が大きく

12月は 11℃から，１月は９℃から，２月は 10℃から，

いずれも１℃の上昇が認められた旨の記載がある。

従って，参考人中西の見解に従えば，後者による９

℃ないし 11℃の水温の１℃上昇を前者の成長速度にあ

， （ ）てはめると 成長速度が９％ 11℃ないし12℃の場合

ないし 15％（９℃ないし 10℃の場合）増加するとされ

ることになる。

しかしながら，国調費水質モデルが用いる Eppleyの

( ) ( ){ }ｍＴ１－ＴＴ／Ｔ optopt /exp)(Ｔf

)(Ｉf

),( ＰＮf
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， ，関係式によれば 水温と最大成長速度との関係につき

μmax = 0.59 exp (0.0633T)

μ max：水温によって制限される最大成長速度

T：水温（℃）

とされている（乙第 3113号証 3-321， 326頁）ところ，

専門委員報告書によれば，上記 Eppleyの関係式に基づ

いて最大成長速度を求めた結果は，別紙「 Eppleyの関

係式に基づく最大成長速度」記載のとおりとなること

が認められ，これによると，９℃ないし 11℃の水温が

１℃上昇することによる最大成長速度（ただし，ここ

にいう最大成長速度は，照度依存項及び栄養塩依存項

を１としたときの成長速度と同じである ）の増加は６。

％ないし７％にとどまるとされている。

また，乙第 3067号証によれば，中西モデルが図 11と

して示す珪藻類細胞数の再現計算結果（計算値）は，

概ね１，２月を中心として実測値より大きめとなって

いる傾向が見受けられるところでもある。

従って，水温上昇が冬季の赤潮増加に与える影響が

参考人中西による関係式が示すほど大きなものである

とは認め難い。

ｶ まとめ

以上の検討によれば，平成 10年度以降の赤潮増加につ

いては，結局のところ，肯認し得る要因を見出せないの

である。

翻って，その要因を見出せないからには，成層度の強

。化があったと考えるべきではないとの指摘も想定される
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しかしながら，乙第 3006号証によれば，ノリ第三者委員

会の最終報告書でも 「有明海の珪藻赤潮の特徴はかなり，

明らかになってきた。降雨型といわれるもので，降雨の

後日照があると発生し，風，時には雨で終息する。一般

的にはこのように言えるが，具体的な発生の引き金が何

かは明らかではない。近年，ラフィド藻や渦鞭毛藻赤潮

の発生も目立つ。これらの発生・増殖の条件に不明な点

が多い。赤潮についてはいろいろな面からの調査・研究

が必要である 「種により持続性が異なるので，何が。」，

， ，発生するかも気になるところで 難しいとされているが

種ごとの発生ならびに大増殖の条件を明らかにしたい 」。

，との見解が示されていることが認められるのであるから

赤潮の発生及び増殖の機構についてはなお相当に未解明

な部分が残されていると考えざるを得ず，このような現

在の知見やデータを前提とする限りでは，消去法により

要因を特定することは困難であって，やはり増加要因は

不明であるといわざるを得ない。

第４ 争点４（漁業被害と諫早湾干拓事業との関係）について

１ ノリ養殖被害（不作）と諌早湾干拓事業との関係

専門委員報告書によれば 「ノリ養殖は全国的に見てもかな，

り生産が安定しているように見られるが，有明海沿岸４県を

見ても分かるように，地域的，経年的に見ると，かなりの変

動がある。先に人工採苗，冷凍網，酸処理などの技術の進歩

によって生産の安定がもたらされたと述べたが，生物による

自然界での生産であるので気象等環境要因に左右される部分

が大きい。基本的には海藻の光合成であるのでその要素であ
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る光と栄養塩が問題となる。これは植物プランクトンも同じ

よ う に 必 要 と す る 要 素 で あ り ， 時 に 競 争 が 起 き る こ と に な

る ，特に，秋から冬のノリの生産の時期に赤潮が起きると。」

栄養塩を奪われ，色落ち等が生じてノリの生産が阻害される

関係にあることが認められる。

しかし，有明海又は諫早湾での赤潮頻発化と諌早湾干拓事

業との因果関係については，現時点では，これを認めるまで

には至らなかったことは，既に検討したとおりである。

２ タイラギ漁業被害（不漁）と諌早湾干拓事業との関係

申請人Ａ６，同Ａ 10及び同Ａ 11の平成 11年度から 14年度ま

で，第３号事件申請人の同13，14年度の有明海湾奥部海域での

。タイラギ漁業被害と諌早湾干拓事業との因果関係を検討する

この点に関し，申請人らは，漁場ないし生息域の縮小と立

ち枯れ斃死という２つの要因を主張する。

(1) 漁場の縮小

第２号事件申請人らは，底質の細粒化・ヘドロ化，貧酸

素水塊の発生及び潮流の方向の変化を，第３号事件申請人

は，諫早湾口部の浚渫及び貧酸素水塊の発生を，それぞれ

漁場ないし生息域の縮小の原因として主張する。

このうち 第３号事件申請人のいう諫早湾口部の浚渫 採， （

砂）が諫早湾干拓事業によることは，明らかである。しか

し，職第５号証の１ないし 28，甲イ第 3129号証によれば，

西海区水産研究所及び有明海沿岸４県の水産研究機関が，

平成 15年８月９月，長崎県国見町と熊本県長洲町を結ぶ線

以北の諫早湾を含む有明海内 45点でタイラギの着底稚貝の

密度分布等を共同調査した結果では，タイラギ着底稚貝の
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平均分布密度は，８月が8.1個体／ｍ で，９月が4.5個体／２

ｍ であったこと，この分布密度は，山下他「タイラギ漁場２

の形成条件・特に付着基質に関する研究 昭和 56年度指定

」 （ ）調査研究総合助成事業報告書 による報告値 4.5個体／ｍ２

と同水準であったとされていること，山下他による研究が

行われた昭和 56年当時は，近年よりも成貝の生息密度の高

い地点が多く，かつ，広範囲に分布していたことが認めら

れる。従って，第３号事件申請人のいうタイラギ資源量の

減少が，現に着底稚貝の密度低下をもたらしたか否かにつ

いては，更に検討すべき余地があるものといわざるを得な

い。この点は，第２号事件申請人らのいう諫早湾内の貧酸

素水塊と浮遊幼生の生活環境との関係についても同様であ

る。諫早湾内の一部については，堤防締切によって貧酸素

化が進行したとの関係を肯定できることは，既に見たとお

りであるが，着底稚貝の密度分布自体には変化が見られな

い中で，諫早湾内の一部での貧酸素化の進行と有明海での

タイラギ漁場の縮小との関係を，どのように関係付けられ

るかについては，なお検討の余地があるものといわざるを

得ない（なお，貧酸素化と立ち枯れ斃死との関係について

は，後に検討する 。。）

なお，タイラギ漁場の縮小と底質の悪化や潮流の変化と

の関係については，甲イ第 3112，第 3142号証によれば，佐

賀県有明水産振興センターの伊藤作成の資料（甲イ第 3142

号証）には，底質の悪化や流れの変化が漁場縮小の原因に

（ ），関する仮説の段階にあることが明示されていること 12頁

それでも，底質の変化については，この資料に中央粒径値
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（Ｍｄφ）の水平分布図及びＡＶＳ（酸揮発性硫化物）や

泥分についての対比図が示されているが，潮流の変化につ

いては，データが示されていないし，その点は，同人の第

７回有明海・八代海総合調査評価委員会での説明時にも同

様であったことが認められるのであって，潮流の変化につ

いては，なお検討の途上にあることが窺われる。専門委員

報告書が 「タイラギの生息域が縮小した原因については，，

西海区水産研究所と有明海沿岸４県による共同調査が行わ

れており，佐賀県沖の底質が細粒化していることが原因の

一つであると考えられているが，他の要因を含め必ずしも

明らかではない 」としているのは，このような現状を踏ま。

えたものと解される。

漁場縮小要因として申請人らが主張する環境要因の変化

と干拓事業との関係については，既に判断したとおりであ

る。

結局，漁場縮小要因自体，現時点では，判然としている

とはいえないし，干拓事業との関係が肯定された一部の事

実からは，縮小に対する影響を肯定することができず，ま

た，申請人らがいうその余の環境要因については，その変

化やそれと干拓事業との関係を認めるに至らなかったとい

うことも既に見てきたとおりである。

(2) 立ち枯れ斃死

申請人らは，伊藤資料（甲イ第3142号証）に示された研究

等から，現段階で立ち枯れ斃死が，①諫早湾口部及びその周

辺にいる浮遊幼生の頃からの餌不足や貧酸素水塊域による衰

弱に加え，②タイラギ漁場での着底後の餌不足による衰弱か
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ら発生し，③貧酸素水塊の発生が立ち枯れ斃死を促進すると

合理的に推測できると主張する。

しかしながら，甲イ第3142号証中には，立ち枯れ斃死の原

因について，上記のような記述は見出せない。

むしろ，専門委員報告書によれば，立ち枯れ斃死について

は 「現在，有明海沿岸の４県，西海区水産研究所，養殖研，

究所，長崎大学水産学部が原因究明の共同調査を実施中であ

り，現段階では未だその原因は解明されていないが，この原

因を研究中である佐賀県有明水産振興センターは，立ち枯れ

斃死をおこす貝は，低酸素の環境下で酸素供給量を維持する

機能などに何らかの障害が起きていた可能性があることを指

摘している 」とされているのであって，そのような障害の。

原因を含め，なお解明の必要があるものと考えられる。

なお，甲イ第3142号証によれば，立ち枯れ斃死（斃死個体

が海底に立ったままの状態で残る現象）の発生が見られる北

東部漁場（福岡県大牟田沖）のタイラギとそれが見られない

造成漁場（佐賀県大浦と福岡県大牟田の中間よりやや大浦寄

りの地点）のタイラギとを比較した場合，穀長や肥満度，グ

リコーゲン含量には特に差が見られないと認められるのであ

るから，餌不足が現に生じている立ち枯れ斃死の要因となっ

， 。ているか否かについては かなり疑問があるというほかない

結局，この点に関する申請人らの主張も認めることはでき

ない。

３ アサリ漁業被害（不漁）と諌早湾干拓事業との関係

(1) 第３号事件申請人は，アサリの漁業被害の要因として，

堤防締切に伴う潮汐の減少により干潟自体が減少したと主
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張する。

しかしながら，既に見たとおり，福岡県でのアサリ漁獲

量は平成 13， 14年には減少したものの，同 15年には 1735ｔ

で，同元年から５年を上回る水準に回復した一方，潮汐振

幅の増加した状況は窺えないのである。従って，干潟の減

少によってアサリの減少を説明することは困難である。

(2) 第３号事件申請人主張のその余の環境要因についても，

既に見てきたように，その変化やそれと諫早湾干拓事業と

の関係を認めるに至らなかったところである。

(3) むしろ，ノリ第三者委員会最終報告書（乙第 3006号証）

によれば 「福岡県でも漁場面積の縮小が認められる。こう，

いった長期的なアサリ資源の減少の原因は未だ特定されて

いない 「福岡県水域でも，覆砂をするとアサリの定着。」，

。 ，と成長が見られる このことは現在の底質がアサリの生息

とくに稚貝の初期の生残と成長に適さないものになってい

ることを示していよう 「アサリについては，やはり1970。」，

年代後半に漁獲のピークを迎えた後減少が続いており，こ

うした長期的な減少の原因は未だ特定されていない。アサ

リの場合も稚貝の生残に問題があるようで，アサリの初期

生活史段階での生理・生化学的変化を知るとともに，稚貝

の生残に底質の何が影響しているのかを明らかにする必要

がある 」とされていることが認められる。。

結局，現時点における証拠関係からは，平成 13年から 14

年にかけてのアサリの漁業被害（不漁）の発生は肯定し得

るものの，これと干拓事業との関係は認めるに足りないと

いわざるを得ない。
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４ クチゾコ漁業被害（不漁）と諌早湾干拓事業との関係

(1) この点について，田北名誉教授の意見書（甲イ第 3171号

証）では，イヌノシタ及びコウライアカシタビラメ（クロ

クチゾコ）は，諌早湾奥部や福岡・佐賀海域の干潟と浅海

から，有明海中央部にわたる季節回遊を行っていたと考え

られるとした上で，堤防締切による生息域消滅が有明海の

クチゾコ資源に与えた影響は大きく，上記クチゾコの生息

域・産卵域の一部で現在残っている諌早湾やコウライアカ

シタビラメの主な産卵域である島原半島沖海域での潮流や

底質の変化も，これらの生息や産卵に大きな影響を及ぼし

ている可能性がある上，諌早湾口や有明海中央部での潮流

の変化が島原半島沖で産卵されたコウライアカシタビラメ

の卵や稚魚の諫早湾及び有明海奥部への移送に影響してい

ることも考えられるという。

(2) しかしながら，このような観点を踏まえて，諫早湾干拓

工事の推移や堤防締切時期との関係において既に見たクチ

ゾコ漁獲量の変動を見ても，漁獲量の減少は，平成元年の

諫早湾干拓工事着工前から既に始まり，同４年に工事が本

格化した後も含めて，特に減少傾向が強まることもなく同

６年まで推移し，その後は，同９年の堤防締切前後や，同

13年３月 14日から 14年１月８日までの工事の一時中断期間

（審問の全趣旨により認める ）も含めて，ほぼ横ばいに推。

移しているものと見ざるを得ないのであって，干拓工事に

よる環境変化が現に漁獲量に影響を及ぼしたという関係を

読み取るのは困難である。

なお，甲イ第５，第８，第９号証の記載や申請人Ａ 14の
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供述中には，干拓事業による工事着工後，特に堤防締切後

には，諫早湾に近い側でクチゾコが採れなくなる一方，潟

の規模が拡大して泥地を好むアカシタが混じるようになっ

たとする部分がある。しかし，これらの供述等は，データ

に基づく実証的な検討を踏まえたものとは認められない。

現に，申請人Ａ 12，同Ａ 13及び同Ａ 14の陳述書（甲イ第５

号証，第５号証の２，第８，第９号証）や申請人Ａ 14の供

述の中には，干拓事業の着工後又は堤防締切後，クロクチ

ゾコの主漁場が次第に南下したとする部分では一致するも

のの，それが，申請人Ａ 13の陳述書（甲イ第９号証）では

平成２年までと，申請人Ａ 14の陳述書（甲イ第５号証）で

は，堤防締切前までの漁場とされている長崎県有明町沖の

海域が，申請人Ａ 12の陳述書（甲イ第８号証）では同 13年

までの漁場とされているなど，まちまちである。これは，

個々の漁民が操業する具体的な漁場や操業時の相違に由来

するものと考えられるものの，それ故にこれらから全体と

。 ，しての傾向の変化を読み取ることには困難が伴う むしろ

既に見たように，近藤教授らの調査結果を踏まえた専門委

員報告書の検討結果からは，島原半島沖での底質の細粒化

傾向は見出せないとされている。また，乙第 3221号証によ

れば，九州農政局が，同 16年 11月の小潮干潮期に，長崎県

有明町沖の P61， P62地点で粒度組成等を調査し，海底面か

ら 10㎝深さまでを２㎝毎にスライスした試料に基づき分析

した結果として， P61， P62地点のいずれの海底表面でも，

海水中には浮泥が浮遊しているが，それが沈降して海底面

を覆っているような状況は見られず，また，岸に近いP61地



- 230 -

点の主体は砂分であり，上層側の方がシルト分及び粘土分

が少なく，沖側のP62地点でも主体は砂分であるが，礫分も

多く，いずれもシルト分及び粘土分の鉛直方向の変化は余

り見られなかったことが認められるところであり，細粒化

。 ， ，が進行している状況は窺えない 従って 前記陳述書等は

採用することができない。

(3) 結局のところ，現時点における証拠関係からは，クチゾ

コの漁業被害（不漁）と諫早湾干拓事業との関係を認める

には至らない。

第４章 結論

１ 本裁定の理由の要点は，次のとおりである。

(1) 九州最大の内湾である有明海の肢湾「諫早湾」において国

営干拓事業が平成元年着工されて，同４年10月から潮受堤防

， ，の築堤工事が本格化した後 同９年４月に堤防が締め切られ

同11年３月堤防が完成したという干拓事業の工事施行の経過

の概要は，関係証拠上明らかである。

(2) 先ず，漁業被害の争点のうち，ノリ被害については，ノリ

生産量及び生産金額が，年により相当変動することに鑑み，

その通常の変動の範囲を超えて低下した場合に被害（不作）

が発生すると考えて，主張された被害のうち該当部分を認め

る。また，タイラギ，アサリ及びクチゾコについては，それ

らの生産量の上下の周期その他の傾向に鑑み，生産量が従前

の水準を超えて低下した部分につき被害（不漁）の発生を認

める。

「 」(3) 次が最大の争点である 干拓事業と漁業被害との因果関係

の問題であって，因果関係の立証は，一点の疑義も許されな
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い自然科学的証明ではなく，経験則に照らして全証拠を総合

検討し，原因結果の事実関係を是認し得る高度の蓋然性を証

明することである旨の判例法理に則って検討する。

ｱ その過程として，先ず，干拓事業と有明海での環境変化

との関係の検討が必要となる。

(ｱ) 研究者らの見解や国調費シミュレーションの結果から

有明海での潮汐振幅が２，３％減少したこと，これにつ

き干拓事業での堤防締切が，東シナ海全体の平均水位上

昇に伴う広域的な共振弱化による影響等とともに，一定

の寄与をしたと認められる。

(ｲ) 専門委員報告書での数値シミュレーションや現地デー

タによると，堤防締切が，諫早湾内やその近傍場では潮

流の流速を低下させた一方，同湾外北側では流速を若干

増加させたこと，熊本県沿岸や有明海中央部南側海域で

も流速の低下をもたらした可能性は否定し難いことが認

められるが，海上保安庁の観測結果等に照らすと，熊本

県沿岸海域等での流速低下を高度の蓋然性をもって認定

するのは困難である。また，有明海湾奥部での潮流速低

下は上記シミュレーション等でも認められない。

(ｳ) 有明海の水質に関するＣＯＤや栄養塩の堤防締切前後

での変化は，明瞭ではなく，専門委員報告書も指摘する

ように，諫早干潟の消失による干潟浄化機能の低下が有

明海全体に影響を及ぼすものとは考え難い。

(ｴ) 昭和32年以降の調査データを通観すると，有明海湾奥

部では，底質の細粒の地域が長年にわたり拡大・縮小を

繰り返しているように見え，有明海中央部や熊本県荒尾
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地先では細粒化の傾向は見出せないから，有明海での細

粒化の傾向は認めるに足りない。

(ｵ) 諫早湾奥部では，堤防締切により底生生物の湿重量が

減少し，比較的低溶存酸素に耐性を持つ貝類が増加した

ものの，諫早湾口部ではこのような変化の傾向は見出せ

ない。有明海では，近年泥質環境を好むとされる底生生

物の増加が見られるが，個体数の変動と底泥の粒度組成

値や化学的特性値との関係は明確ではなく，底質がどの

程度変化したのかを判断することは難しい。

(ｶ) 専門委員報告書は，その数値シミュレーション等に基

づき，諫早湾内及びその近傍場では赤潮発生の要因の一

つとなり得る成層度が上昇し，熊本県沿岸海域及び有明

海湾奥部海域でもその上昇の可能性があり，また，これ

ら海域では赤潮の大規模化に伴い赤潮プランクトンの死

骸が一層海底に堆積するようになったことから，底質の

嫌気化等が進行した可能性があると指摘する。

しかし，数値シミュレーションと現地データの関係に

ついては，専門委員報告書もいうように，例えば浅海定

線調査データのような現地データは，基本的に月１回の

観測に基づくもので，時・空間的な分解能が粗く，個別

の影響因子のみの効果を分離評価することは難しいが，

他方，どのような数値シミュレーションも，何らかのモ

デルを基礎とするものであり，モデルである以上様々な

簡略化や仮定が入り込むことは不可避であるというモデ

ル構造と依拠する現地データの両面からの限界がある。

従って，前記のような成層度の強化や底質の嫌気化が
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生じた可能性は否めないが，浅海定線調査データや環境

モニタリングデータでは，成層度の強化や貧酸素化の進

行の傾向を見出し得ないから，これらの事実を高度の蓋

然性をもって認定することは困難というほかないのであ

る。

(ｷ) 統計上，赤潮は，平成10年以降，有明海湾奥部では一

， （ ） ，層長期化し 長崎県 主に諫早湾 ・熊本県の海域では

件数・期間とも増えたが，その要因を，透明度の増加や

捕食圧の低下の影響とするには，これらが赤潮増加と時

期的に整合するといい難いという問題がある。富栄養化

の進行も，有明海全体では不明瞭というほかなく，それ

を赤潮の増加要因とするのは難しい。他方，水温，日射

量及び降水量の各上昇も，その傾向や程度に照らし，平

成10年以降の赤潮の頻発化・長期化を説明するのは困難

である。既にノリ第三者委員会最終報告書でも指摘され

たとおり，赤潮の発生・増殖の機構については，なお相

当に未解明な部分が残されている。現在のデータや知見

を前提とする限りは，赤潮の増加要因を特定し，高度の

蓋然性をもって認定するには至らないのである。

ｲ 次に，干拓事業と漁業被害との関係を検討する。

(ｱ) ノリの養殖では，秋から冬のノリの生産時期に赤潮が

発生すると，ノリの色落ち等が生じて生産が阻害される

関係にあるが，赤潮の増加と干拓事業との関係は不明と

いうほかなく，因果関係を肯定するには至らない。

(ｲ) タイラギの生息域縮小については，佐賀県沖の底質の

細粒化を一因とする見解もあるが，他の要因を含め必ず
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しも明らかではなく，近年生じている立ち枯れ斃死の原

因についても，現在共同調査の実施中で，未だ解明され

ていない。

(ｳ) アサリについても，現在の底質がアサリの生息，特に

稚貝の初期の生残と成長に適さないものになっているこ

とは窺われるが，長期的な減少の原因は未だ特定されて

おらず，アサリの初期生活史段階での生理・生化学的変

化を知るとともに，稚貝の生残に底質の何が影響してい

るのかを究明する必要があるところであって，因果関係

を明らかにするには至っていない。

(ｴ) クチゾコについては，漁獲量の減少が干拓事業の工事

着工前の昭和60年前後頃から始まり，平成６年頃にかけ

て減少が大きく，その後はほぼ横ばい状況で推移してい

， ，て その変化と工事の進捗状況とが対応していないため

干拓事業による環境変化が漁獲量に影響を及ぼしている

との関係を読み取るのは困難である。

２ 以上のとおり，一部申請人らについては，漁業被害（不漁又

は不作）の発生は認められるが，現在の証拠関係からは，これ

と諫早湾干拓事業による環境影響との関係につき高度の蓋然性

を肯定するには至らず，その余の申請人らについては漁業被害

の発生を認めるに足りないことから，申請人らの申請はいずれ

も理由がないものとして棄却することとし，主文のとおり裁定

する。

， ， ，３ なお 付言すると 上記の裁定理由に記述されているように

有明海における環境変化の諸要因に関して，例えば，専門委員

報告書で可能性があるとされた有明海の一部海域での成層度の
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強化などの環境変化については，その可能性までは否めないも

のの，これを裏付けるに足りる客観的データがなく，高度の蓋

然性をもって認定することが困難であったのであり，赤潮の発

生・増殖機構などについては未だに科学的解明が十分に行われ

ていないため，要因を認定することができなかったといえる。

要するに，本件の因果関係に関わる重要な論点について，客観

的な証拠資料や科学的知見に乏しいという状況の下で認定判断

を行わざるを得なかったのである。従って，今後有明海を巡る

これらの環境問題について更なる調査・研究が進められて，環

境変化の実態とその要因が解明された上，的確な対策が実現さ

れ，かつてのような豊かな有明海が再生されることを切に念願

するものである。

平成17年８月30日

公害等調整委員会裁定委員会

裁定委員長 加 藤 和 夫

裁定委員 磯 部 力

， 。裁定委員平野治生は 任期満了のため署名押印することができない

裁定委員長 加 藤 和 夫

（別紙省略）


